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第１章 序論 
 

 

 

1.1 背景と目的 
 
筆者は，コンピュータメーカにおいて 22 年間システムエンジニアとして活動

した後，研究所に転勤となり，現場ニーズを知る研究管理者として 11 年間勤め

た。その後，大学に移り，企業経験を生かした教育活動を心がけ 7 年目に入った

ところである。 

その間，日本経済は高度成長時代から低成長時代へと大きく変貌した。各企業

の体力は低下し，各方面でリストラが急速に進み，従来のような活力が感じられ

なくなった。従来の欧米企業をお手本にしたキャッチアップ型経営は成り立たな

くなり，新しい技術やサービスを自ら創造し，他社に先駆けて迅速に製品化して

先行利潤を獲得するクリエーティブ型経営が求められるようになった。そのため，

研究所の成果が厳しく問われるようになり，基礎研究は大学に任せ，事業に直結

した応用研究を重視する風潮が強まっている。国の資金を活用した産学連携を除

き，従来のような奨学寄附金による緩やかな産学連携ができなくなり，研究所の

リストラが進み，研究者の活力も低下している。 

大学も例外ではなく，少子化の影響で競争時代に入っている。学生の獲得のた

めに，いろいろな施策が取られ，その施策遂行のための教員の負荷も大きくなっ

ている。たとえば，高校への出張授業に駆り出され，入学試験の多様化により試

験の実施に駆り出される回数が増え，社会貢献が要求され，定員削減と授業負担

増など，教育準備や研究に割くことができる時間が減っている。また，研究費と

しての運営交付金は激減し，競争的資金なしには研究は遂行できない状況になっ

ている。研究資金獲得のための負荷が増え，研究時間が減少している。一部の裕

福な研究室を除いて全般的には教育も研究も活力が低下している。 

 

一方，付録1に示すように人材育成に関する産学間のミスマッチに関する議論[1]

が盛んに行われている。 

企業側は，不況を背景に実学重視，即戦力を求めており，大学側は，伝統的な

教育理念である理論重視，人格形成を目標にしている。しかし，これは建前であ
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り，企業は即戦力を求めているといいながら，新卒採用の現実は，専門性に優れ

た学生よりも，性格や外見がよく地頭のよい学生を好んで採用する傾向が相変わ

らず強い。一方，大学は，教育と研究を一体化した伝統的な教育法を採用してい

るところが相変わらず多く，結果として研究重視・教育軽視となっている。特に，

理系では，ゼミの学生に研究のお手伝いをさせて育成している研究室が多く，研

究の継続性のために学生の配属人数の上限のみならず下限を決めている学科も多

い。すなわち，教師の専門性により人材の再生産が行われる現状では，社会のニ

ーズの変化に臨機応変に対応することは困難である。 

このような現実を少しでも変えるために，筆者は教育を重視し，自分ができる

ところから教育改革を心がけ，その成果を本論文にまとめたものである。 

科学技術の歴史を紐解くと，ニュートンやエジソンのように一人の天才科学者

や天才技術者が活躍した19世紀のスモールサイエンスの時代から，アポロ計画に

代表されるような多くの資金を獲得し，多くの科学技術者が力を合わせて目標を

達成する20世紀のビッグサイエンスの時代になっており，個人の能力よりは集団

としての能力が問われる時代[2]である。すなわち，個人の創造性だけでなく，仲

間と力を合わせることができる協調性が重要な要素となっている。 

これに対して，図1.1に示すように戦後の日本は大家族主義が崩壊して核家族

化が進み，兄弟も少なく，家庭の教育力が低下している。子供たちは自分のテレ

ビと自分の携帯電話をもち，自分の部屋に閉じこもることが多くなっている。ま

た，都市化の影響で地域としての行事が減り，地域としての教育力も低下してい

る。このような環境下にあって，従来のようにほっておいても自然と身についた

協調性が，意識して教育の中に取り込んで育てなければならない状況にある。 
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出典：三菱電機デザイン研究所，「社内報告書」[3] 

図1.1 家族の変化 

 

以上のように，今，社会に必要なことは， 

• 教育面からは，組織としての創造性を高めつつ協調性を養う教育に変革する

ことであり，そのためには，力を合わせて何かを成し遂げる力（以下，本論

文では協調的達成力と呼ぶ）を高める学習活動の場を構築すること。 

• 研究面からは，組織としての知的生産性を高め，競争的研究資金を確保する

ことであり，そのためには，協調的達成力を高める研究活動の場を構築する

こと。 

であると考える。 

本論文に記す研究の目的は，協調的達成力を育む知的活動の場を考案すること

であり，その有効性を検証することである。有効性を検証するために、小学校、

高等専門学校、大学、企業研究所の4つの環境で実験を行った。 
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1.2 従来研究の概観 
 

（1）協調的達成力を育む学習活動の場 

人材育成の基礎となる教育理論としては，教授に重点を置く「客観主義」と学

習に重点を置く「構成主義」に大別される[4]。 

「客観主義」の教育理論は，「知識は客観的に把握することができる」という立

場をとっている。すなわち，知識を客観的に把握できる実体として捉え，知識構

造を解明して法則化することにより効率的な学習方法を見つけ出し，この成果を

利用することにより誰が教えても同様の教育効果が期待できるというものである。

事前に教師が目標を定め，教授内容を構造化し，教師から生徒への知識・技術の

伝達を効率的に行う方法である。 

これに対し，「構成主義」の教育理論は，「知識は客観的なものではなく，その

社会を構成している人々の相互作用により構築されるものである」という立場を

とっている。すなわち，知識は個人的な体験やその人が属する社会・文化などと

密接な関係があり，学習者を取り巻く社会環境や日常生活，他人との相互作用な

どの実体験を通じて，学習者自身が問題を発見し，解決策を見つけ出すことがで

きるメタ認知能力を養うことに重点が置かれている。 

近年，社会的相互作用を重視する「社会的構成主義」の研究が盛んであり，ヴ

ィゴツスキーを始め様々な研究者が社会的構成主義の意義を述べている。たとえ

ば，ヴィゴツスキー[5]は，発達の最近接領域の理論で，子供が成長していく過程

において周りの大人や仲間の行動を観察し，発達の可能性がある領域において模

倣を行うことにより知識を構成する。すなわち，いかに効率的に知識を伝達する

かという個別学習的観点から，互いに学び合う協同学習の観点へ転換することの

重要性を述べている。菅井[6]は，知識は個人の頭の中だけにあるのではなく，他

の人々やメディアなど種々の人工物に広く状況的にも分散されており,そのネッ

トワークや関係性のもとに相互の協力によって意味やリアリティのある適切な知

識が社会的に構成されると述べている。久保田[4]は，知識の意味は学習者がモノ

や人との関わり合いとを通して思考し，他者とのコミュニケーションにより構成

されるものであると述べている。また，学習とは，学習者が自律的かつ主体的に

学習活動に参加し，学習過程を自分自身で点検しながら，知識を構成していく過

程であると述べている。植野[7]は，社会的構成主義は知的営みに関する規範モデ

ルではなく，知的営みに対する記述モデルである。すなわち，従来の教育理論と

対立するものではなく，これまで理論的に正当化できなかった実践的な教授法の
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体系化が期待できると述べている。ジョナセン[8]は，客観主義と構成主義を対極

に置き，その間にプログラム学習や発見学習などの学習指導法を位置付けている。 

社会的構成主義の教育理論を学校教育の場に適用した例も数多く紹介されてお

り，適用範囲も様々であり，小学校から大学まで，総合学習，理科，社会，倫理

学，心理学，病理学，文学など多岐にわたっている。 

本論文で取り上げるグループ学習に関する研究は，古くから行われており，数

多くの論文が発表されている。表 1.1 に示すように，1950 年代からグループ学習

の研究が初等中等教育や体育学[9]などで盛んに行われるようになった。しかし，

グループ学習の問題点も数多く指摘されるようになり，1960 年代から 1970 年代

は下火になった。しかし，構成主義と共にグループ学習が見直されるようになり，

再びグループ学習の研究が盛んになった。たとえば，佐々木[10]は，社会的構成主

義を指向した授業のデザインを取り上げ，グループ学習における教師の支援によ

り協同学習を促した小学校 6 年生の総合学習の事例を紹介している。また，牧野[11]

は，外国人留学生を対象にしたスピーチ演習にグループ学習を取り入れ，その効

果として論理構築力の向上が確認できたこと，学習者のメディア活用能力には必

ずしも依存しなかったことを報告している。 

同様に，協調学習に関する研究も 1990 年以降急増している。たとえば，埴生ら[12]

は，協調学習において，学習者の個性や潜在的能力傾向をもとにした最適なグル

ープ形成の方法を提案している。すなわち，6 種類のグループ（創造性を重視し

た①補完型，②意見発散型，③アイディア型と，効率性を重視した④同質型，⑤

意見収束型，⑥リーダ主導型）を編成し，創造的な活動に着目して比較検討する

ことにより、意見交換の活性化に有効なグループの形態を発表している。永田ら[13]

は，情報リテラシ教育を対象にノービス 4 名とエキスパート 1 名でグループを編

成して授業を行い，学習者間で各自の考えを比較することによる気づきの誘発を

取り入れた授業を展開している。 

 

表 1.1 グループ学習・協調学習に関する研究件数の推移 

年度 1949 以前 1950～ 1960～ 1970～ 1980～ 1990～ 2000～

グループ学習 5 42 15 16 36 216 212 

協調学習 0 0 0 0 1 234 409 

出典：CiNii データベース登録件数 
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一方，学習環境に関する研究が本格化したのも，表 1.2 に示すように 1990 年以

降である。IT 技術の進歩と共に分散環境における学習支援システムの研究などが

急増しており，適用範囲も多様化している。たとえば，佐々木ら[14]は，ネットワ

ーク環境における分散協調型知的グループ学習支援システムの構築結果を発表し

ている。宮本ら[15]は，分散環境におけるグループ学習の在り方を検討するために，

人間のコミュニケーションをモデル化し，このモデルに基づいた授業設計を提案

している。緒方ら[16]は，ネットワークを利用した開放型グループ学習支援システ

ムを構築し，協調学習の誘発を支援する knowledge awareness（知識の気づき）

の有効性を示している。吉田[17]は，大学授業における対面グループ指導と遠隔グ

ループ指導について比較研究している。 

 

表 1.2 学習環境に関する研究件数の推移 

年度 1949 以前 1950～ 1960～ 1970～ 1980～ 1990～ 2000～ 

学習環境 1 14 9 7 34 863 745 

＋ グ ル ー プ

学習 

0 0 0 0 0 35 6 

＋協調学習 0 0 0 0 0 65 73 

出典：CiNii データベース登録件数 

 

最近では，インターネットや携帯端末を利用した事例も紹介されている。たと

えば，香山ら[18]は，インターネットを学習場とする学習環境における学習情報の

管理に関して述べている。牛田ら[19]は，携帯端末や RFID タグを用いたユビキタ

ス学習環境を発表している。 

学習の進行状況を監視する研究例には，田らの学習状況ナビゲーションを添加

した議論によるＷｅｂ学習支援システムの研究[20]がある。また，学習効果を会話

内容から評価する研究例には，稲葉の協調学習におけるインタラクション分析支

援システム[21]がある。 

学習活動を活性化する場の研究例としては，小谷の好意的発言影響度を取り入

れた議論支援システムの開発[22]などごく少数である。 

以上のように，グループ学習・協調学習・研究環境というキーワードの研究は，

近年大変盛んであり多くの方々が取り組んでおられるが，協調的達成力に着目し

た学習環境の研究例は見当たらない。 
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（2）協調的達成力を高める研究活動の場 

研究管理に関する研究は古くから行われており、表 1.3 に示すように現在まで

に 152 件の発表があるが、その内、研究所の研究管理を取り上げたものは 57 件で

ある。1950～1960 年代にかけて企業における研究管理の実態調査が盛んに行われ

た。たとえば、石井[23]は、1964 年から 2 ヵ年にわたり国立研究所、公立研究所、

民間研究所の研究管理を調べて体系化している。その中で個別の管理技術から経

営に直結した総合的管理へ移行し始めているが、研究評価については客観的基準

の設定に苦心していると述べている。 

研究環境に関する研究は，1970 年以降研究が急増しており、現在までに 1009 件

に及ぶ。特に、1990 年以降は毎年 40 件を越す発表があるが、そのほとんどは環

境工学関係の研究であり，本論文が対象とする協調的達成力に着目した研究環境

の研究例は見当たらない。 

 

表 1.3 研究管理・研究環境に関する研究件数の推移 

年度 1949 以前 1950～ 1960～ 1970～ 1980～ 1990～ 2000～

研究管理 0 3 18 31 32 45 23 

研究環境 0 0 15 108 239 424 220 

出典：CiNii データベース登録件数 

 

研究・技術計画学会の分科会において、民間研究所を中心とする研究管理に関

して大規模な実態調査[24]が 1987 年に行われている。アンケート調査は、法人会

員 108 社中 80 社の回答、その他 158 社中 83 社の回答を得ており、集計対象は組

織全体 158 件、リーダ調査表および研究者調査表各 335 件である。また、民間企

業 11 社と二つの国立研究機関に対して、アンケート調査結果に対するヒヤリング

を行っている。集計結果の中で本論文に関係する項目を表 1.4 に示す。 
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表 1.4 研究管理の実態調査 

項目 調査結果 

研究者の採用 修士が多い。理由：学士より基礎がしっかりしており、自分である程度

まとまった研究ができる点、博士ほど専門へのこだわりがないので、ど

のテーマにも弾力的に取り組む意欲をもっている点をあげている。 

研究部門への

配属 

配属希望者が多いので、希望しない人を研究所に配属することはない。

研究者の育成 ほとんどは OJT 中心 50.5%であり、一部の分野で短期研修が行われている

が、長期研修は少ない。研究向きの人は専門職として研究に従事させ、

管理者向きの人は2～3年サイクルでいろいろな部門にローテーションす

る。 

研究活動 専門にかかわらずニーズ中心 48.5%が、専門重視 26.2%を上回っており、

弾力的で好奇心の強い人が成功している 

研究者の評価

基準 

上司の採点・評価 37.9%、会社への貢献 37.4%が圧倒的に多い。また、直

属上司の評価のみならず上司の上司が再評価する 2 段階評価システムを

とっているところが多い。学会発表や学位取得などの外部評価 10.8%、特

許の数 7.8%などについては、奨励して積極的に評価しているところと、

企業の利益に貢献しない限りあまり評価しないところに分かれている。

成功要因と失

敗要因 

リーダが企画の段階から関与した方が高い。開発研究は高いが、基礎研

究は低い。ニーズ指向は高いがシーズ指向は低い。研究期間 4 年以上が

高い。研究グループの人数 6 人以上が高く、5 人以下が低い。研究費 1

億円以上が高い。メンバーをリーダが決定する方が高い。研究者以外の

構成としてマーケット部門の人が参加する方が高い。研究予算が十分あ

っても成功するとは限らない。グループの雰囲気が非常に活気があると

高く、比較的良好とかやや希薄であると低い。 

出典：研究技術計画学会分科会報告[24] 

 

研究活動は多様であり，事業部門のように売上・利益・品質などの明確な目標

がない。生産性に関する CiNii データベース登録件数は 9 千件に及び、その内、

研究所に関するものが 1663 件を占める。しかし、そのほとんどが人事的な観点に

立った発表であり、筆者が目指す協調的達成力に着目した研究は見当たらない。 

矢作ら[25]は、日本に適した R&D パターンを提示し、企業における研究活動のあ
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り方を述べている。すなわち、日本の R&D は、欧米のように基礎研究から応用研

究を経て開発製品化へと進む線形的な R&D とは異なり、民間主導で進められてお

り、技術革新の現場を補助する形で進める非線形的な R&D パターンであり、技術

革新を担う現場との科学的・技術的知識のやりとりが重要であると述べている。 

研究所の活動は、計画段階で研究の目標・内容・予算・市場規模などを審査し，

年度末に研究成果報告書を提出し，研究所公開で成果物を展示するのが一般的で

ある。事業貢献度の評価には，投資効果を評価する投入産出分析法が一般に利用

されている。研究開発活動の重要性は、経営者にも十分認識されているが、生産

設備投資と異なり、不確実性・遅効性・蓄積性が著しく大きいため、定性的で曖

昧な位置付けとなっている。 

二宮[26]は、この曖昧さを解除するために、定量化を目指しシミュレーションモ

デルを構築している。すなわち、経験的事実を基礎にして組み立てたモデルと研

究管理データの解析結果から求めたモデルから構成している。研究開発部門にと

って曖昧な位置付けは、順風期には追い風となるが、逆風期には逆風を加速する

ように作用するため、このシミュレーションにより加速を断ち切る手段として有

効であると述べている。この考え方は、本論文にも通ずるものである。 

企業内研究所では，基礎研究から応用研究まで事業貢献が問われる。しかし，事業

は様々な経営要素に左右され，成果が出るタイミングも様々である。研究開発の評価

は最終的には，研究開発資源の投入量と売上や利益などの産出額とで導かれる経済的

評価指標を用いて行う方法が一般的であるが，この方法は年度単位に行うものであり，

日常の研究活動を管理し評価する指標には適していない。 

国立研究機関や大学に関しては，数年に 1 回程度外部評価が行われているが，

準備作業が大変である。外部評価委員がチェックリストに基づき主観的に評価す

る形式であるが，その妥当性・有効性の研究例は見当たらない。学生による授業

評価や JABEE など教育に関する評価は行われているが，日常の研究活動を客観的

評価指標により管理し評価する研究例は見当たらない。 
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1.3 研究の特徴 
 

本論文に記す研究は，協調的達成力を育むための知的活動の場を考案し，その

効果を検証するものである。 

近年，個人の能力を持っていても集団の中では力を発揮できない人が増えてい

る。この問題に対して，グループ学習などの試みがなされているが，実際には，

集まるだけでは不十分である。本研究においては，その原因は自律的な協調関係

の不足と継続的な取組みの不足にあると考える。その解決のために，自己決定的

な協調活動を促す目標設定と活動成果を評価してフィードバックする場を継続的

に構築することを提案する点に特徴がある。 

本提案の有効性を検証するために，小学校，高等専門学校，大学，企業研究所

の4つの環境で実験を行った。 

第1の対象は小学校である。算数の授業に，グループ学習を取り入れ，海外との

遠隔協同授業における成果発表の場を与える。その結果，競争心を高め，相互に

刺激し合うことにより，協調的達成力を育む場にすることを狙う。 

第2の対象は高等専門学校である。知識工学の授業に，プロジェクト管理機能を

備えたグループ学習を取り入れ，成果発表およびWebベースの質疑応答の場を与え

る。その結果，活発な議論を起こし，能動的な学習を強化することにより，協調

的達成力を育む場にすることを狙う。 

第3の対象は大学である。大教室で行う講義に，事前・事後のグループ学習を取

り入れ，公開授業における成果発表の場を与える。その結果，活発な質疑応答を

起こし，勉学意欲を高めることにより，協調的達成力を育む場にすることを狙う。 

第4の対象は企業研究所である。日常の研究活動に，自部門の研究管理者が自ら

設定したグループの評価指標による目標管理の場を与える。その結果，協調的達

成力向上につなげ，グループの特許や論文の増加および受託研究の増加を狙う。

通常の研究管理は，年度計画と年度末の実績報告という形で1年単位に行われ，投

入産出分析がベースとなっている。すなわち，投入予算に対する産出した成果物

を評価することが一般的であるが，研究組織に与える刺激は年1回に過ぎない。こ

れに対して，本論文に記す研究は，組織としての知的生産性の向上を促す客観的

指標（以下評価値）を考案し，日常の研究管理における目標設定の一つとして活

用することが特徴である。この指標は毎月算定され研究組織にフィードバックす

る。多様な研究形態が混在する研究所において，画一的な指標で評価することは

弊害をもたらすが，組織毎にその研究形態にあった指標とする点が特徴である。 



11 

1.4 論文の構成 
 

本論文は，全 4 章と付録からなる。 

第 1 章では，産業界を取り巻く経営環境の厳しさから，企業全体のリストラが

進み，研究所も例外ではないことを述べた。また、大学も少子化の影響や委託研

究費の削減、経常研究費の削減など活力が低下していることを述べた。このよう

な逆風の中において、教育や研究の活力を高めるために主体的かつ協調的に活動

することが必要であることを述べた。 

教育に関する先行研究として，創造力と協調性の向上を目指したグループ学習

や協調学習や学習環境に関する研究動向を述べ、本論文が目指す協調的達成力に

着目した学習活動に関する研究が欠けていることを述べた。 

研究に関する先行研究として、研究管理や研究環境に関する研究動向を述べ，

本論文が目指す日常の研究管理に使える指標による目標管理による協調的達成力

向上を狙った研究は，未知の分野であることを述べた。 

第 2 章では協調的達成力を育む学習活動の場の構築について述べる。主体的且

つ協調的な学習環境としてグループ学習を取り上げ，3 種類の異なる授業の場に，

それぞれの特徴に合わせた成果発表の場を与えることにより，学習活動が活性化

し，協調的達成力を育む場になることを述べる。一つ目は，小学校の算数の授業

に，グループ学習を取り入れ，海外との遠隔協同授業における成果発表の場を与

える方式（遠隔協同授業方式と呼ぶ）を提案する。二つ目は，高専の知識工学の

授業に，プロジェクト管理機能を備えたグループ学習を取り入れ，成果発表およ

び Web ベースの質疑応答の場を与える方式（能動学習授業方式と呼ぶ）を提案す

る。三つ目は，大学の大教室で行う講義に，事前・事後のグループ学習を取り入

れ，公開授業における成果発表の場を与える方式（グループ学習型講義方式と呼

ぶ）を提案する。 

第 3 章では協調的達成力を高める研究活動の場の構築について述べる。企業研

究所の日常の研究活動に，自部門の研究管理者が自ら設定したグループの評価指

標による目標管理の場を与える方式（知的生産性評価方式と呼ぶ）を提案する。 

第 4 章では，結論と今後の課題を述べる。 
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第2章 協調的達成力を育む学習

活動の場の構築 
 

 

 

2.1 提案の狙い 

 

本章では，協調的達成力を育む場として，自己決定的な協調活動を促す目標設

定と活動成果を評価してフィードバックする場を考案し，実際の教育の場で実運

用することにより，新たな知見と課題を明確にするものである。 

大槻[27]によれば，知的学習環境に関する様々な研究が世界的に行われ，多くの

成果を上げたにも関わらず，いまだ実用化に至っていないと述べている。その原

因の一つは学習機能を実現する要素技術の研究に主眼がおかれ，システムの構成

論，すなわち，実用的な学習環境を構築する枠組みの研究が欠けていたと指摘し

ている。そして表 2.1 に示すように知的学習環境を 3 種類の基本的なパラダイム

（個別指導型，直接操作型，グループ学習型）に分類し，それぞれの特徴を 3 つ

の属性（環境，方法論，目的）によって明らかにしている。 

個別指導型パラダイム（ITS: intelligent tutoring system）は，チュータが

指導する個別学習環境を実現することであり，最も早くから提案され，その機能

や構成方法は論じ尽くされている。直接操作型パラダイム（ILE: intelligent 

learning environment）は，画面の操作とそれに伴う状態遷移をナビゲーション

するものであり，学習者主導で学習を進めることができるという特徴をもってい

る。この型は多くの教材で採用されており，語学の反復練習のように必ずしも知

的な機能を使わなくても効果をあげている。グループ学習型パラダイム（CSCL: 

computer supported cooperative learning）は，複数の学習者がネットワークを

介し，協調して学習することによって学習目的を達成するという特徴をもってお

り，学習の目的と支援の方法により様々なグループ学習支援の形態が発表されて

いる。協調学習が順調に進行しているための条件として，①すべての学習者が討

議に参加していること，②討議の内容が学習目的に合っていること，が挙げられ

る。討論への参加を促すソフトウエアエージェントなどの学習支援は，実用的な

教育に利用できる可能性が十分あると述べている。 
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表 2.1 知的教育システムの基本形と知的な特徴 

直接操作型(ILE)  個別指導型(ITS) 

訓練・検索型 発見型 

グループ学習型 

(CSCL) 

知識表現 領域知識モデル 

タスクモデル 

評価モデル 

学習者モデル 

教授専門知識 

領域知識モデル 

操作モデル 

評価モデル 

学習者モデル 

教授専門知識 

領域知識モデル 

操作モデル 

対話モデル 

学習者モデル 

支援方略モデル 

領域知識モデル 

交渉モデル 

学習者モデル 

グループモデル 

支援方略モデル 

インタフェー

スエージェン

ト 

チュータ 道具，部品，仮想

環境，チュータ，

教育用ロボット 

道具，部品，仮想

環境，マルチエー

ジェント 

共有ウインドウ，

マルチエージェン

ト 

利用者 学習者 学習者 学習者 学習者達 

領域構造 well-structured well-structured 

ill-structured 

well-structured well-structured 

インタラクシ

ョンの方法と

主導権 

モニタリング 

双方主導 

直接操作 

学習者主導 

直接操作 

学習者主導 

対話，交渉 

学習者主導 

学習の方法 問題解決による知

識定着 

誘導による発見 

ドリル＆トレーニ

ング，反復練習，

バーチャル OJT 

仮説・予測・操作・

吟味のサイクル，

構成主義 

対話・交渉過程の

認識，リフレクシ

ョン 

支援の方法 誤り原因同定に基づく適応指導，反論，

反例，ヒント，説明，部分問題などの高

度に個別化された支援 

仮説・操作候補の

生成，候補の評価，

操作の評価 

対話・交渉過程の

認識，対話・交渉

過程の可視化 

システム構成

法 

オーサリングシス

テム，モジュール

化，シミュレーシ

ョン 

オーサリングシス

テム，アニメーシ

ョン，ナビゲーシ

ョン，マルチエー

ジェント 

オーサリングシス

テム，アニメーシ

ョン，シミュレー

ション 

マルチエージェン

ト 

学習目的 知識の習得・利用，

問題解決法の習得 

知 識 ・ 技 能 の 習

得・利用，情報の

検索 

メタ認知の習得，

発見 

協調学習，知識の

共有，多様性の認

識，グループ構成 

出典：大槻「知的学習環境の構成論」[27] 



15 

筆者が専門とする経営情報学や情報システム学に関連する職場においては，知的

な自主性を持ちながら協調して作業のできる能力が期待されている[28]。一方，最近

の若者においては，ゲームマシン，携帯電話，電子メールなど顔が見えない相手と

のコミュニケーションが主体になっている[29]。その結果，協調性に欠けたまま成長

する若者が増えている。そのため，優秀な成績を収めて卒業した学生であっても，

企業の組織活動に馴染めず，落ちこぼれ，精神異常に陥る若者も少なくない[30]。 

このように協調性を身に付けないで成長して入学した大学生に対して，卒業研

究や一部の少人数で行う演習科目を除くと，大教室に学生を詰め込み，教員が一

方的に講義する伝統的な形式の教育が行なわれている。そのため，益々協調性に

欠けた自己中心的な考えをもった多くの若者が世に送り出されている。 

どの教員も，学生に知的な自主性を持たせ，同時に協調性を育てることの必要

性は認識しているが，大教室で行う授業では学生との十分なコミュニケーション

が難しいため，自分の研究室に所属する学生を育成するのに精一杯なのが現実で

ある。 

本論文は，これらの現状の改善を狙った研究であり，これからの世の中で特に

必要とされる次の五つの能力に着目した（詳細は付録 1 参照）。小学校から大学

までの教育を通じて，これらの能力を育成する必要があるが，各々の教育の場に

あった教育目標と学習活動が必要である。本論文では，図 2.1 に示すように，能

力と教育目標と教授法を対応させ，様々な教育の場に合った新鮮な刺激を加える

ことにより，学習活動を活性化する場を構築し，実運用を通じてその効果を評価

するものである。共通の枠組みとして，どのような環境においてもグループ学習

をベースにし，各々の学習環境に合った成果発表の場を与えていることが特徴で

ある。 
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能力 教育目標 教授法

創造力

自主性

協調性

国際性

情報活用力

好奇心の育成

協調体験と理解

自主的学習

異文化理解

情報の有効活用

遠隔協同授業
方式

能動学習授業
方式

グループ学習型
講義方式

 
図 2.1 育成する能力と提案する教授法の関係[31] 

 

創造力の源である好奇心を高めるためには，異なる文化や環境や経験を持った

人々が交わり，刺激しあう場を提供することが有効であると考え，主として「遠隔

協同授業方式」を提案する。また，自主的に学習する機会を増やすことにより自立

性を高めることができると考え，主として電子メールエージェント活用の「能動学

習授業方式」を提案する。協同作業をする機会を増やすことにより協調性を高める

ことができると考え，演習科目のみならず，大教室で行う講義科目に対してもグル

ープ学習を適用した「グループ学習型講義方式」を提案する。真の国際性を養うに

は，単に外国語が話せるようになるだけではなく，相手の文化を理解する必要があ

る。そのため，幼い頃から異文化と交流するチャンスを与える必要があると考え，

小学校に適用できる海外との「遠隔協同授業方式」を提案する。 

これら3種類の授業方式を実施するためには，情報技術の活用が不可欠である。

情報技術を活用した環境の中で授業を行うことにより，情報を収集し活用する力を

育てることができる。これらの授業方式をいろいろな学習活動の場に適用し，数年

間の実運用を重ね，改良を加えた結果から得られた知見と問題点を以下に示す。 
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2.2 小学校の学習活動を活性化する場の構築（遠隔協同授業方式）[32] 

 
2.2.1 遠隔協同授業方式の狙い 

 
近年，マルチメディア，ネットワークなどの技術の進展に伴い，これらの技術

を生かした遠隔教育システムの研究が盛んに行われている。遠隔教育システムに

おける教室間の交信方法には，映像交信を主体とした方法が多く発表されている[33][34]。

この方式は，臨場感が得られるとともに，リアルタイムな交信が可能であるが，

高速回線や衛星通信等の特別な通信環境が具備された拠点間でのみ実現が可能で

ある。 

一方，通信回線に ISDN 低速回線やインターネットを使用し，映像交信の対象

を限定して，コンピュータ画面や書画カメラと組み合わせたコンテンツ（教材）

交信を主体とした方法も発表されている[35][36][37][38]。この方式は，遠隔教育のテ

ーマを特定させ，それに対応したコンテンツを作成して授業を行うことにより，

低周波帯域での交信を可能とすることを狙っている。学校現場では，通信環境を

準備しやすく，通信コストも安く運営されるため，遠隔教育普及のための一つの

方式として有意義と考えられる。 

このような流れを踏まえ，我々は ISDN128kbps 回線を使用して，遠隔地の見

知らぬ生徒同士のリアルタイム，双方向での交流を可能とし，相互の考え方や作

品作りの成果を発表し合うことによって学習意欲を刺激し，創造的な思考力を高

めることを目的とした遠隔協同授業システムを研究してきた。国内の小学校間で

この考えのもとに，遠隔協同授業システムの実証実験を実施してきた結果，本方

式による遠隔協同授業の有効性が確認された。それと同時に遠隔協同授業システ

ムの洗練化，授業効果の定量的測定方法などの課題も確認された[39][40]。 

以上のような遠隔協同授業を海外の学校と行うことは，異文化交流の観点から

興味あるテーマであるが，時差，言語，授業方式，コンテンツなどの問題がある

ために，実現例は少ない。なかでも時差および言語は，国際間の交信に特有の問

題であり，双方の教室間の意思疎通の妨げとならないように，種々の工夫と配慮

が欠かせない。 

筆者らは，海外との遠隔協同授業の新しい可能性を探究するために，日本とド

イツの小学校間で交信授業の実験を行うことにした。そのために上記の問題点を

克服するシステム方式を研究し，実験システムを構築した。実証実験の狙いとし

て，次の 3 点に重点をおいた。 
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• 日本と外国との小学生同士の遠隔協同授業の実現 

• 子どもの学力や創造性の育成の効果 

• 映像と音声の安定した供給 

 

 
2.2.2 海外との遠隔協同授業方式の特徴 

 
（1）交信パターン 

海外との交信授業における特有の問題として時差があり，我々が指向するリア

ルタイム，双方向性授業の妨げとなる。この克服策を検討した結果，図 2.2.1 に

示すように，交信授業の形態にＸ，Ｙの 2 種類のパターンを設けた。 

 

 教室Ａ 
教師 

生徒 

教室Ｂ

教師

生徒

教室Ａ 
教師 

生徒 

教室Ｂ

教師

Ｘパターン

Ｙパターン

 
 

図 2.2.1 交信授業のパターン 

 
Ｘパターンは，双方の教室に教師と生徒が入り，リアルタイム，双方向型で交

信授業を行う通常のパターンである。それに対してＹパターンは，海外の教室と

の時差が大きく，片方が夜間，あるいは早朝になってしまうような場合，教師の

みの参画によって交信授業を行うパターンである。 

 
（2）言語 

もう一つの問題である言語については，当初，英語を共通語とする案が出され

たが，限られた交信時間の中で，的確な翻訳が困難と考えられることから，専門

の通訳を双方に 1 人ずつ置く方式とする。 

通訳方式として，同時通訳方式と逐次通訳方式を検討した。前者は限られた交
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信時間の中で教師や生徒の発言を効率的に伝えることができる。その反面，教師

や生徒の肉声が聞こえないので，臨場感や一体感が出ない。また通訳の方でも，

予想していなかった発言や専門用語などが出た場合，同時通訳では的確な訳出が

できないという意見もあり，逐次通訳方式を採用することにする。 

 
（3）通信システム 

(a) 通信回線としては，コストと国際間での利用可能性の点から ISDN の

128kbps を採用したが，128kbps の中には各種のカメラ映像，音声，パソコン(PC)

データ情報を含める。現在ではインターネットが安価に手軽に利用できるように

なったので，この問題は解決されている。 

 
(b) 映像情報に関しては，コンテンツ中心の考えから，各種カメラ／PC／VTR の

間で役割を分担し，それぞれが最も得意とする対象を映し出すことで，総合的に

必要な品質の映像を実現する。 

教師や生徒のカメラ映像として，電動カメラのほかに，ハイブリッド方式（背景

静止画にクローズアップ動画を重畳する方式）を使用する。すなわち図 2.2.2 に

おいて，全景カメラにフレームメモリを取付け，教室全体の映像を十数秒に 1 回

の周期で取り込む。一方，発言者など，動きの速いクローズアップ映像を電動カ

メラで取り込み，画面合成器に入力して前者を親画面，後者を子画面として合成

する。これにより，限られた通信容量の割には品質の良い映像を得る。 

各種コンテンツの映像としては，アニメーション等 PC コンテンツは PC を通じ

て，手作りの生徒作品は書画カメラ，あるいは電動カメラを通じて伝送・表示さ

れる。ビデオ作品も VTR を通じて再生・表示される。 

 
(c) 長時間の音声聴取に疲労しないためには音声の品質確保が重要である。その

ために音声伝送には 16kbps を割り当て，さらに発言内容を明瞭に捉えるために，

マイクを教室の天井に設置する。 
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 天井マイク スピーカ

プロジェクタ／大型スクリー

ＩＳＤＮ

教 室

教

室

Ｂ

画

面

合

成

器

カメラ

電動

全景

カメラ

フレーム

メモリ

【ハイブリッド・システム】

ＰＣ／書画カメラ／ＶＴＲ

 

図 2.2.2 遠隔協同授業の教室環境 

 
（4）コンテンツ制作方式 

コンテンツの種類には，授業開始以前に準備しておくアニメーション，授業進

行の中で生徒が制作する作品，ビデオ収録された授業風景などがある。アニメー

ションは専門業者が制作するが，その他は主として交信をしない単独授業の中で

制作される。アニメーションや，PC を使用して制作された生徒作品は，あらか

じめ教材データベースに格納しておかれ，交信授業時に検索して使用される。こ

の方式により，コンテンツに関する単独授業と交信授業間の連携，および海外と

の間の連携が円滑化される。 

 

 

2.2.3 実証実験 

 
（1）実験授業のプロセス構成 

テーマとしては，算数を通じての協同授業を基本としつつ，画像としての映り

が良く，相互の国柄や文化など，その特徴が出やすくかつ捉えやすいもの，とい

う理由から「模様」を選択した。数学的に違ったアプローチをするために，日本

側は「帯模様」を，ドイツ側は「長方形模様」を学習することにした。 

言語については前述のごとく，逐次翻訳方式とし，双方に日独，および独日通

訳を配置した。 

時差については，日本とドイツの時差は夏時間では 7 時間，冬時間は 8 時間あ

り，たとえば夏時間では，ドイツの朝 8 時が，日本時間の午後 3 時となる。子ど
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もの登下校の事情を勘案して，ドイツ時間朝 8 時，日本時間午後 3 時から 60 分

間の交信授業を行うことにした。さらにＹパターンの試験のために，Ｘパターン，

Ｙパターンそれぞれ 2 回ずつ合計 4 回で構成した。実施する交信授業を順番に

DL1，DL2，DL3，DL4 とし，その関係を図 2.2.3 に示す。 
 

 

教 師 （ ＋ 生 徒 ） 教師（ ＋生 徒 ） 

日 本 側 小 学 校 
 （ ５ 年 生 ４ ０ 名 ） ド イ ツ側小学 校 

  （ ５ ・ ６ 年生２ ０ 名 ） 

日→独通訳 独→日通訳

Ｄ Ｌ １ 
        教 師 ＋生徒 Ｘ パタ ーン 教師＋生徒

            （ 帯 模 様の発表） （ 長方形模様の発表 ） 
  

  
Ｄ Ｌ ２ 

        教 師 ＋生徒 Ｙ パタ ーン 教師

                    （ 長方形模様の指導 ） 
  

  
Ｄ Ｌ ３ 

            教師 Ｙ パタ ーン 教師＋生徒

            （ 帯 模 様の指導）

  
Ｄ Ｌ ４ 

        教 師 ＋生徒 Ｘ パタ ーン 教師＋生徒

            （ 長 方 形模様の発表＆議論） （ 帯模様の発表＆ 議 論 ） 

事 前 学 習 教 師 ＋生徒 教師＋生徒

（ 帯 模 様 の 学習､作品作り ） （ 長方形模様の学習､作 品 作 り ） 

 
図 2.2.3 実験授業のプロセス構成 

 
（2）実験教室レイアウトとシステム構成 

実証実験に使用した教室のレイアウトと実験システムの機器構成を図 2.2.4 に

示す。交信授業は，1 教室あたり，授業，システム操作の 2 名の教師によって担

当される。映像情報は，日本側小学校では 80 インチの大画面スクリーンに，ド

イツ側小学校では 42 インチのモニタに映し出した。テレビ会議システムの画像

伝送方式には，H261 仕様を採用した。 
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８０インチ 
スクリーン

PC

■

◆ 全景カメラ

電動カメラ

■

書画カメラ 
＋ＶＴＲ

天井マイク

◎

◎ 機器オペレータ

教師

プロジェクタ

テレビ会議システム

生徒用机

PC

■ 電動カメラ

テレビ会議 
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図 2.2.4 実験教室レイアウトとシステム構成 

 
 
（3）実験授業の実施経過 

(a) 実験授業の実施結果 

実験授業は，ドイツ・ベルリン市の小学校の 5・6 年生 20 名と山梨県の小学校

5 年生 40 名の間で実施された。その結果を表 2.2.1 に示す。 

交信授業の前には必ず事前打合せを持ち，授業進行上の準備事項や留意点，役

割分担などについて相互に確認し，手抜かりがないように努めた。また事後にも

必ず反省会議を持ち，実験参加者の意見を聴取するとともに，授業中に生じた問

題点の解消などについて協議し，以後の進行方法の改善に努力した。なお，単独

授業は交信授業の合間に，それぞれの学校のスケジュールに従って実施した。 

図 2.2.5 は，ドイツ側教室の様子を伝えたものである。 
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表 2.2.1 実験授業の実施結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 2.2.5 ドイツ側教室の交信授業風景 
 

 

 

 

a.交信授業 

(1)DL1：1997 年 9 月 25 日 15 時～16 時（日本時間） 

(2)DL2： ”  9 月 30 日  ” 

(3)DL3： ”  10 月 21 日  ” 

(4)DL4： ”  11 月 10 日 15 時 30 分～16 時 45 分 

b.事前打合せ 

(1)DL1：1997 年 9 月 24 日 17 時～21 時（同上） 

(2)DL2： ”  9 月 29 日  ” 

(3)DL3： ”  10 月 20 日 18 時～20 時 

(4)DL4： ”  11 月 7 日 17 時～21 時 

c.反省会議 

(1)DL1：1997 年 9 月 25 日 16 時 30 分～17 時 30 分（同上） 

(2)DL2： ”  9 月 30 日 16 時 30 分～18 時 45 分 

(3)DL3： ”  10 月 21 日 16 時 30 分～18 時 30 分 

(4)DL4： ”  11 月 10 日 17 時～18 時 
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(b) 実験授業の展開 

実験授業の展開過程を図 2.2.6 に示した。事前学習として，日本側は「帯模様」

を使って平行移動・線対称・点対称の性質や作図方法など幾何的内容を学習した。

また，日本的で具体的な絵柄を生かした帯模様を PC のドロー系ソフトを使って

作成し，カラープリンタに出力して扇や凧などの作品を制作した。一方，ドイツ

側は PC を使って「長方形模様」を利用して線対称・点対称といった幾何的内容

を学習し，タイルやグリーティングカードに塗料を使って長方形模様を描く作品

作りを行った。このように，日本側とドイツとでは同じ「模様」に対して，数学

的に違ったアプローチを行った。 

DL1 では，事前学習で制作してきた作品を相互に発表し合い，作品から受けた

印象や特徴について議論した。全体的に，日本側は扇や凧といった伝統的な素材

を題材にしたため具体的伝統的模様が多かったのに対し，ドイツ側は幾何的内容

を題材にしたため抽象的幾何学模様が多かった。これがきっかけで，ドイツの伝

統的模様とは何かが問題になり，それぞれの国に存在する特徴的な模様を町中か

ら探し出し，次に制作する作品に反映させることが宿題になった。 

DL2 はドイツ側が教師のみのＹパターンによる授業で，日本の子どもたちは，

長方形（正方形）模様の性質について学習し，次の作品作りに応用することが課

された。 

DL3 も同じくＹパターンによる授業で，ドイツ側児童は，日本の教師から帯模

様の性質について学習し，次の作品作りに応用することが課せられた。 

DL4 では，宿題として制作した作品を相互に発表し合い，批評し合った。その

結果，ドイツ側は帯模様の中にドイツ的絵柄を盛り込んだ作品，日本側は長方形

（正方形）模様の中に日本的絵柄を盛り込んだ作品が紹介された。 
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日 本 側 小学校 ド イ ツ側小学校

Ｄ Ｌ ４ 教 師 ＋ 生徒 教師＋生徒

Ｄ Ｌ ２ 教 師 ＋ 生徒 教師のみ

Ｄ Ｌ ３ 教 師 の み 教師＋生徒

Ｄ Ｌ １ 教 師 ＋ 生徒 教師＋生徒
作品 発 表 ＆議 論

宿 題を 出 す

作 品 発表

コ メ ン ト 、 指 導

宿 題 実 施 町 中 で の探 索

宿 題 実 施 町 中 で の 探 索 

作 品 発表

コ メ ン ト 、 指導

宿 題 実 施 ’ 長 方 形 ( 正 方形 )模 様の 制 作 ： 日本 的 絵 柄

宿 題 実 施’

帯 模様 の 制 作 ： 
・ ド イ ツ 的 絵 柄 

作 品 発 表＆ 議 論

Ｄ Ｌ の成果

事 前 学 習 帯 模 様 ： ・ 団 扇 、 ・ 凧 事 前 学 習

長 方 形模 様 ：

・ タ イ ル 、

・ グ リ ー テ ィ ン グ 
カ ー ド

長 方 形 （ 正 方 形 ） 模 様 ：
・ ９ ０ ° 回 転 模 様 

（ Ｔ シ ャ ツ ） 
帯 模 様 ：

・ １ ８ ０ ° 回 転模 様

・ 捩 じ り 進 み 模様

（ ラ ン チ ョ ン ・ マ ッ ト ）

 

図 2.2.6 実験授業の展開 
 

 

2.2.4 評価と考察 
 

日本およびドイツの児童が，交信授業において，学習意欲・態度，授業方法，

機器の性能等をどのように捉えたかを知るために，アンケート用紙を用意し，各

交信授業後に児童に記入させた。「全くそのとおり」に＋2，「そのとおり」に＋1，

「部分的にはそうだ」には±0，「あまり当たっていない」に－1，「全く当たって

いない」に－2 を与えて，項目毎に平均値を算出した。その結果を図 2.2.7，図 2.2.8

に示す。 

ドイツ側の質問事項が，学習意欲や授業方法に関するものが多いのに対し，日

本側はシステム機器の性能に関するものが多いなど，多少不揃いではあるが，こ

の結果を中心として，以下に示す各項目について評価と考察を行う。 

 
（1）機能改良項目について 

(a) 交信パターン 

Ｘ，Ｙパターンを組み合わせ，各 2 回ずつ実施した。Ｘパターンは，国内実験[39]
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でも経験済みの通常パターンであるが，ドイツ側とは時差が 7～8 時間もあるた

め，リアルタイムな双方向学習を実施することが可能なぎりぎりの線であった。

幸いドイツ側は習慣的に朝の活動開始時間が早いため，日本側が午後の遅い時間

帯に合わせて実施することができたが，双方共に通常よりは負担が大きかった。

一方，Ｙパターンは，生徒がいる側に合わせて最適な時間帯にずらす案もあった

が，教師側の負担も考えて，Ｘパターンと同じ枠内で実施した。 

アンケート結果からＹパターン実施の効果を見ると，ドイツ児童は，図 2.2.7

に示すように，③，④，⑦，⑧，⑨，⑬，⑯の項目でＸパターンよりＹパターン

の授業に高い評点を与えている。特に⑧の評点が高く，ドイツ側児童にとって日

本からの発表や説明がわかりやすいのはＹパターンであることを示している。一

方，日本の児童は，図 2.2.8 に示すように，③，④，⑦，⑧，⑨，⑮の項目でＹ

パターンの授業に高い評点を与えている。特に⑦～⑨は顕著である。このことは，

教師のみの場合は，動きが少ないため人物の姿が明瞭，かつ安定して見えるため

と考えられる。 

これとは反対に，図 2.2.7 の①，②，⑤，⑩，⑮，⑰ではＹパターンの評価が

低くなっている。これは，日本側に児童がいなかった上，説明・指導の多い授業

だったため，若干退屈したことが原因と思われる。このことは，相手側にも児童

がいることが学習意欲を高める上で重要なことを示唆している。⑮，⑰について

は，ハードウェア的なトラブルがなかったにも係わらず低い評価となっているの

で，授業内容の単調さが機器への低めの評価となって現れたものと考えられる。 

しかし，いずれにしても全体としてはプラスの評価であることから，子どもた

ちはＹパターンに対して違和感を抱いてはおらず，Ｘパターンと同様に協同授業

に取り入れていけることが判った 
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※①-⑤学習意欲・態度，⑥-⑭授業方法，⑮-⑰機器の性能 

⑫の DL3 がないのは平均値="0"のため 

 

図 2.2.7 ドイツ児童による評価結果 

-2 -1.5 -1 -0.5 0 0.5 1 1.5 2

①授業は楽しかった                       

②授業がどうなるかわくわくしていた

③全部よくわかった                        

④ちゃんと授業についていった       

⑤授業は退屈だった                      

⑥日本の先生の説明はよかった    

⑦こちらの先生たちはうまく授業を していた

⑧日本からの発表や説明はわかりやすかった

⑨もっと説明をほしかった              

⑩日本の子供たちともっと協同学習をしたい

⑪画像を通じての協同学習はよいことだと思う

⑫画像を通して子供たちと勉強するのは変な気がした

⑬翻訳がよくわかった                  

⑭翻訳を待つ時間がとても退屈だ った

⑮技術関係の機器が学習の邪魔になった

⑯画像の引っかかるような動きが妨げになった

⑰音声はよかった                        

ＤＬ１(Ｘパターン)   ＤＬ３(Ｙパターン)   ＤＬ４(Ｘパターン)



28 

※①-⑤学習内容の理解，⑥-⑮機器の性能，⑤の DL1,DL4 がないのは平均値="0"のため 

※①,②,⑥,⑩,⑪,⑫,⑬の DL2 がないのはドイツ側に子どもがいなかったため 

 

図 2.2.8 日本児童による評価結果 
 

(b) 言語 

逐次通訳方式に関するアンケート結果は，ドイツ側は図 2.2.7 の⑬，⑭，日本

側は図 2.2.8 の④に出ているが，いずれも高い評点であり，交信授業の進行上，

障害になっていないことが判る。このことは，海外との交信授業など通訳を介し

て行う授業において，逐次通訳方式が有効な意思疎通の手段の一つであることを

示している。なお，授業内容如何によっては，同時通訳方式や，より高学年では

英語を共通言語とした直接対話方式なども実験・評価していく必要があると思わ

れる。 

その一方で，DL4 において，図 2.2.7 の③，④，⑧，⑬が DL3 より，図 2.2.8

の③，④が DL2 より評価が低下しているのが注目される。これは最後の授業で，

-1 -0.5 0 0.5 1 1.5 2

①自分たちの発表内容をきちんと発表できたか

②ドイツの子どもたちの発表がわかったか

③ドイツの先生の説明がわかったか

④通訳の方の話がよくわかったか

⑤質問がきちんとできたか           

⑥ドイツの子どもたちの動きがわかったか

⑦画面の明るさがよかったか      

⑧ピントはあっていたか               

⑨説明している先生の顔がよくわかったか

⑩発表している子どもの顔がよくわかったか

⑪ドイツの子どもたち(全員)の顔がよくわかったか

⑫子どもの作品(手で持っている時)がよく見えたか

⑬子どもの作品(書画カメラに置いた時)がよく見えたか

⑭相手の教室の雰囲気は伝わったか

⑮音はよく聞こえたか                

ＤＬ１(Ｘパターン)    ＤＬ２(Ｙパターン)    ＤＬ４(Ｘパターン)
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児童が創意工夫して作り上げた作品について説明や議論をする際，内容が複雑に

なったことと関係している。これと関連して図 2.2.8 の④は，児童に正しく理解

させようとして，訳出が若干くどくなったためと思われる。また図 2.2.8 の①，

②，⑤，⑩なども含めて考えた場合，初期の感動が回を重ねるにしたがって薄れ

ていく傾向が認められる。授業内容の深まりに対しては，理解促進のための努力

が欠かせず，また毎回の授業の新鮮さを維持するためには，授業間隔の調節，授

業方式や授業環境の適度な更新など種々の工夫が必要になると考えられる。 

また，図 2.2.7 の⑥，⑦，⑧，図 2.2.8 の②，③の肯定的評価は，教師や子ども

たちの説明・発表内容が正しく理解されていたことを意味し，言語による意思疎

通が良好だったことを示している。反面，図 2.2.7 の⑨のマイナス評価，図 2.2.8

の⑤のプラスだが低い評価は，解らなかったら手を挙げて質問をするという，通

常の授業では当り前の行為が，遠隔授業では少なくなる傾向を示している。スク

リーンの中の教師に対して，気兼ねなく質問や応答ができるようになるまでには，

ある程度，経験を積み重ねる必要があると考えられる。 

 
(c) 通信システム 

システムや回線関係の動作状況は極めて良好で，一度の故障も起きずに終了す

ることができた。ドイツ側は図 2.2.7 の⑮～⑯，日本側は図 2.2.8 の⑥～⑭が映像

関係の項目であるが，図 2.2.8 の⑪を除きすべて肯定的反応であり，各種カメラ

の役割分担がうまく行ったことを示している。特に図 2.2.8 の⑬で評点が高いの

は，書画カメラ使用の有効性を示すもので，コンテンツ中心の授業を行う上では

好ましい結果である。なお，同じ作品の映像に関する質問でも，電動カメラを使

った⑫の評価が⑬より劣るのは，⑬では対象が静止しているのに対し，⑫では対

象がどうしても動いてしまい，電動カメラの追従性に限界があるためである。こ

の点からも，書画カメラの積極利用が勧められる。 

一方，図 2.2.8 の⑪は全景カメラで教室を映した場合，ドイツ側児童全員の顔

までは識別できなかったことを示している。しかしながら，発言者は電動カメラ

のズームアップで捉えており，その評価は⑨，⑩などに肯定的に示されている。

また DL1 よりは DL4 で評価が向上しており，慣れの効果も窺われる。慣れの効

果は⑥，⑨，⑩などにも見られ，後ほど良くなっている。これらのことから，

128kbps 映像の解像度には限界があるものの，各種カメラの使い分けによって必

要な映像は十分確保されており，両教室間の交流に支障はなかったと考えられる。 

図 2.2.8 の⑭の評価が後になるほど低下しているのは，供給される映像が，授
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業の進展にしたがって教室や発言者中心から作品中心になり，教室の雰囲気が伝

わりにくくなったためであり，⑫，⑬で DL4 の評価が低下しているのは，児童作

品の映像が複雑化したためと考えられる。 

音声関係は，日本とドイツで逆の評価結果がでているが，聞こえ方の個人差が

大きかったのだろうという以外，原因のようなものは考えられない。いずれにし

ても全般に良好との反応であった。 

なお，ハイブリッド方式に関しては，システム操作者が初めの頃，意識して発

言者を捉えるよう努力したが，今回の仕様は，子画面と親画面の面積比が約 1：9

の固定サイズだったため，期待された効果を挙げることはできなかった。より柔

軟な仕様に改良して試験する必要がある。 

 
(d) コンテンツ制作方式 

単独授業時にコンテンツ作成を行い，それを蓄積するといった，バックグラウ

ンドでの利用が主だったので，特に大きな問題はなかった。ただし今後，交信授

業の際に，生徒の作品が増えてきた場合，限られた時間内にすべて紹介すること

は難しくなる。そのような場合，事前に生徒作品をディジタルカメラで撮影して

おき，インターネットのホームページに載せることによって，他の時間にも見る

ことができるようにする，などの機能拡張が必要になると考えられる。 

 
（2）児童作品による学習効果 

次に，児童の作成した模様の作品から，交信授業によって相手側から受けた影

響，およびそれによって引き起こされた学習意欲，創意工夫の発展について考察

する。 

(a) 日本側児童の作品による評価 

まず，ドイツの子どもたちが事前学習の際に制作した長方形模様の作品は，図

2.2.9(2)に示すように，抽象的幾何学的な絵柄がほとんどであった。DL1 の際，

ドイツ的な絵柄，伝統的な絵柄は何かという問題に子どもたちの関心が集まり，

お互いの国に特徴的な絵柄を探そうということになった。日本の子どもたちは，

ドイツ側から紹介された長方形模様の学習をもとにして，長方形（正方形を含む）

の中に日本的な絵柄を反映させた模様の制作を考えた。DL4 では，日本の子ども

たちの作品は，大部分図 2.2.10(1)に示されたような正方形模様で，長方形模様は

わずか 2 例のみであった。正方形模様に特徴的な 90°回転模様が多く描かれ，Ｔ

シャツに描いた子どももいた。この結果から，ドイツ側の長方形模様に含まれる
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絵柄からの応用・発展はあまり見られなかったものの，運動の種類に関しては，

90°回転が引き継がれて好んで応用されているということができる。作品の仕上

げの点でも，格段の進歩が見られた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

(1)日本側：帯模様            (2)ドイツ側：長方形模様 
<伝統的具体的>              <抽象的> 

図 2.2.9 DL1 における児童の作品例 

 

            
(1)日本側：正方形模様          (2)ドイツ側：帯模様 

<90°回転>               <捩り進み> 

図 2.2.10 DL4 における児童の作品例 

 
(b) ドイツ側児童の作品による評価 

一方，ドイツ側児童は，DL1 で紹介された日本側からの伝統的具体的な絵柄を

使った帯模様を見て，ドイツに固有の身の回りの絵柄に注意するようになった。

図 2.2.9(1)は，DL1 における日本側児童の作品例である。そのため，ドイツ側児

童は DL4 に向けて町中の教会や，ブランデンブルク門から題材を見いだし，それ

を応用した帯模様の制作を行った。その際，長方形模様で勉強した回転運動や，

日本側から紹介された作品の中の対称運動や回転運動に着目して応用を試みた。

その結果，DL4 では図 2.2.10(2)に示すランチョンマット用の帯模様などが多数紹

介された。この作品は，抽象模様の単位を 180°ずつ回転させながら帯模様化し

た「捩り進み」と呼ばれる模様の例である。このように，ドイツ側児童は，自分
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たちの作品に日本側の作品から学んだ成果を取り入れて，かなり複雑で高度な絵

柄を制作できるまでになった。 

以上，日本，ドイツ双方の結果から，DL1 から DL4 までの間に，子どもたち

には交流によって相手との違いを出そう，相手より良いものを作ろうとしたこと

で学習意欲が刺激され，作品の向上に繋がっていったと考えられる。この点で，

意図したとおりの結果を得ることができた。 

 
（3）記述テストによる学習効果の調査 

遠隔協同授業による学習効果を知るために，日本側では，今回実験に参加した

日本側の児童全員に対して「模様」に関する記述式のテストを実施した。テスト

内容は，正方形模様（正方形の枠内に描かれた模様 ）を運動の種類（対称運動と

回転運動）によって分類するもので，遠隔協同授業の開始前と終了後に実施した。 

図 2.2.11 は，正方形模様の運動の分類テストに使用した問題である。テストの結

果を図 2.2.12 に示す。 

 

図 2.2.11 記述テストに使用した問題 
 

この結果から，事前調査では①④，②③，⑥⑦，⑤⑧といった分類を同じ種類

の模様だと解答した児童が多い。運動の種類というよりは，絵柄の類似性によっ

て分類しようとしたことが窺える。 

それが事後調査では，①②③④，⑤⑥⑦⑧という分類がそれぞれ 80％を越える

ようになり，この選択肢に集中するようになった。①④，②③，⑥⑦，⑤⑧とい
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う分類は，それぞれ 10％程度に減少した。このことは，今回の授業を経験するこ

とによって，子どもたちは，模様を絵柄の類似性を超えて，運動の種類によって

分類するようになったことを意味しており，学習効果があったことがわかる。 

図 2.2.12 模様の運動に関する調査結果 

 
（4）遠隔協同授業の実施環境に関する考察 

(a) 日独児童および教師の印象の違い 

教師・生徒ともに，日本側は国内での遠隔協同授業の経験があるが，ドイツ側

はすべて初めての経験のため，強い印象を受けた様子だった。とりわけ印象的だ

ったのは図 2.2.7 の⑫で，画像を通じての協同授業に初めは変だとしていた子ど

もたちが，最後には違和感がなくなっている。⑪の評点も後ほど良くなっており，

本方式がドイツ側の生徒にも受け入れられたことを示している。日本の児童に比

して，Yes/No.がはっきり出ているのも印象の鮮烈さを示している。 

一方，ドイツ側教師にとって，このようなタイプの授業方式は初めてだったた

め，全体の授業設計は日本側が行い，具体的展開作業は日独双方が行った。その

中でも特に，多大な時間を掛けての綿密な授業シナリオの設計に驚くとともに，

生徒の自由度を縛ることを危惧する意見も出たが，結果的に本方式の有効性につ

いて納得が得られた。また最初，映像の品質に対する違和感が強く，授業への適
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用に対する不安の声があったが，授業が進むにつれて慣れてきた。限られた通信

容量の中でも，いろいろな種類のカメラを使い分けることにより，授業で必要な

品質の映像を得られることが判り，これで十分と納得していた。 

文化的な観点から日本，ドイツの違いを挙げれば，まず児童では，日本の児童

の作品は概して具象的であったのに対し，ドイツの児童の作品は抽象的であった。

ドイツ側は日本側の作品に触発されて具象的な絵柄を選ぶようになったが，それ

でも細部には抽象的な発想が豊富であり，やはり抽象的なものに対する好みが強

いように感じられた。反対に，日本の児童の作品は，絵柄の点ではあまりドイツ

側の影響が感じられず，具象的なものに対する根強い嗜好があると思われた。 

教師に関して印象的だったのは，日本の教師が授業の中で必要な事柄を手短に

生徒に伝えるのに対し，ドイツの教師は長々と説明することが多かった点である。

この違いは，個人差というよりは発想法の違いが背景にあると思われ，興味深い

発見であった。 

交信授業時間の設定に際し，難しさがあった。すなわち，ドイツの小学校は授

業が午前中だけであり，更に，日本と比べて休みが多いためである。この年の 10

月前半も秋休みのために学校は閉鎖となった。また，いろいろな学校行事があり，

当初考えていた等間隔の理想的なスケジュールが設定できなかった。国際間でこ

のような共同作業をする場合，文化や習慣の違いが背景で大きな影響力を及ぼし

ており，無視できないことをこの授業を通じて体験させられた。 

 
(b) 通信コストの問題 

回線費用は日本-ドイツ間の場合，ISDN128kbps 使用で 1 時間当り 35,000 円

であった。今回の遠隔協同授業では，交信授業は 1 回平均 70 分で 41,400 円，事

前打合せは 210 分で 122,500 円，反省会議は 95 分で 54,800 円であった。すなわ

ち 1 回の実施当り 218,700 円かかったことになる。この数字が大きいか否かは一

概にはいえないが，万全を期すあまり，事前打合せに多大の時間をかけ過ぎたき

らいはある。初めての実験であることに加え，両国間に文化や習慣の違いがある

ために，これだけ長時間の打合せが必要となった。今後，交信授業を重ねて習熟

することにより，事前打合せおよび反省会議の時間を短縮することは可能と思わ

れる。また，必要な事項以外は電子メールや通常の郵便を利用するとか，交信授

業の間でも通信を切って，考え事や工作をする時間を設けるなどの工夫をするこ

とにより，通信コスト削減が可能になる。 

インターネットが普及し，高速な回線が時間に影響されることなく低価格で利
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用できる現在では，この問題は解決されており，国際間の遠隔協同授業を行う上

での障害にはならなくなっている。 

 

 

2.2.5 まとめ 
 

1) 算数の授業にグループ学習を取り入れ，海外との遠隔協同授業における成果

発表の場を与えることにより，線対称・点対称という概念を実践的に学ぶこと

ができた。 

• 言語の違いや時差を小学生でも克服できる。 

• 日本教師は綿密な計画を立てて実施するが，当日の説明は簡潔である。 

• ドイツ教師は自由度を重視して粗い計画であるが，当日の説明は懇切丁寧

である。 

2) 海外との競争心が高まりグループ内の協調活動が促された。また，お互いの

文化に刺激され発想が広がった。すなわち，協調的達成力を育む場となった。 

• 子供達の発想力を高める教育として大変効果的である。 

• 日本児童の絵柄は具体的であり，ドイツ児童の絵柄は抽象的である。協同

授業の影響をお互いに受け，発想が広がり格段に良い作品に仕上がった。 
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2.3 高専の学習活動を活性化する場の構築（能動学習授業方式）[41] 
 
2.3.1 能動学習授業方式の狙い 

 

学育論[42]では創造性を originality(知恵の創造，独創性) と creativity(智慧

の創造，生きる力)に区分しているが，本論文で扱う創造性教育は後者の

creativity を対象としたものである。学育論や構成主義の教授・学習理論[43]によ

れば，creativity の原点は自然･社会との触れ合いによる感動体験であるといわ

れている。市村ら[44][45][46][47][48]は，この感動体験をごく当たり前の授業の中で育

む方法を模索してきたが，その答えの一つが能動学習授業である。従来授業とこ

の授業形態との相違を図 2.3.1 に示す。 

 

 

図 2.3.1 従来授業と能動学習授業との相違 

 

 
2.3.2 能動学習授業方式の特徴 

 

能動学習授業は，図 2.3.2 に示すように Plan･Do･Check の各段階に分け，その

各段階にマルチメディアの有効活用を図っている。能動学習授業では，一連の段

階を螺旋的に繰り返し行うことを想定しており，この繰り返し過程が Action に相

当する。 
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図 2.3.2 能動学習授業の各段階の概要 

 

能動学習授業の Plan 段階においては，e-mail による週報により計画進捗報告

を義務付けている。Do･Check 段階においては，マルチメディア表現ツールや，WWW

上の匿名質問機能，e-mail など活用している。その結果，次のような成果が得ら

れた。 

履修学生 

1) 表現ツールが，稚拙・不慣れを支援する。 

2) 匿名質問機能が，活発な討論を支援する。 

3) 2～3 倍の学習時間を費やしている 

4) 試験合格型ではなく，予習中心型になる。 

5) 第三者評価(同僚)の即時還元により，感動体験が倍加する。 

教師 

第三者評価時の 

1) コンテンツの出来映え：受講生の理解度 

2) コンテンツの中身と発表工夫の態度：受講生の理解度 

に関する相関関係は，教師の客観的学生評価や講評に有効である。 

 

高等専門学校のコンピュータアーキテクチャの授業に能動学習授業方式を適用



38 

し 3 年間運用した結果，次の問題点が明らかになった。 

1) 計画提出後発表までの間(Plan 段階)の計画遂行が不十分 

2) 意欲喚起と維持が困難 

3) 教師の負担増 

これらの問題点に対し，筆者らは以下の解決策を考案し，半年間の運用実験から

その効果を検証した。 

 

能動学習授業の Plan 段階の問題点 

能動学習授業は，図 2.3.2 に示したように次のように進めている。 

1) 学期始めの授業説明後課題と発表時期の選択 

2) 計画書の提出 

3) 計画書に従い進捗状況と相談事項を E-mail で週報 

4) 相談事項への E-mail 返信 

この PLAN 段階の 2001 年度の E-mail 進捗報告と助言返信の頻度の実績を図

2.3.3 に示す。 

 
項

番 
日時 授業内容 

１ 4/16 ガイダンス 
２ 4/23 課題選択 
３ 連休 休み 
４ 5/7 計画書提出 
５ 5/14 発表 1 
６ 5/21 発表 2 
７ 5/28 発表 3 
８ 6/4 中間テスト 
９ 6/11 発表 4 
10 6/18 発表 5 
11 6/25 発表 6,7 
12 7/2 発表 8,9 
13 7/9 発表 10,11 
14 7/16 発表 
15 夏休 休み 
16 9/3 発表 11,12 
17 9/10 発表 13,14 
18 9/17 発表 15 

図 2.3.3 2001 年度進捗と助言返信頻度 

 
図 2.3.3 から次のことがいえる。 

1) 学期開始から第 1 回発表までの期間（図 2.3.3 の項番 1-5)は，進捗報告も

2001 年度 PLAN 段階の進捗週報と助言返信 
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真面目になされている(休みの間でも報告－項番 3)。 

2) 第 1 回目の発表後，学生自身の課題としての意識が高まったためか，質問

も多くなり，教師はそれに対する助言返信に気を遣っている。 

3) 発表が進むにつれ当然進捗報告が減ってゆく(項番 6-18)はずであるが，

実際には，報告件数は乱数的に上下している。これは既発表の観察・学習

の効果と考えられる(教師へ相談せずともやれる自信と受け取れるが，教

師としては報告が欲しいところである)。 

過去 4 年間の進捗報告を"Ａは殆ど毎週報告"，"B は忘れなければ報告"，"C は

3 割以下の報告"としてまとめた結果を図 2.3.4 に示す。 
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図 2.3.4  4 年間(1998～2001 年度)の進捗評価 

 

図 2.3.4 から次のことがいえる。 

1) 特に指導しなくとも毎年 3 割の学生は義務を果たしている。 

2) 教師の指導によって義務を怠る学生は減少している。 

 
全授業終了後(図 2.3.3の項番 18)，履修者全員へアンケート(図 2.3.2)を行った。

被験者は図 2.3.3 と同一であり，その結果を図 2.3.5 に示す。 

彼らの反省点も反映されおり，次のことがいえる。 

1) 週報を提出したとの回答者は 36%(A)おり 2001 年度の実績(図 2.3.4)とほ

ぼ一致しており，正直に答えていることが分かる。 

2) 計画の重要性は認める(C.24%+76%=100%)が，うまく実行できなかった

(B.41%+6%=47%)との回答が注目に値する。 
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図 2.3.5 履修学生へのアンケート結果 

 
以上の実績とアンケート調査から，この Plan 期間中の履修学生の意欲維持を

さらに促進するために，次の機能をコンピュータ支援機能として提案し，設計方

式を述べる。 

1) 計画立案支援手段の提供。 

2) 進捗週報が滞る学生を催促指導。 

3) 問題なしの進捗報告の場合でも必ず返信。 

 

 
Project Manager システムの提案 

WBT（Web Base Training）による企業内教育の意欲喚起と維持には，e-mail によ

る学習進捗のきめの細かいエージェント代行が有効であることを吉田ら[48]が示
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した。この成果を学校教育の場である能動学習授業の Plan 段階に適応する試みを

以下述べる。 

（1）提案 e-mail 方式 

図 2.3.6 のように，従来の e-mail 方式から，自動メール受け取り機構(Mail 

Agent)が代行する新しい e-mail 方式に変更した。この Mail Agent により，多数の

進捗報告 e-mail は整理され，その一覧が教師に提供されので，教師の e-mail に

対する負荷を大幅に削減することができる。すなわち， 

1) 急ぐ質問 e--mail を選択し，即返信することが容易に行える。 

2) 履修学生の個別報告状況に応じた自動返信が可能となる。 

• 几帳面に報告する学生への褒め言葉メッセージ 

• 忘れがちな学生への激励メッセージ 

• 滞っている学生への催促・警告メッセージ 

また履修学生側も教師とのコミュニケーションが常に得られため，学習意欲の喚

起と維持に有用と考えられる。 

 
図 2.3.6 能動学習授業進捗週報 E-mail 方式 
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（2）ユーザインタフェース(履修学生用) 

ユーザインタフェースは，図 2.3.7 に示すように期限切れ警告・実行報告・予

定の追加編集等の一覧が表示され，容易に状況が掴めるようにした。 

 

 
図 2.3.7 ユーザインタフェース例（履修学生用） 

 
（3）実現方式 

Project Manager は，図 2.3.8 に示すように実現した。前述の機能を持った環境

を提供する場合，WWW 上でブラウザを介して使用する CGI(Common Gateway 

Interface)と電子メール送信プログラム的に使用されている WWW ブラウザとメール

送受信環境があればよく，データはサーバ側で保存されるため，クライアントと

の組合せが容易であり，利用者である学生と教師が使用する端末を限定していな

い。 

このCGI作成については一般的に普及しているスクリプト言語であるPerlを用

いている。開発の際の利便性から CGI 以外のプログラムについてもすべて Perl
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を用いている。このシステムを"Project Manager"と称し，以下のプログラム群か

ら構成している。 

1) ユーザインタフェース CGI 

2) 管理者 CGI 

3) 進捗管理 Agent 

4) Mail Agent 
5) ユーザデータベース 

 

図 2.3.8 Project Manager の概要 

 
これら機能仕様の概要は，次の通りである。 

1) 履修学生は毎週 1 回，図 2.3.7 のインタフェースを使い，現段階で完了した作

業項目に実行済みのチェックを入れる。また，次週までの作業計画も入力す

る。これらのデータはユーザデータベースで一括管理される。 

2) また，履修学生は作業計画の入力と一緒に，教師に現在の進捗状況を E-mail

で把握する。このメールは教師に直接配信されるのではなく，一度，ユーザ

データベースに記録される。 

3) 進捗管理 Agent はタイマーにより定期的に起動される。このソフトは，履修
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学生が進捗報告を行っているかどうか，また作業期限が切れている作業項目

がないかどうかをチェックし，該当する学生を一覧表にまとめ，教師に e-mail

で報告する。また，それと同時に，過去の履歴データと現時点の報告の有無

を参照し，各種メッセージを該当履修学生に対して自動発信する。 

4) 教師は，進捗管理 Agent から送られてきた e-mail の内容を参考にして，個別

履修学生の指導にあたる。その際，教師はユーザデータベースで一括管理さ

れた情報をブラウザを介して見ることができる。このデータベースでは，各々

の履修学生が取り組んでいる課題の内容と，作業計画・進捗状況，進捗メー

ルの提出状況などが管理されているので，このデータベースを用いて各々の

履修学生の詳しい状況を調べ，細かな指導を行うことが可能である。 

 

 
2.3.3 実証実験 

 

Project Manager の効果を検証するため，高専 4 年生 46 名を対象としたプログ

ラミング演習を主体とした授業「知識工学Ⅰ」に Project Manager を適用し，半年

間の試用結果から評価を行った。本演習では，2～3 名の学生がグループを編成し，

手書き数字認識という共通の課題に取り組むものであり，認識手法の検討から作

業分担，プログラム開発・デバッグ，認識実験，成果発表，報告書作成までの一

連の作業を共同で行う授業である。本演習では，第 2 回目の授業までに，各グル

ープ内の作業分担を明確に決めさせる。個々の学生には，自分の分担を計画的に

進めるために Project Manager を使用することを義務付けた。 

 

 

2.3.4 評価と考察 

 

実証実験の結果，質疑応答が非常に多くなっていることが確認できた。 

• 従来方式：1 回の発表に対して平均 2 件 

• 提案方式（Web ベースの質疑応答）：1 回の発表に対して平均 25 件 

また，学習時間に関しては，予習中心型の学習形態になっていることが確認でき

た。 

• 従来授業：予習 13.2%，復習 19.7%，試験前 67.1% 

• 能動授業：予習 95.0%，復習 4.9%,その他 0.1% 
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Project Manager に関する学生アンケートによれば，計画管理に関しては図 2.3.9

に示す結果が得られた。 

図 2.3.9 進捗管理ソフトウェアの有効性 

 

この結果によると，普段まとまった学習を行うときに，計画を立てて行う学生

は 4 割程度（Q1）であり，その 4 割の学生のほとんどは，Q2 において，進捗管理

ソフトウェアを使って同様に計画を立てることができたと回答している。また，

Q1 で，普段から計画を立てないと答えた 6 割程度の学生のほとんどは，Q2 にお

いて，進捗管理ソフトウェアを用いても，思ったようにうまく計画を立てること

ができなかったと回答している。しかし，そのうちの 8 割以上の学生は，計画は

思うように立てられなかったけれども，その計画に従って作業することができた

と回答している。思うように計画が立てられないのは，普段から計画を立てるこ

とに慣れていないためと考えられるが，それでも立てた計画に従って作業を進め

られる学生は非常に多い。ことから，計画立案に不慣れな学生をどのように支援

してゆくかを検討する余地は残されているが，立てた計画に沿って学生に作業を

進めさせるという点に関しては，本システムは非常に有効であるといえる。 

このことは，図 2.3.10 に示す進捗メールに関するアンケート結果によっても裏

付けられる。この図によると，約 4 割の学生が，進捗メールを提出せず，催促メ

ールを受け取った経験をもっている。 
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N=46

8% 30% 毎週出した

62%

提出しないことがあった

たまに遅れることも
あったが出した

チェックしていた

78%(30%)
チェック

しなかった

22%(8%)

すぐに出した

33%(10%)
数日遅れたが出した

54%(16%)
13%
(4%)

出さなかった

Q1：進捗メールは毎週送信

しましたか？

Q2：督促メールを受取った

人に聞きます。督促メール
は毎回チェックしましたか？

Q3：督促メールを受取った

ら，すぐに進捗メールを出し
ましたか？

 
図 2.3.10 進捗報告催促機能の有効性 

 
このような学生の内訳を見ると，約 8 割の学生は催促メールを読んでおり，そ

のほとんどが数日中に進捗メールを出していることがわかる。催促メールをチェ

ックしている学生の割合が多いのは，催促メールの送信先を携帯電話に設定して

いる学生が多いためであるが，いずれにしても催促メール機能は，従来教師が行

っていた学生への催促を十分に代行しており，その分教師は中身の濃い指導に時

間を割くことが可能となる。以上のことから，Project Manager は，学生が思うよ

うに計画を立てることを支援するという意味では，まだ課題が残されているもの

の，学生に，計画を立てさせ，その計画に従って作業を進めさせることを支援す

るソフトとして，非常に有効であることが検証できた。 

 

 
2.3.5 まとめ 

 

5 年次選択科目「計算機システム」の授業にグループ学習を取り入れ，その成

果発表および Web ベースの質疑応答や第三者評価の場を与えた。その結果，学習

時間比から予習中心型の学習形態になることが確認され，また，Web 上での議論

が活発になり通常の 10 倍以上の質疑応答が観測された。すなわち，能動的な学習
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が強化され，協調的達成力を育む場となった。ただし，進捗報告の徹底と教員負

荷の増大が問題となった。 

そこで，プロジェクト管理機能を追加して 4 年次選択科目「知識工学」の授業

に適用した。その結果，進捗報告の徹底と教員負荷の低減に有効であることが立

証できた。すなわち，Mail Agent により，多数の進捗報告 e-mail が整理され，

その一覧が教師に提供されので，教師の e-mail に対する負荷を大幅に削減するこ

とができた。 

1) 急ぐ質問 e--mail を選択し，即返信することが容易に行えた。 

2) 履修学生の個別報告状況に応じた自動返信が可能となった。 

• 几帳面に報告する学生への褒め言葉メッセージ 

• 忘れがちな学生への激励メッセージ 

• 滞っている学生への催促・警告メッセージ 

また，履修学生側も教師とのコミュニケーションが常に得られため，学習意欲の

喚起と維持に有用であることが明らかになった。 
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2.4 大学の学習活動を活性化する場の構築（グループ学習型講義方式） 

 

2.4.1 グループ学習型講義方式の狙い 

従来の大教室における授業は，マイクを用いた一方的な講義が中心である。黒板

やOHPから明るい大画面のプロジェクタを装備した大教室も増えており，ビデオや

パソコンを用いた講義も可能になっているが講義形式の本質は変わっていない。 

一方，卒業研究は，5名から10名前後の学生を対象に，研究室単位に行われる。

各学生は，自分自身で興味のあるテーマを選び，そのテーマに関する資料を収集し，

分析し，問題点を洗い出す。その問題点の解決策を考え出し，その解決策の妥当性

を何等かの方法で立証し，論文にまとめるという作業を1年間（学部）または2年間

（大学院）で行うのが一般的である。その間，研究室の教員や学生の前で中間成果

を報告し，不足点や問題点を指摘されながら徐々に完成度を高めていく。このよう

に学生が主体的に行う作業を通じて得るものは大きく，社会に出ても役に立つ経験

である。どの教員も，このような指導方法の有効性は認識しているものの，教員に

対する負担が大きく，5名から10名程度の学生の指導が精一杯である。 

従来から協調性を高める教育法の一つとしてグループ学習が提案されている[49][50][51]。

グループ学習の試みは古くから行われており，1950 年代は小中学校の体育におけ

るグループ学習の事例報告が見られる[52]。1960 年代以降，数学の課題学習にグル

ープ学習を適用した事例が数多く報告されている[53][54]。思考力の向上に効果があ

ったとか，数学の授業を楽しいものにすることができたという報告が見られる。

反面，実施上のさまざまな問題，たとえば，グループのリーダに頼り，リーダの

考えに引きずられ，やる人間とやらない人間の格差が広がるなどの問題が指摘さ

れている。 

高等教育におけるグループ学習の適用例としては，語学[55]や情報リテラシ教育[56]

など技能研修的な色彩の強い科目において効果をあげていることが報告されてい

る。 

最近 5 年間のグループ学習に関する研究は，ネットワークを利用した分散環境

におけるグループ学習支援システムの考案および試作・実施に関する研究がほと

んどである[57][58]。情報分野では，情報リテラシ教育を対象にしたものが多く，グ

ループ学習を効果的に成立させるための条件に関する研究もある[59]。また，ソフ

トウェア設計・開発の演習を支援するグループ学習支援システムも報告されてい

る[60]。 

多くの演習科目は，40 名以下の少人数を対象に，講義→演習→講義→演習・・・
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のサイクルで構成されており，部分的にグループ演習を取り入れている。しかし，

講義科目においては，講義内容が多様であり，履修者も数名から数 100 名までば

らつき，グループ学習を導入することが難しかった。大教室で行う講義形式の授

業改善の試みとしては，経営学の講義に視聴覚教育，事例研究，バズ学習を組み

合わせて改善した実践報告[61]があるが，多人数講義における双方向コミュニケー

ションの改善が課題として残っている。 

一般に，グループ学習は，次のような利点を持っている。 

1) 仲間と一緒に楽しく学習できる。 

2) お互いの意見を交換することにより，発想が広がる。 

3) お互いに教えあい，誤りを指摘しあうことにより，理解が深まる。 

4) 分担して力を合わせることにより，大きな課題に対処できる。 

逆に，次のような欠点を持っている。 

1) リーダに頼り，やる人とやらない人の格差が広がる。 

2) 声の大きい人の考えに引きずられる。 

3) リーダ不在の場合は，何も進まない。 

4) きめの細かいチェックとアドバイスが不可欠であり，手がかかる。 

以上のことからグループ学習にふさわしい講義科目は，単元の順に積み重ねるも

のではなく，グループ毎に独立性の高いテーマを設定でき，分担して調べることが

できる科目である。たとえば，毎年発行される白書などを調べ，最新の情報を用い

て発表するような分野を対象とした科目へ適用するとより効果的である。また，き

め細かな指導をするためには，履修者は40名程度が望ましい。逆に，グループ学習

にふさわしくない講義科目は，積み重ね的に学習しなければ理解できない基礎的理

論的科目である。また，履修者が多すぎると教員の目が行き届かない恐れがあり，

極端に履修者が少ないとグループに分ける効果が減少する。 

本論文は，100人以上の学生を対象とした大教室で行う応用的講義科目にグルー

プ学習を取り入れ，公開授業における成果発表の場を与える方式（以下，グループ

学習型講義方式とよぶ）を考案し，筆者が担当した「情報産業」という1年後期の

一般講義科目と，産業界の講師を招いて行う「情報システム特論」という3年後期

の特別講義科目に適用したものである。 
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2.4.2 一般講義科目に対するグループ学習型講義方式[62] 

（1）特徴 

（a）本提案のフレームワーク 

従来のグループ学習は，比較的少人数の学生を対象とした演習科目に適用されて

いるが，筆者が目指すものは，比較的人数の多い学生を対象とした講義科目に適用

範囲を広げるものである。ただし，単元の順に積み重ねる基礎的理論的科目ではな

く，グループ毎に独立性の高いテーマを設定でき，分担して調べることができる応

用的科目を対象としている。理学や伝統的な工学などと異なり，応用的で時代の変

化が反映する経営情報学や情報システム学では，こうした特徴を持つ科目が多い。 

本提案は，教員が一方的に講義を行う従来方式を改め，シラバスに従って課題を

与え，その調査結果を学生に発表させて，質疑応答および教師の補足説明により授

業を進める方式である。 

また，人数が多くなると90分15回という枠の中で全員に発表させることは不可能

である。そこで筆者らは，発表を担当するチームとレポートを担当するチームに役

割を分けた。すなわち，発表担当チームは，予習段階でグループ学習を行い，その

成果を発表する。レポート担当チームは，発表を聞いた後，復習段階でグループ学

習を行い，その成果をレポートにまとめて提出する。このようにして人数の壁を克

服する方式である。 

このようなグループ学習を併用した講義方式の教育効果を評価するために，最

初の数回の授業は教師が担当し，その範囲の試験を行う。次に学生が発表しなが

ら授業を進め，その範囲の試験を数回行う。これらの試験結果から，発表担当と

レポート担当との差，試験の範囲を発表したチームと他の範囲を発表したチーム

の差を検定して，教育効果を明らかにするものである。 

 

（b）グループ学習型講義方式の進め方 

講義科目は，1回90分の講義を15回実施し，予習復習を含めて2単位を与えるのが

標準である。通常，祭日や講義の遅れを考慮して12回分程度の講義内容を準備し実

施している。 

3名から5名を1チームとして全員をチーム分けする。仮に，120名が履修すると1

チーム平均4名で30チームとなる。ここでは1回の講義を1チームが担当する形式に

して，約10チームを発表担当とし，残りのチームをレポート担当とする。 
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各講義は，図2.4.1に示す流れで準備し，実施する。 

 

準備1 

 

準備2 

 

 

 

 

当日 

 

 

 

 

 

事後 

 

 

 

図2.4.1 講義の準備と実施手順 

 

発表担当チーム毎にテーマを与えて発表準備をさせる。テーマ毎に発表に盛り込

むべきサブテーマを示し，各メンバーの分担を決めさせて，メンバー全員が発表す

るようにする。発表準備に際しては，中間段階で前年度に使用した講義資料や参考

文献を貸し出し，最新の白書やWebなどで最新のデータを集めさせ，発表資料を作

成させる。疑問点に関しては研究室で個別指導する。このようにして，講義内容の

漏れや粗密を減少させ，個人評価も可能にする。 

各発表担当者は，10分程度の発表を行い，5分程度の質疑応答を行う。質問に答

えられない場合は，教員が助け船を出す。質問がでない場合は，教員が質問したり，

補足説明したりして双方向の講義になるように心掛ける。活発な質疑応答になるよ

うに質問点を与える。レポート担当チームには，毎月1回受講レポートを提出させ

る。個人別にレポートを作成して提出させるためにチーム編成する意義は少ないが，

教え合ったり，分担してまとめたり，それなりに活用できる。発表担当チームは，

チーム別にテーマを与え，各メンバーのサブテーマを決める． 

講義の 1 週間前に担当チームを研究室に呼び，準備状況を確認する． 

教師が作成した配付資料を渡し，抜けている箇所を指摘する． 

内容を理解できない学生に対しては，個別に指導する． 

1 人づつ発表する．（約 10 分） 

発表に対する質疑応答を行う（約 5 分）． 

必要に応じて，教師が補足説明をしたり，質問したりすることにより，重要

事項の理解を深める． 

全員：重要事項について小テストまたは共通課題レポートを 4 回実施する． 

レポート担当：講義録をレポートにまとめ，毎月提出させる． 

発表担当：各自の担当課題をレポートにまとめ，発表後に提出させる． 
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自分の担当以外の講義をさぼる可能性があるので，全員に毎月1回の小テストまた

は共通課題レポートを提出させる。 

 

シラバスに従った課題をグループ毎に割当て，学生の発表を中心に授業を進める

ことが，本提案の特徴であり，講義内容の品質保証をするために次ぎのような工夫

を行っている。 

1) チーム編成を行い，チーム単位で1回の講義を担当させることにより，チーム

としての責任感，連帯感を高める。 

2) 前年度に使用した講義資料を事前に渡し，事前準備，事前指導を行うことによ

り，講義内容の漏れを防止する。 

3) 最新のデータを最新の白書で調べさせ，発表資料を最新のものに更新させる。 

4) 発表中の質疑応答および補足説明を行うことにより，学生の説明不足を補い，

重要ポイントの理解を深める。 

5) 講義の受講レポートを書かせることにより，発表担当の学生以外にも学習の動

機付けを行う。 

6) 参考文献を，図書館と担当教員の研究室の両方で利用できるように準備する。

その上で，テーマ毎の参考文献を全員に示し，発表準備やレポート作成ができ

るように配慮する。 

 

（2）実証実験 

グループ学習型講義方式を1年後期に行う情報システム学科向けの選択科目であ

る「情報産業」に適用した。図2.4.2に示すように，企業の仕組みを概観することに

より，各専門科目の概論的知識を与えることを狙っている。副次的には，基本情報

処理技術者試験「産業社会と情報化」の範囲もカバーしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図2.4.2 科目の構成 

企業（組織と役割） 

システム 

(仕事の仕組) 

情報産業 

(職種と技術) 

情報化（制度と課題） 



53 

(a) チーム編成と担当テーマ 

表2.4.1の用紙を用いて学生の希望を聴取し，チーム編成をした。発表担当チーム

に対しては，担当テーマを設定した。 

第1週目の講義で表2.4.1の用紙を配付し，第2週目の講義で回収した。第3週目の

講義でチーム編成と担当テーマを発表し，第4週目から学生による発表を開始した。

ただし，最初の発表担当チームだけは，第2週目に確定し，準備期間を確保した。 

 

表2.4.1 チーム登録票 

チーム登録票 チーム番号  

 （3～5名）  

代表者 学籍番号 氏名 

○  

  

  

  

  

担当（希望番号を○で囲むこと） 

発表1回＋小テスト4回 1 発表担当 

チーム 希望テーマ（               ） 

2 レポート担当 

チーム 

レポート3回（講義概要，疑問に感じた

点，感想などA4×2頁）＋小テスト4回 
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(b) 講義の構成 

本科目は，企業や仕事のしくみおよび情報化について概観することにより，各

専門科目の位置付けを理解しやすくすることを狙っており，表 2.4.2 に示すよう

に 12 テーマを 4 つに分類している。 

 
表2.4.2 講義テーマ 

テーマ分類 テーマ名 

企業 ・ 授業の概要 

・ 企業組織と情報化 

システム ・ ビジネスシステム 

・ エンジニアリングシステム 

・ 社会システム 

産業 ・ コンピュータ産業 

・ ネットワーク産業 

・ 情報サービス産業 

・ コンテンツビジネス 

情報化 ・ ネットワーク化と産業社会 

・ 法制度と標準化 

・ 情報化の諸問題 

 
各テーマは，発表担当者数に合わせてサブテーマを設定した。最初の企業に関

する 2 テーマの講義は教員が担当し，学生の準備期間とした。 

 
(c) 成績評価方法 

表 2.4.3 に示す配点基準で学生の成績を評価した。時間切れで発表できなかった

学生は，例外的に担当課題のレポートのみで評価した。 

 

表2.4.3 配点基準 

 発表 レポート 小テスト 質問 

発表担当 40点 20点×1回 10点×4回 ＋α 

レポート担当 ― 20点×3回 10点×4回 ＋α 
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（3）評価と考察 

全く新しい講義形式のため，最初は学生も戸惑っていたが，新鮮な刺激となり，

勉強の意欲が高まり，教育効果が高いことが立証できた。以下，実施結果とその効

果および課題を明らかにする。 

（a）実施結果 

1) チーム編成結果 

学生の希望にもとづくチーム編成は，表2.4.4に示す結果となった。 

 

表2.4.4 チーム編成結果 

実施年度 1999年度 

履修者数 合計：125→103名 

内訳：1年(81→75名)，2年(27→16名)，3年(9→9名)，4年(8→3名) 

注：履修申告者→実質履修者 

発表担当 

60名 

Ａ：発表   ：36名(10ﾁｰﾑ) 

Ｂ：未発表  ：24名(5ﾁｰﾑ） 

レポート担当 

43名 

Ｃ：チーム編成 ：19名(5ﾁｰﾑ) 

Ｄ：チーム未編成：24名 

 

履修申告した125名の学生は，発表担当60名とレポート担当43名と履修放棄22名

に分かれた。発表担当は，発表した学生Ａ（10チーム36名）と時間切れおよび病欠

などの理由で発表できなかった学生Ｂ（5チーム24名）からなる。レポート担当は，

チーム登録した学生Ｃ（5チーム19名）と第1週の講義に欠席したためにチーム登録

できなかった学生Ｄ（24名）からなる。チーム編成は，履修申告の締め切り後にす

べきであるが，講義時期の関係から申告前に編成した。 

 

2) チーム別課題の割当 

原則として各チームが希望するテーマを表2.4.5のように割り当てた。システムに

関する3テーマは4チームが担当，産業に関する4テーマは7チームが担当，情報化に

関する3テーマは4チームが担当した。また，メンバー数に応じてサブテーマを増減

した。しかし，結果的には増やした分だけ時間が足りなくなり，結局5チームが発

表できなくなってしまった。 
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表 2.4.5 チーム別課題一覧表 

分

類

テーマ 担当チーム 内容 

授業の概要 教師 ① 授業の狙い ②授業の構成 ③用語の定義 ④産業分類企

業 企業組織と

情報化 

教師 ① 企業組織 ②経営活動 ③経営環境 ④情報システム 

ビジネスシ

ステム 

1（5 名） ①会計活動と会計情報 ②財務会計と管理会計 ③OA シ

ステム ④流通情報システム ⑤流通関連基礎知識 

エンジニア

リングシス

テム 

2（4 名） ① 生産の自動化 ②CAD/CAM ③ＣAE ④FA システム 

3（3 名） ①予約システム ②情報提供システム ③高度道路交通シ

ステム 

シ

ス

テ

ム

社会システ

ム 4（4 名） ④金融情報システム ⑤金融機関のネットワーク化 ⑥顧

客とのネットワーク化 ⑦カードシステム 
5（4 名） ①コンピュータ産業とは ②汎用コンピュータ ③パソコ

ン④周辺機器 
コンピュー

タ産業 6（4 名） ⑤ソフトウェア ⑥半導体 ⑦情報家電 ⑧携帯端末 

7（3 名） ①ネットワーク産業とは ②国内通信，国際通信 ③移動

体通信，CATV 
ネットワー

ク産業 8（3 名） ④通信系サービス ⑤放送系サービス ⑥モバイル系サー

ビス 
9（4 名） ① 情報サービス産業とは ②パッケージビジネス ③受託

ソフトウェアビジネス ④システムインテグレーション

ビジネス 

情報サービ

ス産業 

10（2 名） ⑤データベースサービス ⑥アウトソーシング 

産

業

コンテンツ

ビジネス 

11（4 名） ①コンテンツビジネスとは ②映像系ビジネス ③音楽系

ビジネス ④ゲーム系ビジネス 

ネットワー

ク化と産業

社会 

12（4 名） ①インターネット /イントラネット ②生産システムと流

通システムの統合 ③電子商取引 ④企業システムと社会

システムとの接続 

13（4 名） ① 知的財産権の保護 ②電気通信事業者に対する法制度 
③情報処理技術者と労働者派遣法 ④情報化に関する基

準・ガイドライン 

法制度と標

準化 

14（5 名） ①国際標準化組織と標準化動向 ②日本の標準化組織 ③

EDI と標準化 ④ソフトウェアの標準化 ⑤通信の標準化

情

報

化

情報化の諸

問題 

15（4 名） ①セキュリティとプライバシーの保護 ②EUC/ダウンサ

イジング ③情報リテラシ ④情報化と生活 
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3)事前準備と発表 

1週間前に研究室に出頭した段階での準備のレベルは，チームによってさまざま

であったが，本講義方式を導入する前の講義で教員が作成したPowerPoint画面の縮

刷り資料を渡すことによりある程度のレベル合わせを行った。 

教員の資料で発表した学生，教員の資料＋補足資料で発表した学生，独自の資料

で発表した学生など，学生の対応はさまざまであったが，その都度，発表に対する

評価を全員の前で行ったので，授業の後半は独自資料で発表する学生が増えた。 

発表の仕方についても，準備した原稿を棒読みにする学生や教員以上に旨い説明

をする学生とさまざまであった。聴衆が理解していないと感じた項目は，教員が特

定の学生に質問し，その学生から質問させるように仕向けた。発表者の答えが不十

分の場合は教員が補足説明した。このように全員参加の双方向の授業になるように

心掛けた。 

発表に対する質疑応答を活発化するため，質問点（普通の質問：5点，良い質問：

15点）を与えたが，質問者が特定の学生に偏る傾向は是正できなかった。 

大教室の講義であるため，パソコンのプレゼンテーションツール(Power Point)を用い

て資料を用意し，毎回，2頁24画面（6画面/枚の縮小版を両面印刷）の資料を配付

し，大画面プロジェクタに写して補足説明を行った。授業の前半はＯＨＰを用いて

発表する学生が多かったが，後半は独力でPower Pointを勉強して資料を作り，パソ

コンを用いて発表する学生も増えた。 

 

（b）小テストによる評価 

理想的には，学生を2つのグループに分け，従来の講義形式で実施したグループ

と提案方式で実施したグループの違いを評価すべきであるが，実際の教育現場で実

現することは難しい。そこで，次善の策として小テストとテスト範囲を担当したチ

ームに着目し，その成績を比較した。比較結果を表2.4.6に示す。 

小テスト1は，教員が講義した範囲から出題したものであり，「250名の会社にお

いて，ピラミッド組織とした場合，各階層の人数を求めよ。但し，スパンオブコン

トロールは5人とする」という問題である。小テスト2は，チーム1が担当した範囲

から出題したものであり，「裏ページにコピーした会社四季報のデータを利用して，

日産自動車といすゞ自動車の収益性と安全性を比較しなさい。」という問題である。

小テスト3は，チーム4が担当した範囲から出題したものであり，「クレジットカー

ドとデビットカードを比較しなさい（消費者からみた利点と欠点，小売業からみた

利点と欠点）」という問題である。各々10点満点で採点した。 
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表 2.4.6 小テスト結果の比較 

 テスト1 テスト

2 

テスト

3 

テスト2－

テスト1 

有意水準5％

の信頼区間

テスト3－

テスト1 

有意水準5％

の信頼区間

チーム1 

(5名) 

8.0 

1.0 

9.6 

0.8 

7.9 

0.8 

1.6 

1.1 

3.0 

0.2 

-0.1 

1.4 

1.7 

-1.9 

チーム4 

(4名) 

7.5 

0.0 

6.4 

3.9 

9.3 

1.0 

-1.1 

3.9 

4.3 

-6.5 

1.8 

1.0 

3.2 

0.3 

発表担当 

(56名) 

6.5 

3.2 

8.9 

2.3 

7.4 

2.9 

2.4 

3.4 

3.2 

1.7 

0.9 

3.9 

1.8 

0.1 

ﾚﾎﾟｰﾄ担当 

(43名) 

6.9 

2.3 

7.2 

3.8 

6.4 

2.9 

0.3 

4.5 

1.4 

-0.9 

-0.5 

3.7 

0.4 

-1.4 

全員 

(99名) 

6.7 

2.9 

8.2 

3.2 

7.0 

2.9 

1.5 

4.1 

2.2 

0.8 

0.3 

3.9 

1.0 

-0.3 

注：上段は平均点，下段は標準偏差を示す。（信頼区間の上段は上限値，下段は下限値を示す） 

 

小テスト1に関しては，全員の平均が6.7点に対し，チーム1の平均点は8.0，チー

ム4の平均点は7.5と優れているが，チーム1とチーム4の差はそれほど大きくない。

また，発表を担当する学生のグループ（以下発表担当とよぶ）の平均点とレポート

を担当する学生のグループ（以下レポート担当とよぶ）の平均点もあまり変わらな

い。これに対し，小テスト2と小テスト3に関しては，条件により有意な差が認めら

れる。 

個人の能力差を排除するために，各個人ごとに小テスト2と小テスト1の得点差お

よび小テスト3と小テスト1の得点差を求め，この得点差に対するグループ毎の信頼

区間を求めることによって，小テスト間の平均点に差がないかどうかの検定を行う。 

サンプル数が少ないチーム1とチーム4に対しては，t-分布表を用いた小テスト間

での平均値に差がないかどうかの検定を行う。サンプル数が多い発表担当とレポー

ト担当に対しては，標準正規分布を用いた小テスト間での平均値に差がないかどう

かの検定を行う。 

• 仮説1a：小テストiの範囲の発表を担当したチームの小テストiと小テスト1の

平均点に差がない。 

• 仮説1b：他の範囲の発表を担当したチームの小テストiと小テスト1の平均点に

差がない。 

• 仮説2a：発表担当において，小テストiと小テスト1の平均点に差がない。 
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• 仮説2b：レポート担当において，小テストiと小テスト1の平均点に差がない。 

 

上記の仮説を有意水準5パーセントで検定した。結果は以下のとおりである。 

チーム1については，発表を担当した小テスト2と小テスト1の得点差の信頼区間

が3.0から0.2であり仮説1aは棄却され，担当していない小テスト3と小テスト1の得

点差の信頼区間が1.7から-1.9であり仮説1bは棄却されない。このことから，発表

を担当した小テスト2の成績はよくなっているが，担当していない小テスト3の成績

はよくなっていないといえる。 

同様にチーム4についても，発表を担当した小テスト3と小テスト1の得点差の信

頼区間が3.2から0.3であり仮説1aは棄却され，担当していない小テスト2と小テス

ト1の得点差の信頼区間が4.3から-6.5であり仮説1bは棄却されない。このことから，

発表を担当した小テスト3の成績はよくなっているが，担当していない小テスト2

の成績はよくなっていないといえる。 

また，発表担当56名については，小テスト2と小テスト1の得点差の信頼区間が3.2

から1.7，小テスト3と小テスト1の得点差の信頼区間が1.8から0.1であり，いずれ

も仮説2aが棄却される。これに対して，レポート担当43名については，小テスト2

と小テスト1の得点差の信頼区間が1.4から-0.9，小テスト3と小テスト1の得点差の

信頼区間が0.4から-1.4であり，いずれも仮説2bは棄却できない。このことから，

発表を担当することが他のチームが担当した発表に対しても関心が高まり，波及効

果が期待できるといえる。 

 

（c）学生による評価 

学生を次の4つのグループに分け，最終講義時のアンケート調査結果を比較した。 

Ａ：実際に発表した学生（発表A） 

Ｂ：時間切れや欠席などで発表できなかった学生（発表B） 

Ｃ：チーム編成したレポート担当の学生（レポートA） 

Ｄ：その他レポート担当の学生（レポートB） 

期末試験直前のため欠席者が多く，実質履修者103名中，回答者は77名であった。

その結果を以下に述べる。 

1)講義形式に関する評価 

学生が発表し，教員が補足説明する形式について，図2.4.3のとおり，良いとい

う答えが，Ａ68%，Ｂ78%，Ｃ42%，Ｄ57%と発表担当に多い。 



60 

図2.4.3 講義形式に関する評価 

 

良い理由としては，「貴重な経験」（Ａ66%，Ｂ43%，Ｃ13%，Ｄ31%），「理解が

深まる」（Ａ31%，Ｂ57%，Ｃ50%，Ｄ54%）との意見である。悪い理由としては，「時

間の無駄」との意見が，Ａ3%，Ｂ0%，Ｃ38%，Ｄ15%とレポート担当に多い。 

チーム編成（Ｄを除く）については，図2.4.4のとおり，役に立つという答えが，

Ａ81%，Ｂ62%，Ｃ33%と発表担当に多いが，逆に，レポート担当からはチーム編成

の意味が分からないとの意見も出た。 

 

図2.4.4 チーム編成に関する評価 

 

チームの活用内容は，発表準備（Ａ72%，Ｂ17%），レポート作成（Ａ16%，Ｂ33%，

Ｃ50%）である。逆に，活用しなかった学生が，Ａ4%，Ｂ50%，Ｃ50%と発表した学

生以外の中に多数いる。 
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メンバー数は，図2.4.5のとおり，ほぼ全員3～5名がよいと答えた（Ａ100%，Ｂ100%，

Ｃ95%，Ｄ83%）。 

 

図2.4.5 メンバー数に関する評価 

 

メンバーの選定方法は，多くの学生が好きな仲間とチームを組む申告制を望んだ

（Ａ97%，Ｂ85%，Ｃ68%，Ｄ43%）。 

 

2)興味を持った分野 

興味を持った分野としては，図2.4.6のとおり，レポート担当より発表担当の方が

ばらついた回答であった。これは発表を担当した分野に興味をもった学生が多かっ

たためであり，表面的興味から具体的興味へと深化している。 

 

3)成績の評価方法に関する評価 

成績は各項目の加重和で評価したが，その配点に関しては，図2.4.7に示すとおり，

Ａ61%，Ｂ29%，Ｃ79%，Ｄ62%がよいと答えた。Ｂが低いのは時間切れで発表できず

発表点がつかなかったためである。また，34%が不明と答えたが，これは先生が決

めることだという意見や発表点が大きすぎるという意見である。 

質問点を加点したことに関しては，Ａ33%，Ｂ67%，Ｃ32%，Ｄ57%がよいと答えた。

よい理由として，授業が活発になるという意見が多い。不明と答えた学生が多いが，

これは無条件に質問点を5点（良い質問に15点）与えたことに対する批判であり，

質問の質を問うべきだという意見が多数出された。 
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図2.4.6 興味を持った分野 

図2.4.7 成績の評価方法 

 

4)自由意見 

非常にたくさんの意見が寄せられたが，その中から講義形式に関する主な意見

を表 2.4.7 にまとめた。 

Ａの学生からは本方式の効果が顕著に現れた意見を得ることができた。Ｂの学

生からも好意的な意見が得られたが，発表できなかった不満もでている。Ｃの学

生とＤの学生はほぼ同じ意見であり，好意的な意見と発表担当チームに対する不

満がでている。 

以上のとおり，発表担当チームの人数枠や発表担当チームの出席率などまだまだ

課題は多いが，講義形式の授業に比較して，活発な意見が集まっている。 
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表 2.4.7 主な自由意見 

 

（4）まとめ 

100人以上の学生を対象とした大教室で行う経営情報系講義科目のうちで応用的

な色彩の濃い科目にグループ学習型講義方式を導入する方法を提案し，この提案に

もとづく試みを1999年度の「情報産業」という講義科目で行った。その結果，以下

の事項が確認された。 

1) 大教室で実施する講義にも，図2.4.1に示すように履修者を4名前後のチームに分

グループ 良い意見 悪い意見 

Ａ :発 表
担当 

・すごく緊張したが，この経験は社
会に出て役に立つと思った。 

・発表準備は大変だったが，担当分
野は詳しくなった。 

・ 始めは戸惑ったが楽しかった。 
・ 発表準備の時に先生が丁寧に教え

てくれて，身についたと思う。 
・ 皆の説明はよかった。 
・ 新鮮で面白い授業であった。 
・ とてもよい授業だった。 
・ 貴重な体験できた。 
・ 受身の授業よりよい。 
・ 説明の上手な人を見て感心し，自

分の力不足を痛感した。 

・ 本当に理解して発表しているか疑
問だった。 

・ インターネットを活用したが，なか
なか見つからず苦労した。 

・ 学生の教室からの出入りが多く気
になった。 

・ 私語が多い学生がいて迷惑した。 

Ｂ :発 表
担当 

・ 学生が発表する形式は積極性が高
まりよかった。 

・ 興味を持って聞くことができた。

・ 発表できないチームができたのは
悪い。 

・ 発表したかった。 
・ 資料なしでレポートをまとめるの

が大変だった。 

Ｃ:ﾚﾎﾟｰﾄ
担当 

・ 生徒が積極的に授業に参加できる
方式はよい。 

・ 講義内容を毎回レポートにまとめ
させる方式は理解を深める。 

・ 自分でまとめることは自分のため
になる。 

・ 学生が発表する形式はよいが，時間
がかかりすぎ予定した講義が残っ
てしまったことは問題である。 

・ 発表担当チームの学生がよく調べ
て発表し，発表後も出席するような
仕組みを作ってほしい。 

・ 先生が説明したらもっと深くカバ
ーできたのではないか。 

・ 新鮮な方式であったが改良の余地
がある。 

・ レポートの課題は参考書に載って
いないものが多く苦労した。 

Ｄ:ﾚﾎﾟｰﾄ
担当 

・ 今までにない講義形式でよかっ
た。 

・ 学生の発表の中に分からないもの
があった。 

・ 発表点が40点と大きすぎるため，発
表担当チームの出席率が悪い。 

・ 出席しないで友達のレポートを写
して仕上げる人が多かった。 
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けて役割分担させることによりグループ学習方式を導入することが可能である。 

2) 座学に慣れ親しんだ学生にとって，学生の発表を中心としたグループ学習型講

義方式は，新鮮な刺激となり，勉学意欲が高まり，教育効果が大きいことが，

表6の小テスト結果および図3の学生による評価結果から立証できた。 

3) 講義は表5の分担で実施したが，1回の授業を複数のチームが担当する講義では

時間不足となることが多かった。1回1グループ4名程度に限定することが改善点

である。 

4) 40名程度の授業なら全員に発表を担当させることができるが，100名前後の授業

でも，履修者を発表担当とレポート担当に分けてグループ学習型講義方式を導

入することが可能であることを実証した。 

5) ただし，発表担当とレポート担当との間に意識の差が生じるため，表6の小テス

ト結果に示すように両者に教育効果の差が生じる。この差を埋める工夫が今後

の課題である。 

 

これらの反省に立ち，2年目も同様の試みを行った。すなわち，90分で実施する

のは1テーマ1チーム4名程度に限定することにより，講義の遅れを防止した。教員

の負荷は相変わらず大きいが，講義資料が蓄積され，複数の学生の手で改良され，

分かりやすくなるという効果が認められた。今後も同様の試みを続け，グループ学

習型講義方式を確立するつもりである。 

教育効果をどのように測り評価するかは，古くて新しい課題である。いろいろの

視点から多面的に教育効果を評価する必要があり，たとえば，社会で活躍する人材

をいかに輩出したかで評価すべきであるが，時間遅れが問題となる。すなわち，30

年後によい教授法であったと評価できたとしても，社会環境や，学生の意識，教育

内容，教育ツールなど環境変化が大きく，新しい時代にあった教授法であるとは必

ずしもいえない。 

今回の評価は，小テストの点数による統計学的な検討とアンケート調査による学

生の反応から評価した。しかし，前期に教えたことが後期にはほとんど忘れ去られ

ている実態をみると，試験結果を比較して評価する方法は必ずしもよい評価方法と

はいえない。大学においては学生による授業評価が広く採用されており，岡林は教

授法と学生の満足度との間の因果モデル[63]を示しているが，学生の満足度が高けれ

ば,教育効果も高いという仮説は証明していない。 

このように教授法の評価は大変難しく，教員個人の工夫にとどまっており，共通

の知見として蓄積されにくい。教育効果を計る先行指標を見出し，教育の評価法を
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確立することにより，各教員の工夫を共通の尺度で評価して蓄積し，共通の財産に

することが最大の課題である。 

今回提案の教授法を実施する際の問題点は，教員が発表担当者の指導に多くの時間

を取られることである。今後，電子メールなどの活用により，教員の負荷増大を少

しでも押さえる方法を研究する予定である。 
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2.4.3 特別講義科目に対するグループ学習型講義方式[64] 

 

（1）特徴 

先生の使命は，知識を与える前に，学生が自ら学ぶように動機付けることである。

筆者が専門とする情報システム学のような実学分野における動機付けのための有

効な手段として，従来から「××特別講義」とか「××特論」という名前の授業で，

成功体験を持つ人々を講師として招聘し，経験談や人生観を聞かせる講義は各大学

で行われている。しかし，それらの効果については十分な検討が行われていない。 

本研究では，こうした特別講義の中にもグループ学習を取り入れることにより，

学生たちの参加意識を高め，一層の動機付けを狙ったものである。すなわち，グル

ープ単位に講義の進行を学生自身に行わせること，講義内容の事前調査・事後調査

を行わせること，最後に調査結果の発表会を行うことが本方式の特徴であり，学生

達の参加意識を高め，目標を与え，動機付けを行う。動機付けられた学生は，自ら

勉強するようになり，そこで修得したものは，血となり肉となることが期待される。

また，理論と実践の両面から学ぶことの重要性を自覚させることも本授業方式の狙

いである。 

筆者が考案した特別講義向けグループ学習型講義方式は，次のような特徴を持っ

ている。 

1) 第一線で活躍している複数の企業人の話を聞く。 

従来の非常勤講師は負荷が大きく，担当いただける方も限られていた。これに対

し，本方式は毎回異なる講師に1回2コマを担当いただくもので，第一線で活躍して

いる経営者にお願いしやすくしたのが特徴である。1コマでは経験談を聞くには短

すぎる。3コマ以上では学生の緊張が持続できない。複数の週にまたがると遠隔地

からお呼びする講師の負担が大きい。毎回異なる講師とすることにより，視点の違

い，共通する事柄と個別の事柄などを認識させることができる。また，変化の激し

い分野であり，その時代にあった講師をタイムリーにお願いすることも可能となる。 

2) 専任教員および一般聴講生を参加させる。 

複数の教員および社会人を参加させることにより，講義を活発化したのが特徴で

ある。社会人同士の質疑応答により，学生とは異なる着眼点を示す効果もある。た

だし，学生達が理解できない質疑応答に陥りやすいので，必要に応じて専任教員が

補足説明をすることが肝要である。また，学生の理解度を高めるために，担当教員

が事前に講義資料を入手し，必要に応じて内容に注文を付けたり，配布資料に手を

入れるなどの支援を行うのが特徴である。 
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3) 学生自身に司会進行をさせる。 

学生をグループ分けし，講義ごとに担当グループを決めるのが特徴である。担当

グループには，事前に講義資料を渡して準備させ，当日の司会進行を担当する。こ

の方式は，学生の参加意識を高め，初対面の講師と学生の間の壁を低くする効果が

ある。また，講義終了後の講師との会食，事後調査，発表とフォローアップ学習さ

せることにより学習効果を高めている。 

4) 毎回の受講レポート提出および最後の発表会を行う。 

外部講師はいろいろな事例を示しながら講義をすることが多く，本質が事例の中

に埋もれる場合も多い。そのため，ただ面白い話であったと思うだけで終わってし

まう危険性がある。その事例の中から何を学び取ったかを考えさせ，まとめさせる

作業は不可欠である。また，学生達はレポート作成を通してある程度の理解と疑問

をもっており，最後に発表会を行うことにより，この疑問に答える場を作っている。

活発な学生同士の質疑応答が実現でき，発表者が立ち往生することも度々あるが，

適宜専任教員が助け舟を出し，誤りを訂正する。このような全員参加の能動的な双

方向授業が特徴である。 

 

特別講義向けグループ学習型講義方式の構成 

提案する特別講義向けグループ学習型講義方式は，外部講師による講義とグルー

プ学習を組み合わせたものであり，図2.4.8に示す役割分担で実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.4.8 特別講義向けグループ学習型講義方式における役割分担 
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• 発表 

学生（ﾚﾎﾟｰﾄ担当） 

• 受講 

• レポート作成 

• 発表評価 

教員 

• 事前指導 

• 講演補助 

• レポート評価 

• 発表評価 

聴講生 

• 受講 

• 質問 
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すなわち，次のような授業の進め方である。 

1) 授業準備段階 

• 常にホットな話題を提供いただくため，実業界から毎回異なる外部講師を招い

て講義いただく。非常勤講師の任用手続きのような形式的で面倒な作業は省き，

専任教員の授業に一線で活躍している実務家をお招きしてお話いただく形式と

している。なお，毎年聴講する一般社会人の常連の聴講生もいるため，同じ講師

を避けるためでもある。 

• 担当教員は外部講師から講義内容を事前に入手し，必要に応じてアドバイスお

よび修正依頼を行う。教育に不慣れな講師は，多くのことを盛り込みすぎる傾向

があり，学生が消化不良にならないように事前のアドバイスは不可欠である。 

• 学生中心の授業運営とするため，履修者をチーム編成し，1回の講義を1チーム

に担当させ，司会進行させる。これは初対面の講師と学生の距離をちぢめる効果

がある。 

• 質疑応答を活発化させるために，担当チームには講義内容を事前に渡し，質問

を用意させておく。 

2) 授業実施段階 

• 一般社会人が聴講できる公開授業とする。社会人を加えることにより質疑応答

が活発になる。社会人がどのような点に関心をもっているかを学生に聞かせるの

も新鮮な刺激となる。 

• 講義には担当教員が同席しフォローする。学生が理解できない社会人同士の質

疑応答に対し，割り込んで補足説明することにより学生不在の講義になることを

防止することも必要である。 

• 講義終了後，外部講師と担当チームの学生で昼食会を行う。これは，講義に対

する感想を外部講師にフィードバックする場でもあり，また，発表準備のために

追加質問しやすい環境作りにもなる。 

3) 事後フォロー 

• レポート担当の学生は，次回の講義までに受講レポートを作成し提出する。採

点は担当教員が行うが，外部講師にお願いすることもある。 

• 担当チームは，講義内容に関連した調査を行い，最後の授業で発表する。聞い

たことを鵜呑みにしないで，必ず自分で確かめる習慣をつけさせるため，講義に

登場した事例を自分で調査し，発表し，学生同士の質疑応答により理解を深める

ことを狙っている。 
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（2）実証実験 

筆者が担当する「情報システム特論」に本方式を適用した。本授業は，3年後期

に行う情報システム学科向けの選択科目であり，各組織体の現実の姿をいろいろな

角度から知り，広く情報システムを学ぶことを狙いとしている。表2.4.8は，1999

年度から3年間にわたって実施した内容である。 

外部講師および一般社会人が参加しやすいように隔週土曜日の1限と2限に実施

した。第1回の授業ではオリエンテーションとチーム編成，および第2回から第6回

のテーマに関連する予備知識を与える。第2回から第6回は5名の外部講師（地元と

東京の講師で編成）による講義であり，一般にも公開する。最終回は学生による発

表会という構成とした。 

外部講師が担当する5回分に対し，各々担当チームを割り当てるので，5チームを

発表担当，残りをレポート担当とした。 

 

表2.4.8 情報システム特論の実施内容 

 1999 2000 2001 

履修135名→実質101名 履修89名→実質75名 履修58名→実質40名 参加者 

聴講生10～20名 聴講生7～13名前後 聴講生4～12名前後 

発表担当22名(5ﾁｰﾑ) 発表担当15名（5ﾁｰﾑ） 発表担当17名（5ﾁｰﾑ） チーム編成 

ﾚﾎﾟｰﾄ担当79名 ﾚﾎﾟｰﾄ担当60名 ﾚﾎﾟｰﾄ担当23名 

実施日 隔週土曜日1，2限 同左 同左 

第1回 オリエンテーション オリエンテーション オリエンテーション 

第 2 回 情報収集の現状と課題

（調査会社常務） 

経営を支える情報システ

ムの構造と意義（コンサ

ルタント社長） 

SI ビジネスの現状と競

争力強化に向けた変革

（ＳＩ会社常務） 

第 3 回 プロジェクト管理の体験

的方法論（コンサルタン

ト） 

大変革時代における情報

システムの動向（ソフト

ウェアハウス社長） 

コンサルタント事業の実

態と古町商店街活性化プ

ロジェクト（コンサルタ

ント社長） 

講

義

内

容 

第 4 回 電子商取引の現状と将来

（実証推進協議会主席研

究員） 

サプライチェーンマネー

ジメントの現状と将来

（製菓会社取締役） 

インターネットビジネス

の現状，EC，プロバイダ

事業など（ネットワーク

会社社長） 
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第5回 銀行の情報システム 昨

日・今日・明日（銀行系

研究所常務） 

インターネットの仕組み

とプロバイダについて

（サービスプロバイダ常

務） 

企業情報システムの過

去・現在・未来（コンサ

ルタント社長） 

第6回 県の情報化の現状と施策

（県庁参与），県の情報

産業の現状と振興策（県

庁課長） 

無線通信システムビジネ

スの現状と将来（通信機

会社社長） 

当社の歴史を通して見た

ベンチャービジネスの実

態（ソフトウェアハウス

社長） 

第7回 チーム発表 同左 同左 

発表担当 担当授業の進行（司会，質問誘導），授業終了後に外部講師と会食，最終回に

担当授業に関して調査した内容を発表する。 

役

割

分

担 

ﾚﾎﾟｰﾄ担

当 

毎回，講義内容の要約と感想をﾚﾎﾟｰﾄにまとめて提出する。 

 

（3）評価と考察 

従来の非常勤講師による特別講義のような受身の講義から脱却し，教育効果が高

い双方向の講義が実現できた。 

毎回出席票を兼ねて各講師および講義内容，配付資料に対する3段階評価（良い，

普通，悪い）および自由意見を書かせた。講義形式に関する意見としては，発表担

当の全員が「良い」との回答であり，レポート担当の6割が「良い」，2割が「悪い」，

2割が「不明」との回答であった。社会人の参加に対しては，発表担当もレポート

担当も9割が「良い」，1割が「不明」との回答であった。 

各講義に対する学生による評価と専任教員による特徴分析結果を比較すると，表

2.4.9に示すように，講師の良し悪しと講義内容の良し悪しとの学生評価点の相関係

数は0.88を示し，講師に対する学生評価点と話術の上手/下手の相関係数は0.76，

講義内容に対する学生評価点と話術の上手/下手の相関係数は0.63といずれも高い

値を示している。このことから，ある程度の話術を備えた外部講師を選ばなければ，

いくらよい内容の講義であっても教育効果は低いといえる。 
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表2.4.9 学生による授業評価（1999-2001） 

学生による評価点 教員による特徴分析 

講師 講義内容 配布資料 話術 テーマ 量 質 

9.7 9.6 8.6 上手 専門的 適量 普通 

9.6 8.8 8.3 普通 ホット 多い 普通 

9.5 9.2 9.4 上手 専門的 多い 高度 

9.1 8.8 5.7 上手 身近 多い 普通 

8.8 8.9 7.2 普通 身近 適量 平易 

8.8 7.7 5.1 上手 身近 少ない 高度 

8.2 8.6 9.1 普通 身近 多い 平易 

8.2 8.2 9.3 普通 専門的 多い 普通 

7.8 7.4 9.1 普通 ホット 適量 普通 

7.2 7.2 6.6 普通 専門的 適量 普通 

7.0 6.3 6.6 普通 専門的 多い 高度 

6.9 7.3 6.7 普通 ホット 多い 平易 

6.7 6.2 8.0 下手 ホット 少ない 平易 

6.3 6.5 6.1 普通 身近 多い 平易 

5.9 7.2 9.1 下手 専門的 少ない 高度 

注：評価点は，良い10，普通5，悪い0として加重平均値を示す。 

テーマの特徴は，「ホットで身近な話題」というように重複するが，最も目立っ

た特長を1つ示す。 

 

相関分析 講師 講義内

容 

配布資

料 

話術 テー

マ 

量 質 

講師 1       

講義内容 0.88 1      

配布資料 0.11 0.32 1     

話術 -0.76 -0.63 0.28 1    

テーマ -0.11 -0.03 0.49 0.14 1   

量 0.25 0.27 0.04 -0.32 -0.03 1  

質 -0.16 -0.08 -0.05 0.30 -0.51 0.18 1 
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同様の傾向は最終回の発表会に対する学生評価にも認められ，表2.4.10に示すよ

うに発表内容の良し悪しと説明の良し悪しとの評価点の相関係数が0.81を示した。 

 

表2.4.10 学生による発表評価 

年度 チーム 発表人

数 

発表内

容 

説明 合計点 コメント 

1 2 7.1 5.8 12.9 がんばったが空回り気

味 

2 4 7.8 7.6 15.4 チームワークがよい 

3 2 7.5 6.4 14.0 空回り 

4 5 7.4 6.2 13.5 独自性なし 

2000 

5 2 7.8 7.5 15.3 がんばった 

1 3 8.0 7.1 15.1 チームワークが悪い 

2 4 8.1 7.0 15.0 チームワークが悪い 

3 3 7.1 6.3 13.5 準備不足 

4 3 7.4 7.2 14.7 独自性なし 

2001 

5 1 8.5 8.0 16.6 1人でがんばった 

 

個人別の成績は，発表担当は最終回の発表点で評価し，レポート担当は毎回提出

するレポート評価の合計点で評価した。発表担当とレポート担当の不公平感をなく

すために，表2.4.11に示すように毎年採点基準を変えて評価したが，まじめで積極

的な学生が発表担当を選ぶ傾向にあるため，発表担当の優位は変わらなかった。 

 

表2.4.11 情報システム特論の採点基準 

人数 成績 評価基準 

発表担当 ﾚﾎﾟｰﾄ担当 発表担当 ﾚﾎﾟｰﾄ担当 

 

発表

担当 

レポ

ート

担当 

平均 標準

偏差 

平均 標準

偏差

発表

点 

ﾚﾎﾟｰﾄ点 出席

点 

ﾚﾎﾟｰﾄ点 出席

点 

1999 22人 79人 89.5 10.0 70.8 22.2 60 40×1回 0 20×5回 0 

2000 15人 60人 80.9 6.2 68.8 22.6 45 30×1回 5×5回 15×5回 5×5回

2001 17人 23人 79.5 18.5 44.8 35.9 30 15×3回 5×5回 15×5回 5×5回
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本講義の最大の狙いは動機付けであり，外部講師の講義に触発され実務的な卒論

テーマを採用する学生が増えることを期待したが，そのような事実は認められなか

った。これは，本講義を履修する前に研究室が決まっていることに起因しており，

研究室の指導教員の専門分野によって卒論テーマが左右されるため，卒論テーマか

ら影響度を見ることは困難であった。ただし，情報システム系の学生が本講義を履

修する比率が初年度の1999年度は17％であったが，次年度の2000年度は53％に急増

した。その結果，卒論テーマと講義内容との関連があった学生の割合も17％から

40％へと高くなった。その内訳を表2.4.12に示す。 

 

表2.4.12 発表担当の所属研究室と卒論テーマの関連 

（ＩＳ：情報システム，ＣＳ：コンピュータサイエンス） 

所属研究室の人数 卒論テーマと関連があった学生数 年度 

ＩＳ系 ＣＳ系 その

他 

不明 あり 若干あ

り 

なし 不明 

1999 3 6 11 2 3 5 12 2 

2000 8 5 1 1 6 2 6 1 

 

（4）まとめ 

大教室で行う講義に，事前・事後のグループ学習を取り入れ，学生の視点で授業

を運営する公開授業と最終授業における成果発表の場を与えた。その結果，学生の

授業への参加意識が高まり，活発な質疑応答が起こり，勉学意欲が高まった。すな

わち，協調的達成力を育む場となった。 

具体的には，以下の効果と今後の課題が明らかになった。 
1) 従来の受身の授業からの脱却でき，双方向の授業が実現できた。特に，講義

内容の裏付け調査をさせて，話と実態の差を分析させ発表させることにより，

多面的な見方の重要性を認識させることができた。 

2) 内容面だけではなく，ある程度の話術を備えた外部講師を選定しないと学生

への刺激が半減することが分かった。このことは常勤講師についてもいえるこ

とではあるが，教育に不慣れな産業人にお願いするため顕著な差となって現れ

る。 

3) 所属研究室の影響が大きいこともあり，卒業研究テーマや就職先の選定への

動機付けへの効果は認められなかった。研究室が決まる前に，外部の刺激を与

えて広い視野から自分の将来を考えられるようにする必要性を感じた。 
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4) 発表担当の評価点が高くなったが，真面目な学生が発表担当を希望する傾向

にあるため，必ずしも教育効果の差を示すものではない。また，同じ授業の中

で教育効果の差がある役割分担をさせることは問題であり，この点の改善も課

題である。 

5) 履修生が年々減少したことが問題である。本授業方式のような通常授業以上

に学生の負荷が大きい科目は敬遠される傾向にある。通常，非常勤講師による

集中講義は楽勝科目と考える学生が多く，本授業の噂が浸透した結果と思われ

る。 

6) 地方大学の場合，東京から外部講師を招くことが多いので，予算確保が課題

である。通常の非常勤講師の交通費，宿泊費に加え，学生との会食費や調査費

が必要となる。特に，国立大学法人に認めさせるのは大変である。 
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第3章 協調的達成力を高める研

究活動の場の構築 
 

 

 

3.1 提案の狙い 

 

企業経営は近年の国際的競争環境のもとで厳しさを増し，新しい市場への迅速

な対応や，企業間連携などによる戦略的経営が要求されている。企業経営におい

ては，戦略的研究開発が必要となり，研究開発の位置付けや評価がますます重要

となっている。また，企業の研究所における研究開発に対して，その経済効果や

投資効果がますます大きく期待されている。そのため研究開発への短期的な投資

効果を求める傾向があるが，差別化できる技術というものは，一朝一夕に確立で

きるものではなく，長い年月をかけて蓄積する必要がある。このような経営から

の要求と技術の特質を両立するためには，的確な研究評価法を確立し，これにも

とづく研究管理を実施していくことが大変重要である。 

研究とは，事物・機能・現象などについて新知識を得るために，あるいは，既

存の知識の新しい活用の道を開くために行う創造的な努力および探求をいう[65]。

研究は，大学などで行う学術研究と，企業などで行う企業研究に大別される。ま

た，研究開発は，基礎研究，応用研究，開発に大別されるが，近年，各領域の融

合が進んでおり，基礎研究，応用研究，開発という分類は，実態に合っていない。 

企業における研究開発は，基礎研究も応用研究も企業の事業貢献を目的としたも

のである。事業は，研究開発以外の経営要因に左右されることが多く，また，研

究開発の成果が事業に反映され評価されるのは，相当の時間的遅れがある。その

ため，研究開発活動を直接的に評価することは大変困難であり，研究管理現場で

運用し易い現実的な評価指標を考案することが必要である。従来の研究開発の評

価法として，研究開発資源の投入量と売上や利益などの産出額から導かれる経済

的評価指標を用いる方法がある[66]。また，企業や国立研究所などでは，複数の評

価者がいくつかの評価項目について主観的に評価し，これを集計して最終的な評

価を行う方法が採用されている。しかしながら，これらの評価結果は，経営トッ

プや管理部門向けの資料として使われることが多く，この評価結果のみでは企業
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の研究活動や研究開発テーマの良否の判断はできない。現実には，いろいろな要

因を総合的に考慮して判断している。また，従来の評価方法はプロジェクトや製

品を評価対象としており，個別の研究部門の生産性を評価したり，毎月評価した

りして，その結果を翌月の研究管理にフィードバックするような利用の仕方には

不向きである。 

本章においては，日常の研究活動に，自部門の研究管理者が自ら設定したグルー

プの評価指標による目標管理の場を与えることにより，協調的達成力向上を目指

す方法を提案する。すなわち，日常の研究活動の中から得られる客観的で定量的

なデータから算出できる評価指標にもとづいて，企業研究所における研究部や研

究室の知的生産性を評価する方法を提案する。さらに，筆者が所属していた研究

所において本提案の評価法を適用し，その有効性を確認したので，その実証結果

についても述べる。 
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3.2 従来の研究管理の問題点 

 

（1）企業における研究開発の位置付け 

研究管理の歴史を分析すると，1970 年以前の研究管理は，直観的で事業戦略と

の結び付きも弱く自由放任主義であった。これを第 1 世代と呼ぶ。1970 年代から

1980 年代は，バブル経済の時期であり，大きな資源が研究開発に投入され，基礎

研究から目的指向型の研究開発まで幅広く実施された。特に，事業戦略と開発戦

略との連携が強まり，新事業創造型の研究開発に重点がおかれた。また，研究開

発に対する投資効果にも関心が強まった時期である。これを第 2 世代と呼ぶ。1990

年代に入りバブル経済の崩壊とともに研究開発自身の効率化が求められるように

なった。異業種連携など経営戦略とも密接な関係を持ち，戦略的研究開発に重点

が置かれるようになり，研究開発の位置付けや評価が重要視されるようになった。

これを第 3 世代と呼ぶ。特に第 3 世代においては，新しい市場への迅速な対応や，

企業間連携などによる戦略的経営が必要となっており，企業経営における戦略的

研究開発としての位置付けや評価がますます重要となっている。 

これまでにいくつかの研究開発を位置付ける概念モデルが提案されている。そ

の一つとして技術革新モデルがあり，線形モデルと連鎖モデルに大別される。線

形モデルでは，研究，開発，生産，流通販売という流れで技術革新をとらえてい

る[67]。連鎖モデルでは，科学における研究と技術における市場洞察，発明または

解析，設計とテスト，生産と再設計，流通と販売という流れのおのおのに対して，

知識を媒介とした連鎖が起こるととらえている[65]。このように多様な位置付けに

ある研究開発を，ある一側面だけで評価することは避けねばならない。 

 
（2）研究開発の評価に関する諸要因 

研究開発の成果は，最終的には製品に反映されて市場に流通し，企業の売上や

利益に貢献するものであるので，研究開発の評価は最終的には，研究開発資源の

投入量と売上や利益などの産出額とで導かれる経済的評価指標を用いて行う。 

研究開発の経済的効果については，研究開発投資と利益との関係で表す考え方

が出されている[68]。この考え方では，式(1)に示すように研究開発の経済的効果

を研究開発の収率と研究開発の生産性に分解し，研究開発の収率を利益と技術進

歩の比で，研究開発の生産性を技術進歩と研究開発投資との比で表す。 
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 研究開発の経済的効果 

 ＝利益／研究開発投資 

 ＝（利益／技術進歩）×（技術進歩／研究開発投資） 

 ＝ 研究開発の収率 × 研究開発の生産性          (1) 

 

（3）研究開発の評価法に関する事例 

投資効果を指標とした定量的な研究開発の評価法として，ティール法や，

ROR(return on research index)法，ヘルツ法などが提案されている[69]。しかしなが

ら，これらの指標は，いずれも研究開発投資に対する売上や利益の割合で評価す

る方法であり，研究開発活動を評価するには不十分である。すなわち，計画段階

で売上や利益を客観的に予測することは困難であり，単なる期待値で評価するこ

とになる。 

各企業では，これらの手法と類似の評価方法で経済的評価を行っているが，こ

の評価結果は，重点テ－マ設定の際に用いる経営トップ向け資料に記載している

だけである。この評価指標は，各研究者に事業を意識させる効果はあるものの，

この評価結果によりテ－マの採択可否を決めることはほとんどない。研究管理者

としては，このような指標を研究所自身の努力目標に採用することは難しい。 

69 大学の電気電子系分野の研究および研究者を対象に，その能力評価指標に関

する相関関係を定量的に分析した事例が報告されている[70]。この報告によれば，

教授数，論文数，学会評価教員数，企業着目教員数，企業採用者数，企業研究所

での研究考課上位者数などの評価指標を上げているが，いずれの評価指標も他の

評価指標と高い相関を示している。特に，論文数，企業着目教員数，企業採用者

数の相関が高い。 

研究所自身のテーマ，組織，体制の評価を行うための評価法として，郵政省通

信総合研究所，通産省工業技術院大阪工業技術研究所，機械技術研究所，電子総

合研究所など国立研究所の外部評価に用いられた方法がある。この評価には，筆

者自身が参画して行ったが，いずれも類似の手順で評価を行った。まず膨大な資

料にもとづき書面上の事前評価を行い，評価票を作成した。その後，研究現場に

出向き，各階層の研究者に対しヒヤリングを行い，研究成果を見学した後，外部

評価委員相互の意見交換を行って評価報告書をまとめた。外国人の外部評価委員

も複数参加して行ったが，ほぼ同様な評価結果であった。 

各企業でも独自の評価票を作成しており，研究開発評価の定量化の努力をして

いる。たとえば，表 3.2.1 はテルモの評価票[71]であり，独創性，技術蓄積，技術
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の発展性，貢献度などの評価項目について，評価ランクとこれに対応する点数を

決めている。評価者は，この評価ランクを選択して総合評価点を決める。このよ

うに，どの企業でも研究テ－マの評価は，大変重要な問題であり，いろいろな工

夫がなされている。 

以上のように，研究機関の研究開発評価については，選定された複数の評価者

が，事前に整理・準備された評価表の個別評価項目について評価レベルを判定し，

数値化し，これらを合計したものを総合評価結果とする方式が用いられている。

しかし，これらの評価方法は，プロジェクトや製品を評価対象としており，企業

における各研究部門の生産性評価や，日常の研究管理，すなわち，今月の評価結

果を来月の研究活動に反映できる方法ではない。 

 
表 3.2.1 企業での研究評価例（テルモ） 

評価項目 基礎・基盤技術用 点数 製品開発用 点数

独創性 

・ 画期的で他に類似のものがない 
・ 他に類似のものがあるが勝ってい

る 
・ 他の類似のものと同等である 
・ 他の類似のものと比較して同等以

下である 

30 
25 
 

20 
15 

 

・ 画期的で他に類似のものがない 
・ 他に類似のものがあるが勝っている
・ 他の類似のものと同等である 
・ 他の類似のものと比較して同等以

下である 

30 
25 
 

20 
15 

 

技術蓄積 

・ 高い技術レベルで多くの技術蓄積
がある 

・ 多くの技術蓄積がある 
・ 一般（普通）レベルである 
・ 技術蓄積が少ない 

20 
 

15 
10 
 5 

・ 高いレベルで多くの技術蓄積があ
る 

・ 多くの技術蓄積がある 
・ 一般（普通）レベルである 
・ 技術蓄積が少ない 

15 
 

12 
 8 
 3 

・・ ・・ ・・ ・・  ・・ ・・  

経済的指
標（2） 

研究開発指標（2） 
＝新製品の該当期間の売上予想額
×利益率 
－研究開発総費用予想額 

 

・ 10 億円 以上 
・ 5～10 億円 以内 
・ 2～5  億円 以内 
・ 0～2  億円 以内 
・ 0          以下 

10  
8   
6   
4   
2 

合計点数 32～100 31～100

出典：阿部衛，「研究開発マネージメント」アーバンプロジェース(1993) 
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3.3 企業研究所における研究管理[72] 

 

3.3.1 知的生産性評価法による研究管理方式 

 

企業における研究所の研究管理のために，日常の研究活動の中から得られる客

観的で定量的なデータを用いて，当事者が行う知的生産性の評価法を提案する。 

 
（1）知的生産性評価指標の選定 

企業における研究開発は，「技術完成度」，「事業貢献度」，「独創度」の 3 側面

から総合的に評価する必要がある。また，研究開発の具体的な成果物には，「社外

論文」，「社外発表」，「社内技術資料」，「特許」の 4 種類がある。「社外論文」と

「社外発表」は，研究成果の「技術完成度」を世に問うものである。「社内技術資

料」は研究開発成果を個別にまとめたものであり，「技術完成度」を示す成果物の

一つである。また，研究成果を事業部門へ移管する際に，この資料を用いており，

「事業貢献度」との関連も大きい。「特許」は，「独創度」を示す成果物の一つで

ある。また，「売上高」や「利益」と直接結び付くものであり，「事業貢献度」と

の関連も大きい。 

日常活動から得られる上記 4 種類の成果物に関するデ－タから客観的な評価指

標を算出するために，各成果物の妥当性およびこれらの成果物を客観的なデータ

に置き換えて評価指標とする方法について以下に考察した。 

企業業績と知的成果物との関連を調べるために，電機メ－カ6社の企業業績（売

上，利益）と知的成果物（特許，論文）に関し，1990 年から 1996 年の 7 年間に

わたる公表データを用いて相関分析を行い，図 3.3.1 に示す分析結果を得た。公

表データから従業員一人当たりの売上，利益，特許（出願件数），論文（発表件数）

を算出し，それらの値から相関係数を求めた。その結果，特許／人と売上／人と

の相関計数が 0.6～0.97 と非常に高い値を示した。また特許／人と利益／人との

相関も年度によるばらつきはあるものの，高い値を示している。逆に，論文／人

と売上／人や利益／人との相関は非常に低い。 

 

(a)社外論文 

社外論文は，図 3.3.1 に示すように売上や利益との相関はないが，技術完成度

を客観的に示す重要な指標であり，研究開発を評価するための成果物の一つとし

て採用した。社外論文は，社内の技術資料から企業秘密部分を取り除き，論文形
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式にまとめ直せば容易に作成できるものであり，一連の研究の締め括りとして社

外論文を位置付けることができる。また，学位取得のための必要条件であり，研

究者個人の将来にもつながるものである。 

社外論文は，「査読付き論文」と「査読なし論文」に区別し，各々の件数を評価

指標とした。なお，論文の質を表す一つの指標である論文引用数は，データが得

られる時点と評価する時点が大きくずれるため，日常の研究管理には使い難い指

標であるため除外した。 

 

 

 
 

 

 

 

社外論文は，「査読付き論文」と「査読なし論文」に区別し，各々の件数を評

価指標とした。なお，論文の質を表す一つの指標である論文引用数は，データが

得られる時点と評価する時点が大きくずれるため，日常の研究管理には使い難い

指標であるため除外した。 

 

 

 

 

(b)社外発表 

社外発表は，企業秘密から制限される部分もあるが，特許申請した後に社外発

表することは可能である。研究者の特性として自己満足的研究に陥る危険性があ

り，企業秘密の名の下に世の中で通用しない研究を続けている可能性がある。そ

のため，常に社外との接点を持ち，社外の評価に耐え得る研究レベルを維持する

ために社外発表を奨励している。社外発表を，学会の研究会での発表，全国大会

での発表，国際会議での発表に分類し，各々の発表件数を評価指標とした。 

 

(c)社内技術資料 

筆者が所属する研究所では，研究の中間過程で「技術ノ－ト」として個々の研

究成果をまとめ，これを積み重ねて，最終的に「研究報告」として研究成果を集

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

売上 ｖｓ 利益 売上／人 ｖｓ 利益／人 売上／人 ｖｓ 特許／人 

利益／人 ｖｓ 特許／人 売上／人 ｖｓ 論文／人 利益／人 ｖｓ 論文／人 

年       代

１９９２１９９１ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６１９９０

相

関

係

数

図 3.3.1 企業業績と知的成果物との相関関係 



82 

大成する研究スタイルが定着している。そのため，「技術ノ－ト」と「研究報告」

の件数を評価指標とした。 

 

(d)特許 

特許には，基本特許と応用特許があり，また，出願件数と項数，公開件数と項

数，公告件数と項数などのデータがある。我々は，今月の結果を見て来月の活動

にフィードバックできることを重視し，出願件数と項数を評価指標とした。前述

の図 3.3.1 で示したように，その年の特許の出願件数と売上，利益との間には非

常に高い相関があり，出願件数と項数だけで事業貢献度が十分評価できると判断

した。 

上記の(a)～(d)の検討結果をまとめると，4 種類の成果物を表 3.3.1 に示すよ

うに，社外論文-1（査読付き論文の件数），社外論文-2（査読なし論文の件数），

社外発表-1（国内学会の全国大会での発表件数），社外発表-2（国内学会の研究会

での発表件数），社外発表-3（国際会議での発表件数），社内技術資料-1（研究報

告の件数），社内技術資料-2（技術ノートの件数），特許の出願件数と請求範囲の

項目数，の 8 種類の指標で評価することにした。 

 
表 3.3.1 研究開発の成果物評価指標の一覧表 

成果物の種類 評価指標 内容 

社外論文ー1 査読付き論文の件数 
社外論文 

社外論文ー2 査読なし論文の件数 

社外発表ー1 国内学会の全国大会での発表件数 

社外発表ー2 国内学会の研究会での発表件数 社外発表 

社外発表ー3 国際会議での発表件数 

社内技術資料－1 研究のひとまとまりの成果としての「研究報告」の件数 

社内技術資料 
社内技術資料－2 

個別研究のその都度の中間成果としての「技術ノ－ト」の件

数 

特許 特許 特許の出願件数と請求範囲の項目数 

 
（2）知的生産性評価量の定義 

従来は，式(1)に示すように技術進歩を研究開発投資で割った値を研究開発の

生産性としている。これに対して，筆者らは，式(2)に示すように研究開発産出量
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(P)を研究開発費(C)で割った値を知的生産性の評価量(E)とした。 

     Ｅ ＝ Ｐ ／ Ｃ                          (2) 

従来は，表 3.3.1 の評価表のように個別評価項目について評価レベルを判定し，

数値化している。これに対して，筆者らは，研究開発産出量(P)が，評価項目 qi

と線形関係にあると仮定し，式(3)に示すように重み係数 wi と評価項目 qiの線形

式で表した。 

              n 

     Ｐ ＝ ∑wi qi                  (3) 

             i=1 

評価項目数ｎは 8 であり，各評価項目の q1，q2，---，q8は，それぞれ，社外論文

-1，社外論文-2，社外発表-1，社外発表-2，社外発表-3，社内技術資料-1，社内

技術資料-2，特許に対応し，その評価量 qi（i=1,2,---,8）は，各評価項目の成

果件数である。また，研究開発費(C)は，研究者数に比例した人工費と直接研究費

に使用する材料費等の合計値である。 

 
（3）知的生産性評価量の導出手順 

評価項目に対する価値判断は，研究管理者の感覚に頼らざるを得ない。そのた

め，式(3)で用いる重み係数 wi (i=1,2,---,8)は，ピッツバ－グ大学の Saaty 教

授が開発した人間の感覚による曖昧な部分を数量化することができるという特徴

を持った AHP(analytical hierarchy process)法[73]を用い，最も単純な一対比較デー

タから機械的に重み係数を求めた。すなわち，以下の手順で，評価項目毎に 1 対

1 の相対的重要度の相互比較を行い，その比較結果から重み計数 wi を導出する。 

(a)ワークシートへの一対比較の記入 

まず始めに，表 3.3.2 に示すワークシートを複数の研究管理者に配布し，項目

Ａと項目Ｂの二つの評価項目を比較して，どちらがどの程度重要かを判断し，数

値 1～9 で表した欄に○印を記入してもらう。表 3.3.2 の数値 1，3，5，7，9 には，

それぞれ「同等」，「若干重要」，「重要」，「明らかに重要」，「絶対に重要」の説明

を付けている。たとえば，「社外論文-1」と「特許」との重要性を比較して，「特

許」の方が「明らかに重要」と研究管理者が判断した場合には，ワークシートの

表中の「社外論文-1」と「特許」とを結ぶ行と，「特許」側（項目Ｂ側）の数値 7

（「絶対に重要」）の列との欄に○印を記入する。 
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表 3.3.2 重要度重み係数算出のための一対比較用ワークシート 

 左右の項目ＡとＢとを比較し，該当する数値の欄に○印をご記入願います。 

項目Ａ 

絶対

に  

重要 

  

明ら

かに

重要 

 重要   
若干

重要 
 同等  

若干

重要
 重要  

明ら

かに

重要

  

絶対

に  

重要 

項目Ｂ 

  9 8 7 6 5 4 3 2 1 2 3 4 5 6 7 8 9   

社外論文-1                                   社外論文-2

社外論文-1                                   社外発表-1

社外論文-1                                   社外発表-2

社外論文-1                                   社外発表-3

社外論文-1                                   
社内技術資

料-1 

社外論文-1                                   
社内技術資

料-2 

社外論文-1                                   特許 

社外論文-2                                   社外発表-1

社外論文-2                                   社外発表-2

社外論文-2                                   社外発表-3

 

(b)重み係数 wi の算出 

ワークシートの記入結果から，項目ｉと項目ｊの重要度の比較値 aij を式(4)

のように定める。 

aij＝wi / wj                          (4) 

 

たとえば，ワークシートの項目Ａ側の数値 7 に○印を記入した場合は，aij＝7 と

し，項目Ｂ側の数値 7 に○印を記入した場合は，aij＝1／7 とする。ここで，aij

＝1／ajiである。 

重み係数 wi は，この比較値 aijを用いて，式(5)～(8)に示すように算出する。 

一対比較行列をＡ＝［aij］とし，行列Ａの固有ベクトルをｖとする。 

 

 
                  (5) 
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(6) 

 

 
この時，一対比較行列Ａの固有値はｎ個存在するが，その最大固有値をλmaxとす

ると次の式が成り立つ。 

Ａｖ＝λmax×ｖ                                             (7) 

 

このときの固有ベクトルｖが重み係数ベクトル w に対応し，固有ベクトルｖを算

出することにより，重み係数 wi を求めることができる。 

w＝(w1,w2,…,wn) =(v1,v2,…,vn)                            (8) 

 

(c)整合度評価パラメータによる wi の検定 

ワークシートデータから決まる一対比較行列Ａの中に，矛盾した要素データ

aijが含んでいる場合がある。たとえば， 項目 1（社外論文-1），項目 6（社内技

術資料-1），項目 8（特許）において，その重要度の関係が，項目 1＞項目 6 かつ

項目 6＞項目 8 であれば，項目 1＞項目 8 となるはずである。すなわち，a16＞1

かつ a68＞1 で，a18＞1 となるべきところ，a18≦1 となる場合がある。この矛盾を

取り除くため，一対比較行列Ａの整合度 C.I.(consistency index)を，次の式で

求めて評価する。 

 
C.I. =                                                    (9) 

 
一対比較行列においては，λmax ≧n という性質がある。λmax ＝n が成り立つのは，

aｉｋ ＝aｉｊ×aｊｋがすべてのｉｊｋで成り立つ（整合性がある）場合である。こ

の性質を利用したのが式(9)であり，C.I.は，最大固有値のずれの程度（λmax －n）

を行列の大きさ（ｎ－1）で割った値を表す。この C.I.の値が，ある一定値以上

のデータを整合性のないデータと判断して棄却する。研究管理者の価値判断は，

往々にして矛盾する場合があるが，AHP 法では整合度評価により矛盾を取り除く

ことができる。 

 

(d)複数個の wi の平均化 

上記の(2)と(3)の手順により，一人の研究管理者のワークシートデータから重

λmax－ｎ 
ｎ－1 
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み係数 wi を算出する。 同様の手順で他の研究管理者のワークシートデータから

順次重み係数 wi を算出する。次に，算出した複数の重み係数の幾何平均をとる。

さらに，最も重要度の低い評価項目の重み係数の値を 1 として，規格化したもの

を最終的な重み係数 wi (i=1,2,・・・,8)とする。 

 

 
3.3.2 実証実験 

 

本提案の知的生産性評価方法を，筆者が所属した総合研究所に適用し有効性を

実証した。また，いくつかの今後の課題についても考察した。 

（1）実証対象と環境 

筆者が所属した総合研究所は，従業員 860 名（内，研究者 650 名）の研究所で

あり，複数の研究部門，各研究部門は複数の研究部，さらに各研究部は複数の研

究チームからなっている。 

最初に，一つの研究部門 D1 に本提案方式を適用した。研究部門 D1 に所属する

18 名の研究管理者に，表 3.3.3 に示すワークシートを用いて，評価項目に対する

重要度の相対評価を記入してもらい，このデータをもとに，評価項目の重要度重

み係数 wi を算出した。この値を研究部門 D1の共通の重要度重み係数 wi と定め，

研究部門 D1 に所属するすべての研究部および研究チーム単位に，研究開発算出量

Ｐおよび知的生産性の評価量Ｅを算出し，6 年間の年度毎の推移を比較した。 

つぎに，この評価指標を 5 つの研究部門(D1,D2,D3,D4,D5)すべてに適用した。

適用済みの研究部門 D1 と同様に，部門毎にその部門の研究管理者による一対比較

データから，その研究部門の重要度重み係数を算出し，研究部門毎の重要度重み

係数 wi を設定した。すなわち，研究部門毎の性格の違い（要素研究中心の部門

と製品開発に近い部門，ハードウェア中心の部門とソフトウェア中心の部門など）

を考慮し，かつ，各部門の納得性を高めるために，各部門の研究管理者自身に自

部門の重み係数を決めさせ，あえて総合研究所共通の重み係数とはしなかった。

研究部門，研究部，研究チーム単位に，年度毎の研究開発算出量Ｐおよび知的生

産性の評価量Ｅを算出し，3 年間にわたる年度毎の評価量Ｅの推移を比較した。 

 
（2）実証評価 

(a) 研究部門 D1 への導入 

研究部門 D1に所属する 18名の研究管理者が記入した一対比較ワークシートデ
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ータから一対比較行列Ａを求め，この行列から重み係数 wi (i=1,2,・・,8)を算

出した。その計算結果を表 3.3.3 に示す。表において，R1,R2,・・,R18 は各研究

管理者に対応し，それぞれの研究管理者が記入したデータ毎に，固有値λmax，w1，

w2，…，w8，整合度 C.I.を算出した結果である。一対比較行列Ａの例として研究

管理者 R1 のワークシートデータから作成したものを図 3.3.2 に示す。整合度 C.I.

の大きい（0.15 以上）データを削除するのがＡＨＰ法の基本であるが，この実証

導入では，整合度 C.I.が極端に大きい R8(C.I.＝0.323)と R9(C.I.＝0.577)のデ

ータを削除することにより，C.I.の平均値（幾何平均）を 0.15 以下(0.13)を確保

する形とした。次に残り 16 件のデータより wi それぞれの幾何平均を求め，規格

化した後，一番小さい規格化係数である w7を 1 としたときの重み係数（規格化重

み）w1，w2，…，w8を計算した結果，それぞれ 19，3，3，5，9，4，1，6 の値とな

った。 

 
表 3.3.3 重み付け係数 Wi の算出例 

氏名 
固有値 
λmax

ｗ1   
社外論
文－1 

ｗ2   
社外論
文－2

ｗ3   
社外発
表－1

ｗ4   
社外発
表－2

ｗ5   
社外発
表  －

3 

ｗ6  
社内技
術資料

ー1 

ｗ7   
社内技
術資料

ー2 

ｗ8   
特許 

整合度
C.I. 

Ｒ1 8.640 0.401 0.034 0.041 0.084 0.110 0.201 0.028 0.102 0.091 

Ｒ2 8.554 0.443 0.099 0.045 0.054 0.201 0.053 0.021 0.083 0.079 

Ｒ3 9.494 0.318 0.060 0.035 0.085 0.138 0.044 0.014 0.306 0.213 

Ｒ4 8.617 0.218 0.023 0.031 0.062 0.166 0.219 0.023 0.257 0.088 

Ｒ5 9.096 0.368 0.055 0.047 0.089 0.104 0.060 0.016 0.262 0.157 

Ｒ6 9.012 0.371 0.028 0.038 0.084 0.284 0.072 0.016 0.108 0.145 

Ｒ7 8.845 0.446 0.072 0.058 0.058 0.233 0.053 0.016 0.063 0.121 

Ｒ8 10.260 0.493 0.253 0.020 0.036 0.084 0.048 0.014 0.053 0.323 

Ｒ9 12.039 0.187 0.028 0.032 0.114 0.088 0.283 0.145 0.122 0.577 

Ｒ10 9.166 0.358 0.079 0.077 0.072 0.290 0.078 0.017 0.029 0.167 

Ｒ11 8.563 0.310 0.065 0.038 0.080 0.247 0.192 0.023 0.044 0.080 

Ｒ12 8.921 0.424 0.126 0.046 0.144 0.162 0.054 0.017 0.026 0.132 

Ｒ13 9.407 0.410 0.041 0.051 0.182 0.111 0.034 0.013 0.158 0.201 

Ｒ14 8.722 0.339 0.082 0.051 0.090 0.227 0.144 0.030 0.036 0.103 

Ｒ15 9.483 0.343 0.196 0.046 0.120 0.091 0.039 0.014 0.150 0.212 

Ｒ16 9.076 0.337 0.017 0.039 0.070 0.150 0.156 0.019 0.212 0.154 

Ｒ17 8.649 0.320 0.023 0.095 0.093 0.100 0.053 0.020 0.295 0.093 

Ｒ18 8.816 0.454 0.050 0.045 0.072 0.118 0.159 0.019 0.083 0.117 

                      

［ 集計 ］                     

幾何平均 8.94 0.36 0.05 0.05 0.09 0.16 0.08 0.02 0.10 0.13

規格化   0.40 0.06 0.05 0.09 0.17 0.09 0.02 0.11   

                      

規格化重み   19 3 3 5 9 4 1 6   
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図 3.3.2 一対比較行列 A の例 

研究部門 D1 における，1990 年度から 1995 年度まで 6 年間の年度毎の知的生産

性評価量Ｅを，上記で求められた wi (i=1,2,---,8)と各年度の成果評価量 qi

（i=1,2,・・,8）とを用いて，式(2),(3)により算出し，図 3.3.3 に示した。図に

示された知的生産性評価量の推に見られるように，本評価法の導入前の知的生産

性評価量は 1.3 程度であったが，導入後は年々向上し，5 年間で約 2 倍の値を示

した。 

 

 
3.3.3 評価と考察 

 

（1）評価 

1996 年度から 1998 年度の 3 年間にわたり，D1,D2,D3,D4,D5 のすべての研究部

門について，その成果データより知的生産性評価量を算出した。つぎに，全ての
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研究部門への導入の妥当性を評価するため，事業部門から研究所への委託研究の

全研究に占める割合である受託率を導入した。受託率は，事業部門がどの程度研

究所を信頼しているかを示す指標の一つであり，企業の研究所の技術競争力を表

す指標でもある。具体的には，全研究開発費に占める委託研究開発費の割合を示

す受託率の年度毎の値とこの知的生産性評価量との相関関係を，研究部門毎に 3

年間にわたり計算し，図 3.3.4 に示した。 

図 3.3.4 知的生産性評価量と受託率との相関（部門別） 

 
図 3.3.4 のグラフに示すように，受託率と知的生産性評価量との相関係数を求

めると，0.90 と大きな値となり，この二つの指標間には大きな相関があることが

明らかになった。この受託率は，事業部門から研究所へ直接出される研究依頼の

比率を示すもので，依頼研究開発費は，依頼した事業部門の損益に直接影響する

ため，受託率が大きい研究部門は，事業貢献度も高いと判断できる。このことか

ら，本提案の評価方式は，社外論文，社外発表，社内技術資料，特許といった研

究現場ではごくありふれた日常活動の指標の組合せであるが，事業貢献度の評価

指標として用いることも可能であることを示すことができた。図 3.3.4 のグラフ

において，受託率をｙ，知的生産性評価量をｘとすると，これら二つの指標の間

に，式(10)の関係が成り立つことがわかった。 

ｙ ＝ 0.18 ＋ 0.18ｘ               (10) 
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また，図中の矢印で各研究部門の年度毎の変化状況を示したが，すべての部門

において知的生産性評価量が，0.98→1.55→1.93，1.27→1.59→1.88，2.85→3.14

→3.38 と伸びている。このことから，研究部門 D1 での実証導入の場合と同様に，

技術や研究対象が異なる総合研究所の全部門に拡大しても，本提案方式の研究管

理により知的生産性向上が実現可能であることを示すことができた。 

さらに「研究部門」の下部組織である 17 の「研究部」すべてに対する 1997 年

度における受託率と知的生産性評価量との相関関係を図 3.3.5 に示した。受託率

と知的生産性評価量との相関係数は，0.83 となり，研究部レベルでも比較的大き

な相関があることが明らかになった。このことより，研究部に対しても本提案方

式が有効性であることを示した。ただし，研究部門に比較してやや小さい相関と

なっている。 

図 3.3.5 知的生産性評価量と受託率との相関（部別） 

 
（3）考察 

研究現場において定量的評価指標による研究管理を実施することが可能である

ことを実証した。また，本研究管理により，部門によりバラツキがあるものの何

等かの知的生産性が向上したことが認められた。以上のことから，本提案方式の

有効性を示すことができた。 

ただし，提案方式には次の課題が残されている。 
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(a) 評価式は，算出量Ｐと評価項目 qi の間の線形性を仮定した。また，一対比較

の際に数値 1，3，5，7，9 という重み付けをし，一対比較結果からモデルの

残差を考慮せずに，固有方程式に持ち込んだ。これらの仮定が妥当であるこ

とを理論的に検証することが今後の課題である。 

(b) 今回の実証評価では，5 つの研究部門と 17 の研究部について導入を行い，知

的生産性評価量の年度毎の伸びや，受託率と知的生産性評価量との相関関係

を評価したが，さらに多数の研究組織に本方式を適用して評価することによ

り，本方式の信頼性が高いことを実証する必要がある。 

(c) 今回の実証では，電子，情報，通信の分野を担当する総合研究所に適用した

が，さらにエネルギー，材料，機械，半導体などの分野に適用対象を広げ，

本提案方式の知的生産性評価法がより広く適用可能であることを実証するこ

とが残された課題である。 

(d) 図 3.3.4 において知的生産性評価量が 2.85～3.38 と非常に大きな値を示して

いる部門は，5 年先行して本評価法を導入したＤ1 である。他の部門の値は，

0.98 から 1.96 の間にあるが，この値は図 3.3.3 に示す導入当初の D1 の値と類

似している。このように，技術や研究対象に関係なく導入当初の知的生産性

評価量は 1.5 前後と類似しており，5 年程度で 3.0 前後に伸びていく変化パタ

ーンが推測されるが，継続して実証評価する必要がある。 

(e) 受託率と知的生産性評価量との相関係数が，研究部門では 0.90，研究部では

0.83 というように組織の規模が小さくなるにしたがい，ばらつきが大きくな

り相関係数が小さくなっている。この原因は，小さな規模の研究組織では，「基

礎研究」だけとか，「分析」だけというように役割が偏るため，受託率と知的

生産性の関係のばらつきが大きくなり，逆に，大きな規模の研究組織では，

多種類の研究が混在し，平均化され，ばらつきが小さくなるためと推測でき

る。しかしながら，おのおのの研究組織が定量的評価指標により目標をもっ

て研究管理を行うことにより，研究活動の向上を狙うという本提案方式の趣

旨からすると，本方式は，小さな研究組織にも適用できる。 

 

 
3.3.4 まとめ 

 

本節では，企業内研究所における日常の研究活動に，自部門の研究管理者が自ら

設定したグループの評価指標による目標管理の場を与えることにより，協調的達成
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力向上につながったことが，筆者が所属した総合研究所における8年間にわたる運

用により検証できた。 

考案した評価指標は，企業内研究所の役割である「技術完成度」，「事業貢献度」，

「独創度」を反映したものである。この評価指標は，受託率と高い相関があり，

事業貢献度の評価指標としても用いることが可能であることを示した。すなわち，

グループの特許や論文が年々増加し，比例して依頼研究も増えることが確認でき

た。主観的な要素，たとえば特許や論文の質的要素を考慮しなくても件数だけの

指標で日常の研究活動の活性化に寄与することが確認できた。 

さらに，本提案方式の信頼性の高さや適用範囲の広さを実証することなどの，

今後に残されたいくつかの課題について考察した。 

本節では，知的生産性を企業の側面から定義してその評価指標を考案したが，

さらに研究活動に関するより広く深い考察の上，知的生産性を定義しなおすこと

により，他の研究機関への適用可能性を検討することが今後の課題である。 

 



第４章 結論 
 

 

 

本論文に記す研究は，協調的達成力を育む知的活動の場を考案することを目的と

し，その効果を検証したものである。近年，個人の能力を持っていても集団の中で

は力を発揮できない人が増えている。この問題に対して，グループ学習などの試み

がなされているが，実際には、集まるだけでは不十分である。 

本研究においては、その原因は自律的な協調関係の不足と継続的な取組みの不足

にあると考えた。その解決のために、自己決定的な協調活動を促す目標設定と活動

成果を評価してフィードバックする場を継続的に構築することを提案した。本提案

の有効性を検証するために、小学校、高等専門学校、大学、企業研究所の4つの環

境で実験を行った。いずれにおいても，グループ内の協力関係が強化され，グルー

プの知的活動が活性化され、協調的達成力を育む場となった。教育環境においては

勉学意欲が高まり，発想の拡大につながること，研究環境においては知的生産性の

向上や受託研究の増加につながることが確認できた。 

第1の対象の小学校では，高学年の算数の授業に，グループ学習を取り入れ，海

外との遠隔協同授業における成果発表の場を与えた。その結果，言葉の違いや時差

を乗り越えて，線対称・点対称という概念を実践的に学ぶことができた。海外との

競争心が高まるとともにグループ内の協調活動が促され、お互いの文化に刺激され

発想が広がり，協調的達成力を育む場となった。 

第2の対象の高等専門学校では，知識工学の授業に，プロジェクト管理機能を備

えたグループ学習を取り入れ，成果発表およびWebベースの質疑応答の場を与えた。

その結果，活発な議論が起こり，能動的な学習が強化され，協調的達成力を育む場

となった。学習時間比から予習中心型の学習形態になることが確認され，学習時間

が大幅に増加し，お互いの発表に対する意見交換も活発になった。さらに，電子メ

ールによる進捗報告や教師からの応答や督促などの作業に関し，電子メールの自動

管理機能を利用することにより教師の負荷を低減できた。 

第3の対象の大学では，大教室で行う講義に，事前・事後のグループ学習を取り

入れ，公開授業における成果発表の場を与え，学生の視点で授業を運営した。その

結果，学生の参加意識が高まり，活発な議論が起こり，勉学意欲が高まり，協調的

達成力を育む場となった。100名以上が履修する一般の講義科目である1年次選択科
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目「情報産業論」の授業に提案方式を適用した結果，従来の教師による講義に欠け

ている新鮮な刺激を与えることにより活発な質疑応答が行われ，試験の結果も優れ

ていることが確認できた。また，非常勤講師による特別講義である3年次選択科目

「情報システム特論」の授業にも提案方式を適用した結果，従来の一方通行の講演

とは異なる新鮮な刺激を与えることにより活発な質疑応答が行われ，講演内容を鵜

呑みにせずに自分の目で確かめることの重要さを認識させることができた。特に，

経営情報系講義科目のうちで単元ごとの独立性が高く，単元ごとにグループを編成

して最新のデータを収集したうえで考察をくわえられるといった特徴を持つ科目

にグループ学習形式を導入することは可能であり，教育効果が大きい方法であるこ

とが確認できた。 

第4の対象の企業研究所では，日常の研究活動に，自部門の研究管理者が自ら設

定したグループの評価指標による目標管理の場を与えた。その結果，グループの特

許や論文が年々増加し，比例して受託研究も増え，協調的達成度向上につながった。

主観的な要素，たとえば特許や論文の質的要素を考慮しなくても件数だけの指標で

日常の研究活動の活性化に寄与することが確認できた。この研究管理システムの第

1の特徴は，その組織に所属する複数の研究管理者自身によって指標が作られ、従

って、当事者の納得が得られている点である。第2の特徴は，主観的要素を極力排

除した点である。第3の特徴は，事業への貢献度を評価する要因を含んでいないが，

結果として貢献度が向上した点である。 

以上，本論文では，自己決定的な協調活動を促す目標設定と活動成果を評価して

フィードバックする場を与えることにより，グループの知的活動が活性化し，協調

的達成力を育む場となった。その結果，教育環境においては勉学意欲が高まり，発

想の拡大につながること，研究環境においては知的生産性の向上や受託研究の増加

につながることが確認できた。 

今後の課題は，常に新鮮な目標を与え，知的活動を継続することである。また，

教育においては教員の負荷低減のための支援ツールを整備すること，研究において

は他の研究機関への適用可能性を検討することである。 

また，以下の課題についても研究を深める必要がある。 

(1) 協調的達成力を向上するための知的活動の場を構築する方法論の確立 

本研究においては，各々の知的活動に合わせて場を設計したが，共通する設計基

準を確立するまでには至っていない。更なる試行を繰り返し，方法論として確立し

て，広く普及させることが今後の課題である。本研究で明らかになった教育の場の

設計要件としては，次のものが挙げられる。 
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① グループ学習を基本とする。グループの人数は３～５名が望ましい。グループ

編成は学生の自主性に任せることが望ましいが，ある程度教師による調整が不

可欠である。 

② 学習目標を与え，その範囲内でテーマ選択を自主的に行わせる。ただし，教師

による事前チェックを行い，学習目標にそぐわないテーマやグループ間で重複

するテーマなどの調整を行う。 

③ グループ内の活動を活性化する仕掛けを与える。グループ学習でよく見かける

のは，リーダ任せの独裁グループ，分担を決めるだけの効率グループ，誰もリ

ーダシップを発揮しない無責任グループなどである。そのため，進捗管理技法

などを活用して，適度のタイミングで介入することが必要である。グループ内

の意見交換をチャットのような形態で行わせることを義務付け，グループの活

動内容をエビデンスとして残し評価するのも効果的な方法である。 

④ グループ学習の成果を発表する場を与える。履修者のみならず，広く参加者を

募り，多くの聴衆の前で発表させることにより緊張感を高める。グループ間の

競争心をかき立たせ，グループの結束を強めることが協調的達成力の向上には

不可欠である。 

⑤ 発表に対する評価結果をフィードバックする。発表して終わりという授業形態

が多いが，同じ過ちを繰り返す可能性が高く，必ずしも達成力向上にはつなが

らない。発表に対する質疑応答や，いろいろな視点からのコメント，評価など

を広く集めて発表グループにフィードバックし，他の優れたグループの発表も

参考にして成果物を完成させるプロセスが重要である。 

(2)協調的達成力を測る尺度の確立 

本研究においては，グループ活動が活性化し，グループ活動の成果を評価するこ

とにより，個人の協調的達成力の向上につながるとしている。しかしながら，この

論理には若干の飛躍があり，グループと個人の関係を解明する必要がある。 

また，授業以外の学習時間が大幅に増加し，学習活動が活性化されたことは明ら

かになったが，ある意味で学習効率は低下している。学習効率をどのように捉える

べきかは今後の課題である。 

(3)知的生産性評価指標と受託率の関係の普遍性 

本研究においては，企業の研究所における知的生産性評価指標と受託率（研究開

発費に占める競争的資金の割合）の相関が高いことを証明したが，受託率は経済環

境により影響を受ける。一般に，好況期においては事業部からの委託研究費が増加

し，不況期には減少する。本研究は，1990年から1998年の間の適用実験から相関が

95 



高いことを証明したものであり，不況期のデータである。しかしながら，好況期に

おいても同様のことがいえるかは不明である。 

(4)知的生産性評価指標の継続的適用 

筆者が退職した1999年以降の適用状況について追加調査した。その結果，本研究

で確立した知的生産性評価指標は現在でも日常の研究管理に活用されていること

が確認できた。しかしながら，その中身は大きく変貌し，研究部門間の比較評価に

利用されていた。その結果，次のような改悪が行われ筆者の狙いとは全く異なるも

のとして引き継がれていた。 

① 指標に対する部門間の公平性が問題になり，研究所全体で一律のウエイトパラ

メータが採用されていた。その原因は，一対比較法によりウエイトパラメータ

を求める手間を省略して直接いじり，合計値が50になるように規格化された数

値がバラバラな合計値になってしまったので，これを是正するために一律な数

値にしたということである。 

② 知的生産性評価指標は研究開発費100万円に対する評価量として産出するもの

であるが，研究者１人あたりの評価量として産出するようになっていた。すな

わち，要素研究中心の研究部門では研究開発費が少なく，試作費や外注費が大

きな比率を占める開発中心の研究部門では研究開発費が大きい。そのため，前

者が後者より常に知的生産性が高いと評価される。この不公平感を是正するた

めに人工ベースで評価するように改めたということである。 

その結果，要素研究部門の知的生産性評価量は下がり，開発研究部門の値は上がっ

て，ほぼ同じ値に収斂しており，意味のない公平感を与える結果となっていた。 

研究部門の協調的達成力を高めるために，研究管理者が自らの目標として設定す

る知的生産性評価指標を考案し，ほぼ10年間日常の研究管理に適用して定着させた

つもりであったが，思想を継承することの難しさを痛感した。継承するために必要

な人の心のつながりという観点からの研究が不足しており，今後の課題である。 

(5)協調的達成力という言葉の定着 

中村善太郎教授によれば，「管理工学の本質は，人の心をつなげることである。

すなわち，良いものは人の心がつながって出来上がっている。目標達成のためにい

かに人の心を統合するかを研究することが管理工学が目指す研究である」と述べら

れている。本研究は，微力ながらこの言葉に通ずるものであり，筆者の造語である

協調的達成力（CGA:cooperative goal achievement）という言葉が認知され，広く一般

用語として使われるようになることを願うものである。 
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付録１  ２１世紀に産業界で活躍できる

人材の要件 

 

 

付1.1 産業を取り巻く環境の変化 

 

従来の日本企業は，米国企業というお手本があり，彼らに追いつき追い越すため

のキャッチアップ型経営が行われた。その結果，どの日本企業も同じような目標を

持ち，横並び的経営と2番手商法と呼ばれる経営が行われた。このような企業にお

いては，個性的な人材よりは，欧米の技術をいち早く導入できる理解力の高い人材

が望まれた。「平均的に質の高い人材を育成する」という日本の教育により，理解

力に優れたキャッチアップ型人材が社会に大量に送り出され,今日の日本経済の発

展に寄与した。 

近年，産業界は厳しい経済環境の下，国際的競争力強化のため思い切った改革を

行っている。すなわち，欧米に追いついた日本企業は，逆に，中国や韓国の企業に

急速に追い上げられる立場になり，従来のキャッチアップ型経営では成り立ち得な

くなった。お手本のない社会であり，1番手しか旨みのある商売ができないクリエ

ーティブ型社会である。世界に先駆け新製品・新サービスを創造し，特許で武装し

て他社の追従を許さない体制を確立することが，企業が生き残るために不可欠にな

っている。 

このようにキャッチアップ型企業からクリエーティブ型企業への変革を目指す

企業が増えたことにより，理解力に優れたキャッチアップ型人材よりは，創造力に

優れたクリエーティブ型人材を望む声が高まっている[1]。 

経団連（現在の（社）日本経済団体連合会）の人材育成委員会では，経団連会員

各社の意見を取りまとめ，政府その他関連機関にいろいろな提言を行ってきた

[2][3][4][5][6]。筆者らは，経団連の産業技術委員会のメンバーとして会員各社の意見

を取りまとめ，旧通産省，旧科学技術庁，旧文部省の担当部門の課長および課長補

佐の方々と意見交換して提言書[2]を作成した。この提言書が第1次科学技術基本計

画の骨格を形成し，緊縮財政の中で大きな国家予算が科学技術振興のために投入さ

れた。この方針は，第2次科学技術基本計画，第3次科学技術基本計画へとつながっ

た。この提言書は，創造的な人材育成のための5つの（政府への）提言と7つの（企
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業自らの）アクションからなっている。 

5つの提言 

• 教育にかかわる規制緩和を進める。（画一的な教育システムからは創造的

な人材は生まれない。各教育機関がその特色を発揮できるように，カリキ

ュラム編成，教材選択，教員資格，学校選択，飛び級，大学入学年齢，大

学の自由裁量，各種学校からの大学入学資格などの弾力化が必要である。） 

• 教育機関の多様化・個性化を進め，多くの峰を持つ教育体系を構築する。

（学生が目的・意欲・能力に相応しい教育機関を主体的に選択できるよう

に，従来のピラミッド型序列を改め，多様化・個性化を推進する。また，

編入枠や単位互換制度の拡大を図る。） 

• 複眼的評価の大学入試を行う。（ピラミッド型序列を助長し，教育を歪め

る最大の要因である受験戦争を是正するため，知識の量だけを評価する形

態を改める。） 

• 思考力と体験を重視しつつ，ゆとりのある学校教育を行う。（討論やフィ

ールドワークなど，思考力や体験を重視する教育を行ない，主体的に行動

できる子供を育てる。） 

• 家庭の教育力を回復する。（学校任せの教育にせず，家庭や地域も役割分

担と相互連携を行う。特に，社会経験豊富な父親が家庭教育に参加するこ

とが必要である。） 

7つのアクション 

♦ 採用時に学校名を聞かない⇒開かれた採用の推進と求める人材の明確化 

♦ 入社式がなくなる⇒通年採用への移行 

♦ 新卒にこだわらない⇒経験者採用（中途採用）の拡大 

♦ 個人のやる気と能力を引き出す⇒柔軟な処遇・評価制度の構築 

♦ 教育支援ネットワークを構築する。 

♦ 教員の海外派遣研修プロジェクトなど教育への支援活動に取り組む。 

♦ フォローアップ協議会を設置する。 

 

これらの提言に関しては，文部省が実践に移したものもあるが，必ずしも成功し

ているとはいえない。たとえば，ゆとり教育については見直しが始まっている。ア

クションに関しては，経団連をはじめ各企業が実践に移したが，必ずしも成功して

いるとはいえない。たとえば，採用時に学校名を聞かないようにした結果，逆に特

定大学に採用が集中してしまったという会社もある。 
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このように人材育成に関しての施策は大変難しく，各方面の地道な努力の積み重

ねが不可欠であることを痛感した。このような反省から自らが実践できる範囲の改

善策を実践している。 

2004年12月に開催された産学官連携ビジネス交流会[7]においても，「人材育成に

おける産学間のミスマッチをいかに解消するか」＜ＩＴ分野における人材育成＞と

いうテーマでパネルディスカッションが行われた。筆者は座長として次のように議

論をまとめた。 

a) 企業が求める人材：実学重視，即戦力 

b) 大学が育てる人材：理論重視，人格形成の場 

c) 改善策 

• Ａ氏の提案：教員の意識改革が必要である。そのためには，競争原理を導入し，

教員のスキルアップを図るべきである。 

• Ｂ氏の提案：実践的なインターンシップを実施する。そのために産学コンソー

シャムを形成することが有効である。 

• Ｃ氏の提案：ソフトウェア工学への戦略的取組みを強化する必要がある。先端

教育・実務知識を取り込んだＩＴ基盤技術教育と，研究室を核としたチームベ

ースリサーチが車の両輪である。 

• Ｄ氏の提案：ＩＴ企業競争力の指標となっている企業資格認定制度を活用する。 

• Ｅ氏の提案：柔らかな頭脳と確かな技量を目指した実践教育により，基礎学問

と創造力の重要性を再認識させる。 

• Ｆ氏の提案：ＩＴトップガン候補生を生み出す教育メニューとして，実践教育，

一流技術者から学ぶ，広い視野とアンテナ，最後まで追及，じっくり考えまと

める，などの施策を行う。 

d) 筆者からの指摘 

• 指摘1：企業が要求する矛盾，すなわち，企業は即戦力を期待しているが，新卒

採用では能力（技術教育）より人格重視（人間教育）の傾向が強い。 

• 指摘2：大学が目指す矛盾，すなわち，「陳腐化しないストックの知識」を教育

するという目標に対し，ＩＴ分野でフローの知識とストックの知識の必

ずしも明確でなく，「陳腐化したフローの知識」を教えている危険性が

ある。また，「親の背を見て子は育つ」という教育と研究を一体化した

伝統的な教育法が現代の子供にも通用するのか疑問がある。 

• 指摘3：年功序列の崩壊がミスマッチの解決につながる可能性がある。すなわち，

年功序列が崩れれば，ほとんどの親は学費を負担できなくなり，欧米並
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みに自分で稼いだお金で大学に通う学生が増える。社会人学生が増えれ

ば大学は変わる。 

このような議論は古くから行われており，その時代背景から議論の争点は変化し

ているように見えるが，産学間の人材育成に関するミスマッチの本質はそれほど変

化していない。 
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付1.2 期待される人材の要件[8] 

 

産業界が求める人材像に関しては，経団連の報告書[2][3][4][5][6]や講演会[7]などで

紹介されている。たとえば，付表 1.1 は経団連の報告書[4]に示されている期待さ

れる人物像である。こんな人物がいれば素晴らしいことであるが，いわずもがな

の能力を列記したに過ぎない。 

産業側の需要と大学側の供給との間のミスマッチを明らかにするためには，従

来の教育が目指した教育目標と今後の教育が目指すべき教育目標の違いを明確に

すべきである。 

 

付表1.1 期待される人物像 

出典：産業技術実態調査報告書，経団連(1998) 

（1）人材の採用と育成状況 

付図1.1に示すように，「採用も育成も期待通りできている」という意見は非常

に少なく，「採用も育成も期待通りできていない」という意見も少数派である。「採

用はできているが，思うように育成ができていない」という意見が最も多く，「期

待通りの採用はできていないが，育成でカバーしている」という意見も多い。 

出典：産業技術実態調査報告書，経団連(1998) 

付図1.1 人材の採用と育成の状況 

主体性（問題発見，設定，解決能力） 

プロ意識（職業観，責任感，倫理観） 

基礎的能力 

知力（基本知識，基礎学力，コミュニケーション能力，英語力，

情報活用能力） 

将来ビジョンの提示，社会変革の実現 

起業家精神，リーダシップ 

国際的能力 

高度な専門知識・最先端知識 

0 50 100 150 200

採用×、育成×

採用×、育成○

採用○、育成×

採用○、育成○

回答人数
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期待通りの採用ができているという意見の多くは，量的な確保ができており，質

的なレベルアップは企業内で行うというものであり，必ずしも質的な確保ができて

いるという意味ではない。しかし，最近は企業の余力が減少し，即戦力となる質の

高い人材を望む企業が増えている。そのため，新卒採用が減少し，中途採用（他の

企業で育成された人の採用），外国人採用，嘱託社員などに活路を見出している。

根本的には、初等中等教育からしっかりと学習の動機付けを行い、高等教育では質

の高い人材育成を期待するものである。 

 

（2）今後増やしたい人材 

今後増やしたい人材と減らしたい人材について，多くの意見が寄せられている。

たとえば，柔軟な発想力，創造力，企画力などを持ち，構想力・分析力・洞察力に

優れ，国際感覚のある人で，起業家としての行動力・自立性・チャレンジ精神など

の資質があり，マルチタレント的なゼネラリストが望まれている。逆に，頭が固く，

視野が狭く，協調性に欠け，受身で，自分の意志がなく，指示待ちタイプ，覇気が

なく，安定指向で，事なかれ主義の人，単なるゼネラリスト，外国語嫌い，評論家

タイプなどが嫌われている。 

これらの要件は今も昔も変わらないものが多いので，今まで望まれていた人材と

これから望まれる人材という観点で整理し直すと付表1.2のように集約できる。こ

れらの要件を満たす人材となるための必要条件と十分条件について考察する。 

 

付表 1.2 望まれていた人材と望まれる人材 

今まで望まれていた人材 これから望まれる人材 期待される人材要件 

安定的な人 挑戦的な人 ⇒創造力 

命令を着実に遂行できる人 自ら行動できる人 ⇒自立性 

組織の中で協調できる人 組織の枠を越えて協調できる

人 

⇒協調性 

海外でも活躍できる日本人 国際感覚を持った国際人 ⇒国際性 

分析・改善型 収集・発信型 ⇒情報活用力 

 

1) 創造力 

既成概念にとらわれず，自ら好奇心に従って考える姿勢が重要である。創造性の

必要条件は好奇心を持つことであり，実学分野での十分条件はニーズを見つけて既

成概念にとらわれずに応えることである。特に，専門分野の壁を作ることなく幅広
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く交流することが創造性を高める鍵を握っている。 

2) 自立性 

自ら課題を形成し，その課題に挑戦する姿勢が重要である。自立性の必要条件は

自ら行動できることであり，十分条件は結果に自ら責任を持つことである。どのよ

うな環境（組織や制度や予算などの制約）下でも力が発揮でき，また，自ら働きや

すい環境を作り出す工夫をする態度が望まれる。 

3) 協調性 

創造性や自立性を重視しているが，個人主義を奨励している訳ではない。従来と

同様に社会人としての協調性は不可欠であるが，組織の中での協調性から組織の枠

を越えた協調性が問われるようになっている。必要条件は誰とでも力を合わせて仕

事ができることであり，十分条件はその集団の中でリーダシップが発揮できること

である。 

4) 国際性 

ネットワークの発達により，急速にグローバル化が進展しており，今後ますます

海外の人々との接点が増える。従来は日本から見た海外であったが，今後は日本と

いう枠を越えて真の国際人が望まれている。すなわち，従来は数年の海外勤務の後，

最後は日本に戻るという形態が多く，海外勤務は単身または家族を連れて行っても

子供は日本人学校に入れ，日本人同士で集まる人が多かった。今後は現地に溶け込

み，海外で骨を埋める覚悟で仕事をする人が望まれる。必要条件は英語で仕事がで

きることであり，十分条件は相手の価値観・文化・発想の違いを理解し尊重し大い

に議論できることである。 

5) 情報活用力 

情報化社会において，情報の活用能力の差が，その人の仕事遂行能力の差となっ

て表れる傾向が強まる。必要条件は世界の情報を活用できることであり，十分条件

は世界に情報を発信できることである。 

以上，企業トップは，厳しい経済環境の中で生き残り，豊かで魅力ある会社に変

革するため，英語や情報技術を駆使して国際人として自立的に活躍できる人材を求

めている。特に，創造力豊かな人材をいかに育成するかという点に関心が集まって

いる。 

 

（3）創造性の育成 

創造性の育成法という観点からのアンケートによれば，付図1.2に示すとおり，

「チャレンジングなプロジェクトに投入する」，「複数のジョブを経験させる」，
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「外部との共同研究を行わせる」といった方策が上位を占める。すなわち，定型的

な育成プログラムでは育成できない，実務経験なくして創造的人材は生まれないと

考える経営者が多い。 

出典：産業技術実態調査報告書，経団連(1998) 

付図1.2 人材の創造性の育成方法 

 

（4）創造性の評価 

資質評価の着眼点としては，各社いろいろな評価項目，たとえば，基礎技術力，

応用行動力，創造的革新能力といった観点から評価しているが，創造性の評価は難

しい。 

評価方法としては，外部評価，上長評価，実績主義，プロセス評価，資質評価な

どが上げられるが，大きく成果主義と資質評価に分かれる。成果主義の場合は，評

価期間が問題であり，1年間では早すぎる，3年間が適当，5年間では遅すぎるとい

う意見が多い。 

 

（5）創造的開発に効果がある方策 

創造性の発揮を促すモチベーションとして有効な方策は，付図1.3に示すように

「報奨制度」や「自己裁量権の拡大」よりも「組織横断的なプロジェクトチーム」

の方が有効と考えられており，創造的な研究開発に効果がある方策は，付図1.4に

示すように「他企業との共同開発」が最も有効と考えられており，「大学・研究機

関への派遣」については，それほど有効とは考えられていない。 

0 200 400 600 800 1000 1200

その他

特別な資格認定制度

社内ﾍﾞﾝﾁｬｰ制度

特別な研修プログラム
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優れた先輩による指導

外部との共同研究開発

ジョブﾛｰﾃｰｼｮﾝ

ﾁｬﾚﾝｼﾞなﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
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出典：産業技術実態調査報告書，経団連(1998) 

付図1.3 創造性の発揮を促すモチベーション 

 

注：国内とは、日本の大学・研究機関・企業との連携を示す。 

海外とは、欧米の大学・研究機関・企業との連携を示す。 

出典：産業技術実態調査報告書，経団連(1998) 

付図1.4 創造的研究開発に効果のある方策 

0 200 400 600 800 1000 1200

特別な資格

社内公募制度

特別な処遇

自己裁量権の拡大

研究成果に対する報奨制度

組織横断的なﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ
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付録２ 国立研究機関の外部評価 
 

 

付2.1  外部評価に参加した国立研究機関 

 

筆者は，国立研究機関の外部評価委員として，4 つの国立研究所の外部評価に

携わった。その経験から，現在の評価方法とその問題点および筆者が提案する評

価方法の適用可能性を探るものである。 

 

（1）旧郵政省傘下の通信総合研究所[9] 

旧郵政省傘下の通信総合研究所（以下，通総研と略す）は，情報通信分野にお

ける唯一の国立研究機関として情報，通信，電波の各分野にわたり，基礎から応

用までの幅広い研究開発を行っている。通総研の研究開発は次の 3 つの分野に大

別される。 

① 情報通信系：ネットワーク技術，衛星通信技術，移動体通信技術，視聴覚機

構の解明なで情報通信に関する研究開発 

② 環境科学系：太陽と地球の間の宇宙空間物理の研究，電磁波による地球環境

計測の研究開発，超精密時間空間計測など環境と計測に関する研究開発 

③ 材料物性系：新しいレーザ技術，超伝導現象を利用した素子技術など通信・

計測用の新しい材料・素材に関する研究開発 

この他，次の定常業務を実施している。 

④ 無線機器の型式検定および校正 

⑤ 標準時の維持および標準周波数の供給 

⑥ 電離層の定常観測 

⑦ 電離圏世界資料センター 

⑧ 宇宙環境情報サービス 

 

このように多岐にわたる研究開発内容を外部評価するために，次の 7 つの研究

部門に分類し，それぞれに対応する研究評価委員会を設けて個別の評価を行った。 

• 光部門：10 名（日本 6 名，アメリカ 2 名，カナダ 1 名，ドイツ 1 名） 

• 基礎部門：10 名（日本 8 名，アメリカ 2 名） 

• マルチメディアネットワーク部門：6 名（日本 5 名，アメリカ 1 名） 
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• 無線通信部門：6 名（日本 5 名，アメリカ 1 名） 

• 宇宙科学部門：4 名（日本 3 名，ドイツ 1 名） 

• 地球環境計測部門：4 名（日本 3 名，アメリカ 1 名） 

• 時空計測部門：5 名（日本 4 名，フランス 1 名） 

11 月下旬に研究評価用資料が配布され，各委員が個別に書面審査を行って回答書

を作成し，12 月上旬から中旬にかけて各研究部門毎に研究評価委員会を開き，1

月下旬に各研究部門毎の報告書を作成した。 

運営評価委員会は，8 名の運営評価委員と 7 名の研究評価委員会の各委員長で

編成して総合的に評価を行った。 

• 運営評価委員会：15 名{運営評価委員 8 名（日本 6 名，アメリカ 1 名，カナ

ダ 1 名）＋研究評価委員長 7 名} 

運営評価委員は，当時理化学研究所理事長の有馬先生を委員長として，ＮＴＴ研

究開発本部長，毎日新聞社ジャーナリスト，経団連産業技術懇談会主査（筆者），

科学技術庁科学審議官，明治学院大学教授，米国 NOAA ETL 所長，カナダ CRC 所長

の各委員である。 

1 月上旬に運営評価用資料が配布され，各委員が個別に書面審査を行って回答書

を作成し，2 月上旬に運営評価委員会を開き，報告書を作成して所長に答申した。

その結果は，外部評価委員会報告書[9]として印刷し，3 月下旬に外部に公表した。 

 

（2）旧工業技術院傘下の国立研究所（電子総合研究所[10]，機械技術研究所[11]，

大阪工業研究所[12]） 

旧工業技術院（以下，工技院と略す）傘下の国立研究所（現在は産業技術総合

研究所に統合されているが，以下，旧名称で示す）に対しては，工技院作成の評

価マニュアルに沿って準備が行われ評価が実施されるので，実施内容はほぼ同じ

である。評価者は，主として技術面から評価を行う委員と経営面から評価を行う

委員から編成された。前者は研究所毎に異なる専門家が選定されたが，後者は研

究所を横断的に比較評価することも狙って共通の委員が担当した。後者の委員と

して選ばれたのは，東京電力の最高顧問，日経の技術ジャーナリスト，経団連の

産業技術懇談会主査（筆者）の 3 名であり，筆者は三つの研究所の外部評価を担

当した。 
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付2.2  外部評価の手順 

 

研究所により外部評価の方法は若干異なるものの，ほぼ次の手順で行われる。 

• 外部評価は，研究所単位に 3 年に一度程度実施する。 

• 外部評価委員会は，委員長，運営評価委員（企業の CTO，技術ジャーナリス

ト，経団連代表など），研究評価委員（大学研究者，海外研究所の所長）から

構成されている。筆者は経団連代表として前記 4 研究所の運営評価を担当した

が，通常は研究所ごとに外部評価委員は異なる。 

• 受診側では，10 月から準備に入り，2 月中旬まで合計 16 回の会合が行われて

いる。また，2 月または 3 月に 2 日間の審査が実施されるが，その間は研究所

の機能はストップするといっても過言ではない。すなわち，分野別および幹部，

中堅研究者，若手研究者の各階層別にヒヤリングおよび現場見学が行われる。 

• 委員側では，11 月下旬に委任状を受け取り，12 月から 1 月にかけて膨大な資

料が送られてくるので，約 1 ヶ月間で資料調査して所定の事前評価票を作成し

なければならない。2 月から 3 月の 2 日間で現地調査を実施し，事前評価票の

集計結果を参考にしながら，委員の間で意見交換して 3 月末までに評価報告書

を作成する。 

以下，電子総合研究所を例にとって説明することにする。 

(１) 全体スケジュール 

研究所の外部評価のための準備および実施は，付表 2.1 に示すように約半年間

にわたる。短期間に効率的に準備作業が行われていることが，付表 2.2 に示す事

務局会議開催状況から分かる。同時に，外部評価を受けるための準備負荷は大変

なものであり，毎年 3 研究所程度が順番に外部評価を受けることにより，ある研

究所にとっては 3～4 年に 1 回程度としていることはうなずける。 

外部評価委員にとっても，膨大な資料を元に 1 ヶ月間で事前評価を行い，2 日

間の現地調査を行って，評価報告書を作成する負荷も大変である。特に，筆者の

ように 3 研究所の外部評価を同時に行った委員にとっては 3 倍の負荷になった。

そのため，1 月から 3 月までの 3 ヶ月間は，土日はもとより平日も本業を犠牲に

して評価作業を行った。 

 



120 

付表 2.1 全体スケジュール（電子技術総合研究所の例） 

日程 研究所側 委員側 

平成 9 年 11 月 28 日までに 委員および開催日の決定 委任状入手 

平成 9 年 12 月 26 日までに 資料原稿の作成  

平成 10 年 1 月 14 日までに 委員に資料送付 資料入手 

平成 10 年 1 月 20 日までに 資料をホームページに掲載  

平成 10 年 2 月 10 日までに  視察希望個所を提出 

平成 10 年 2 月 20 日までに  事前評価票を作成し提出 

平成 10 年 2 月 25 日までに 事前評価票をとりまとめ，全

委員にフィードバック 

 

平成 10 年 3 月 6 日 

平成 10 年 3 月 9-10 日 

委員会＊を開催 

委員会を開催 

委員会に出席 

平成 10 年 3 月 27 日  評価報告書を作成し提出 

 

付表 2.2 事務局準備スケジュール（電子技術総合研究所の例） 

 開催日 主な議事 

第 1 回 平成 9 年 10 月 2 日 全体スケジュール検討，評価項目検討，委員会資料構

成検討，事務局役割分担の決定 

第 2 回 平成 9 年 10 月 8 日 資料目次の検討，原稿依頼方法の検討，委員委嘱手続

きの検討 

第 3 回 平成 9 年 10 月 15 日 資料目次の検討，資料原稿の検討，研究部への依頼原

稿の執筆要領の検討，委員会規定の検討 

第 4 回 平成 9 年 10 月 22 日 資料目次の検討，資料原稿の検討，研究部への依頼原

稿の執筆要領の検討，委員会規定の検討，参考資料の

検討， 

第 5 回 平成 9 年 10 月 28 日 資料内容と評価項目の対応の検討，研究部への依頼原

稿の執筆要領の決定 

第 6 回 平成 9 年 11 月 5 日 研究部原稿の検討，計画室へ資料作成依頼の検討 

第 7 回 平成 9 年 11 月 11 日 委員選任状況の把握，委員委嘱手続の確認，委員会開

催日の検討，研究部原稿の検討，予算状況の把握 

第 8 回 平成 9 年 11 月 18 日 委員選任状況の把握，委員会開催日の検討，資料構成

の検討 
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第 9 回 平成 9 年 11 月 25 日 委員選任状況の把握，委員会開催日に関する委員の希

望聴取，委員委嘱手続の検討 

第 10 回 平成 9 年 12 月 2 日 全体スケジュールの確認，委員会次第の検討，会場の

検討，委員への送付資料の検討 

第 11 回 平成 9 年 12 月 9 日 委員会次第の検討，委員確定状況の把握，資料原稿の

検討，評価項目の検討，資料作成作業の所内透明性確

保の検討，評価報告書取りまとめ方の検討 

第 12 回 平成 9 年 12 月 16 日 資料の検討，電子版資料の検討，作業スケジュールの

確認 

第 13 回 平成 9 年 12 月 24 日 全体スケジュールの確認 

第 14 回 平成 10 年 1 月 6 日 資料の最終点検，委員視察個別候補の検討 

第 15 回 平成 10 年 1 月 20 日 研究評価委員会の運営に関する留意点の検討，電子版

資料状況の把握，委員送付資料の検討，委員会当日の

諸準備の検討 

第 16 回 平成 10 年 2 月 18 日 資料配布状況の把握，視察個所についての委員希望状

況の把握，委員会当日の進行の検討，委員会当日の諸

準備の検討 

注：英文資料作成等外国委員対応の議事は省略 

(２) 委員会の構成 

付表 2.3 に示す委員構成で実施した。主として経営面から評価する筆者を含む

3 名の共通委員は，工業技術院により人選され，任命された。主として技術面か

ら評価する専門委員は，各研究所により人選され，工業技術院により任命された。 

 

付表 2.3 委員会構成 

 電子総合研究所 

委員長 東大教授 

共通委員 3 名（東大名誉教授，技術ジャーナリスト，経団連主査（筆者）） 

専門委員（国内） 5 名（慶応大教授，東大教授，東大名誉教授 2 名，通信会社社長） 

専門委員（海外） 2 名（米国，ノルウエーの大学教授） 

 

(３) 委員会当日の日程 

電子総合研究所向けの委員会は 1 泊 2 日で付表 2.4 に示すスケジュールにした
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がい実施した。委員会に都合で参加できない国内委員 1 名と海外委員 2 名は委員

会に先立って実施し，その評価結果は委員会に渡された。機械技術研究所も大阪

工業技術研究所もほぼ同様の形態である。 

 

付表 2.4 委員会スケジュール（電子技術総合研究所の例） 

• 受付 

• 所長挨拶 

• 出席者紹介 

• 日程・会場の説明 

• 委員長選出・委員長挨拶 

• 電総研概要説明（所長） 

• 組織・体制・研究分野概要説明（企画室長） 

3 月 9 日午前 

• 研究内容・成果等説明，及び質疑応答（研究リーダ 4 名） 

• 現場視察 

• 研究リーダとの懇談 

3 月 9 日午後 

• 電総研の管理・運営に関する説明および質疑応答 

• 電総研幹部・研究部長への質疑応答 

• 各委員の意見提出準備 3 月 10 日午前 

• 委員のみの会議 

• 質問への回答，追加質問，確認など 

• 委員のみの会議（意見概要のとりまとめ） 3 月 10 日午後 

• 意見概要の提示（委員長）および総合討論 

• 所長挨拶 

• 今後の予定の説明（事務局） 

 

(４) 事前評価 

付表 2.5 に示す大量の資料が事前に送られ，その資料を元に付表 2.6 に示す評

価項目について事前評価表を作成した。1 ヶ月という短期間で，ほとんど予備知

識がない筆者が，多岐にわたる評価項目について膨大な資料から読み取り判断す

る作業は，大変な重労働であった。しかし，専門委員の評価結果と比較するとほ

ぼ類似の指摘をしており，このことから専門外であってもある程度の妥当な評価

はできることが分かる。 
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付表 2.5 評価用参考資料一覧（電子技術総合研究所の例） 

(1) 電子技術総合研究所外部評価委員会資料 

(2) Data book of ETL (for External Review Committee) 

(3) Summaries of Reports of the ETL（最近 3 年分） 

(4) 視察個所候補リスト 

(5) 電子技術総合研究所年鑑（最新号） 

(6) 新聞報道の例（最近 1 年分の中から抜粋） 

(7) 電子技術総合研究所紹介用リーフレット 

(8) 電総研ニュース（最新号からの一例） 

(9) 電子技術総合研究所彙報（最新号からの一例） 

(10)電子技術総合研究所研究報告（最新号からの一例） 

 

付表 2.6 事前評価項目一覧 

1) 現在，重点を置いている研究分野が，内外の科学技術の動向，産

業界のニーズ，社会ニーズ，研究所の研究ポテンシャル等に照らし

て適切であるか 

2) 重点研究領域の決定に際にして，その体制およびプロセスについ

て（決定までの検討方法・内容等）適切であるか 

1．重点研究分野の

選定に関する評価

3) 今後，重点を置くべき分野，あるいは縮小すべき分野等具体的に

あれば，ご記入ください。 

1) 具体的に選定された研究テーマは，内外の科学技術動向に照らし

て，また新規性，独創性の点から妥当であるか 

2) 具体的に選定された研究テーマは，産業・社会ニーズに照らして，

妥当であるか 

3) 具体的に選定された研究テーマは，研究ポテンシャルに照らし

て，また他の研究所等の類似研究に照らして，適切なレベルにある

か 

4) 研究テーマを選定するための体制およびプロセスは，競争原理，

透明性等の観点から妥当であるか 

2．研究テーマの選

定に関する評価 

5) 今後，力を入れるべきテーマ，中止すべきテーマ等があれば，ご

記入ください。 
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1) 現行の組織および研究者の組織内の配置は，効率的・効果的な研

究を行う上で妥当であるか 

2) 新規分野，部をまたがるような境際的な分野等に柔軟に対応しう

るような体制・仕組みになっているか 

3．研究体制に関す

る評価 

3) 研究管理体制（進捗状況の管理の在り方，中間評価，これらに基

づく方針変更，最終評価等）は，妥当であるか 

1) 優秀な研究者を確保するための方策は，妥当であるか 

2) 若手研究者を育成するための方策または優れた能力を有する場

合の処遇（研究費配分，役割分担，給与等）は，妥当であるか 

4．研究者の確保・

育成・評価に関す

る評価 

3) 研究者の業績の評価（評価項目が特定の項目に偏っていないか，

特定の項目，例えば特許等が軽視されていないか等を含む）および

その処遇（研究費配分，役割分担，給与等）への反映は，妥当であ

るか 

1) 産学官の連携・交流，およびそれによる研究内容の充実が図られ

ているか 

5．交流（共同研究

等）による研究内

容の充実に関する

評価 

2) 国際的な交流，およびそれによる研究内容の充実が図られている

か 

1) 客観的指標等による評価 

④ 論文数および質について 

⑤ 学会等での発表，講演等の件数および質について 

⑥ 特許等の数および実施度合について 

⑦ 表彰，受賞について 

2) 産業・社会のニーズに対応した成果（技術シーズを含む） 

6．研究成果に関す

る評価 

3) 成果普及（特許実施・譲渡等，技術指導，兼業の活用等） 

① 成果普及のための体制 

② 普及実績 

1) 業務全般に関し，所長他執行部のイニシアティブは発揮されてい

るか 

7．総括的評価 

2) 国立研究所として，産業・社会ニーズに対応するという明確な目

的を有した研究を推進するという観点から妥当であるか 

1) 研究所のビジョン，使命，役割，目的について 8．その他 

2) 制度上の制約について 
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3) 標準化関連テーマについて 

4) 産学官交流について 

5) 国際交流について 

6) 女性研究者について 

7) 外部評価について 

8) 行政改革に関連して 

9) その他 

 

(５) 評価結果 

事前評価の集計結果を参考にしながら，実地評価にもとづく評価結果を総論と

評価項目ごとの各論に分けてまとめた。以下，電子総合研究所に対する評価結果

を示す。 

(ｱ) 総論 

国立研究所に課せられた各種の制約の下で，国の研究開発の先導的な役割を果

たしているものとして，その活動は十分に評価されると結論付けた。しかし，研

究所の運営や研究内容などについて，産業ニーズ，社会ニーズの反映，産業界と

の有機的かつ互恵的な連携の点からはさらに改善すべき点があると考えた。 

これらの問題点は，国立研究所のミッションとも密接に関係しているものであ

り，産業界のグローバル化とバブル崩壊に伴い，わが国の研究環境が大きく変化

し，国立研究所の再編成へとつながった。また，産業・社会ニーズを反映し，そ

れに対する透明性を保つために外部メンバーを加えた長期ビジョン策定委員会の

設立を提案した。この委員会には，各階層からの代表が参加してビジョンの共有

化を図るべきであることを提言した。 

(ｲ) 評価項目ごとの各論 

各論としては，事前評価と同じ分類に従って次の 8 つの側面から評価した。 

1) 重点研究分野の選定に関する評価 

現在，重点を置いている研究分野が，内外の科学技術の動向，産業界のニーズ，

社会ニーズ，研究所の研究ポテンシャル等に照らして適切であるか否かを評価し

た。その結果，科学技術の動向は適切につかんでいるが，産業界，社会のニーズ

については建前上の重点化にすぎないように思われた。また，研究者の人数規模

から考えると対象領域をもっと絞る必要があるという指摘も行った。 

重点研究領域の決定に際にして，その体制およびプロセスについては，大変よ
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くできており，民主的かつ所長や部長のリーダーシップが発揮できる体制である

と評価した。ただし，分野設定のプロセスに関しては不透明であり，外部有識者

を加えた議論をすることを勧告した。 

今後，重点を置くべき分野としては，情報分野，特にソフトウェアであり，そ

の中でも他分野との融合領域に重点を置くべきである。たとえば，ソフトウェア

的アプローチとエレクトロニックス的アプローチの接点，エネルギー・環境領域

と情報関連の接点，最先端物理科学と先端測定・標準との関わりなどを視点に入

れた重点テーマを取り上げることが望ましいとした。 

逆に，縮小すべき分野としては，情報処理単独領域である。また，計測・標準

に関しては計量研究所との連携が望ましい。物質・生命・エネルギー・宇宙・原

子力関連の研究に関しては，国全体の研究機関の有効利用という観点から，役割

分担を見直すべきである。 

 

2) 研究テーマの選定に関する評価 

具体的に選定された研究テーマは，内外の科学技術動向に照らし，また新規性，

独創性の点から妥当であると評価した。ただし，人員数に較べてテーマ数が多く，

やや総花的であるので，もっと骨太な研究テーマを取り上げるべきだという意見

もあった。 

具体的に選定された研究テーマは，産業・社会ニーズが意識されている分野も

あるが，全般的には基礎研究に傾きすぎている。先端的ではないが解決が迫られ

ていて，企業も大学もあまり積極的でないテーマ，たとえば，材料物性データベ

ースの構築，国際標準化活動などにも取り組んでほしい。 

具体的に選定された研究テーマは，研究ポテンシャルに照らして，また他の研

究所等の類似研究に照らして，適切なレベルにある。ただし，エネルギー分野，

脳研究，標準計測などの分野は他の国研でも取り組んでおり，重複しているよう

に見えた。重複の良し悪しは一概には判断できないが，重点化の一つの判断材料

にはなる。 

研究テーマを選定するための体制およびプロセスは，1 階層減らしたラボ制に

よって競争と開放性が増し，変化の時代に対応し優れた試みであると高く評価し

た。逆に，ラボの数が多すぎて効果的な管理ができないのではないかという懸念

がある。 

今後，力を入れるべきテーマとしては，データ，ソフトウェアおよびネットワ

ークの安全保障，環境問題を解決するテーマ，より人間的な社会を実現するため
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の技術などである。 

逆に，中止すべきデータとしては，超高速コンピュータ，他の国研が力を入れ

ている物質研究，核融合などである。 

 

3) 研究体制に関する評価 

研究所の組織と研究者の配置は，効率的・効果的な研究を進める上でバランス

よくできていると評価した。ラボ制の採用は革新的であり，研究者の意欲を掻き

立てる，研究者の流動を容易にしている，など評価できる。ただし，標準計測分

野までラボ制を適用することには疑問を感じた。新分野や境界領域への柔軟な対

応は，ラボ制度によって大きく改善されている。また，ラボ制度の導入により 1

階層減少したのは適切な判断であり，より効率的な運営が今後の課題であろう。 

 

4) 研究者の確保・育成・評価に関する評価 

優秀な研究者の確保と若手研究者育成の方策は，適切に行われており，処遇も

適切である。ただし，海外の優秀な研究者を確保するシステム（生活環境，処遇）

には欠けており，行政への改善要求が必要である。たとえば，研究費と人件費が

別立てになっている現制度を改善し，あるプロジェクトが立案されたら，そのプ

ロジェクトに相応しい研究者を任期付き任用ができる制度が望まれる。 

研究者の業績評価に関しては，論文偏重であり，もう少し広く活動をとらえた

バランスした評価指標が必要である。ミッションや分野に応じて加重係数が変え

られる評価方法や，国際貢献，産業貢献，社会貢献など定量化しにくい活動も評

価すべきである。 

 

5) 交流による研究内容の充実に関する評価 

研究所内の共同研究は活発に行われているが，他の研究所との連携が少ない。

人事交流に関しては，官から学への一方向であり，民との交流もほとんどないこ

とから，制度の見直しを含めて今後の課題である。国際交流に関しても，他の国

研と比較して遜色ないが，大学や民間と比較すると極めて少ないことから，制度

の見直しを含めて今後の課題である。 

 

6) 研究成果についての評価 

客観的な指標としての論文数や発表件数など適切なレベルにあるが，論文の種

類（総合解説，招待論文，原著論文，資料など，および査読の有無）をもっと細
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かく分類した統計データが必要である。数より質で評価すべきであるが，かなり

注意深く評価しないと誤る危険性が高い。 

他の国研にも共通する傾向であるが，特許の数と実施度合は見劣りするので，

論文と同等に評価し，改善することが望まれる。 

産業社会ニーズに対応した成果に関しては，シーズの提示のみならず，産業界

と連携して実用化まで取り組むことが望まれる。 

成果普及に関しては，特許に関連する取扱い，兼業の活用などに改善すべき点

がある。技術相談など特許以外については，具体的な内容が明確ではない。 

 

7) 総括的評価 

所長および執行部のイニシアティブは適切である。産業社会ニーズの反映に関

しては，国研のミッションそのものから検討することが望まれる。 

 

8) その他 

国の会計制度が複雑で制約が多く，円滑な研究活動を妨げていることから，抜

本的な制度改革を提言した。 

産官学交流について，研究者の受入だけでなく，研究者の派遣も望まれる。国

際交流について，長期的な交流が望まれる。女性研究者について，もっと数を増

やすべきである。 
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付2.3  国立研究機関の研究評価の考察 

 
上記のとおり，国立研究機関の研究評価は，総論と各論からなり，各論は 8 つ

の側面から多面的に評価している。しかしながら，受診側も審査側も大変な作業

であり，とても日常的に行えるものではない。 

1) 総論：先導的な役割を果たしているが，産業・社会ニーズの反映や産業界と

の連携に改善点がある。 

2) 各論：8 つの側面から評価した。 

• 重点研究分野：重点指向が不十分，選定プロセスの透明化，融合領域の強

化，他研究所との役割分担の見直しなどを指摘した。 

• 研究テーマ：概ね妥当，やや総花的，やや基礎研究寄り，強化：情報社会

の安全，環境問題など，中止：超高速コンピュータ，核融合など 

• 研究体制：良好，ラボ制度は革新的 

• 研究者：概ね妥当，行政への改善要求（研究費と人件費の一体運用，任期

付き任用），業績評価が論文偏重 

• 研究施策：他研究所との連携不足，産官学の交流不足（官→学のみ） 

• 研究成果：客観的指標は特許を除き適切なレベル 

• 総括的評価：適切 

• その他：会計制度の抜本的な改革が必要 

 

客観的評価指標としては，次の統計データをとっており，これらのデータを用

いて筆者が提案する手順で日常の研究管理のための指標を作ることは可能である。 

1) 研究者：526 名（内 332 名は博士号取得者） 

2) 論文：口頭発表 1579 件（3.0 件/人），誌上発表 1148 件（2.2 件/人） 

インパクトファクタ総数：306，インパクトファクタ 2.0 以上の論文誌掲載：

90 件 

3) 特許：特許出願 106 件，特許取得（国内 201 件,外国 19 件） 

4) 受託研究等 

• 依頼試験：95 件 

• 技術指導：96 件（民間 81，法人 10，大学 3，その他 2） 

• 共同研究：132 件（民間 48，法人 38，大学 40，その他 6） 

5) その他 

• 委託研究：39 件（民間 3，法人 4，大学 31，その他 1） 
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• 外部協力：延べ 1494 名（国内委員等 1187，海外委員等 172，非常勤講師等

99） 

• 新聞報道：110 件 

• 外部表彰：学術的 17 件，功労賞的 2 件 

• 見学者：国内 1235 名，外国 524 名 

 

 

付 2.4 まとめ 

 

1) 外部評価は有益であるが，受診側も審査側も負荷が大きい。 

• 運営評価委員と研究評価委員，国内委員と外国委員の評価結果に有意差な

し。 

• 外部評価は毎年実施が望ましいが，受診側も審査側も負荷が大きく，研究

活動に支障を与える恐れがある。 

2) 客観的評価指標による日常の研究管理は可能と思われる。 

• 特許や論文等の評価指標は共通である。 

• 民間の委託研究費に該当する指標として，競争的研究資金の獲得額とする

ことが可能である。 

 

ただし，国立研究機関における標準・観測・計測など，大学における教育など

研究以外の役割がある。そのため，筆者が提案する評価指標は，あくまで部門毎

の改善目標として利用することに限定すべきであり，部門間の比較に利用するこ

とは誤解を招くので避けねばならない。 
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